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第 1 部：論文の背景および理論 
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人間の心や行動は、その人を取り巻く環境に影響を受ける。なぜならば、人間は生物の一

種である以上、環境条件によって淘汰されないものだけが生き残るという生物進化の原理

の中に生きており、そのふるまいもまた、自然選択の対象であるからだ。人間のふるまいや、

それを方向づける心の性質は、適応  (adaptation) および順応 (acclimatization もしくは 

adjustment)1 のプロセスによって方向づけされる。適応とは、ある環境において生き残り子

孫を残すという適応課題を達成しやすい性質が、変異、遺伝、淘汰、というプロセスを経る

ことによって、集団中における頻度を増やすという、集団的かつ遺伝的な長期にわたるプロ

セスのことを指す。一方、順応とは、ある環境に対して個体が生まれてから表現型の可塑性

や学習によって、適応課題に対処する、個体単位で生じる短期的プロセスのことを指す。適

応・順応のいずれのプロセスを経るにせよ、人間の心理および行動は、環境に対して適応的

2な機能をもつものであると考えられる。 

そして、環境が異なるのであれば、どのような性質が適応的であるかも異なる。このこと

は、人々の性質の社会3間変異を生じさせうる。たとえば国や地域といった集団ごとに、心

                                                        

1 適応および順応については、分野によって用法が異なる(伊藤, 2018)。例えば、心理学では適

応の語に「adjustment」の訳を対応させることがあり、また内容に関しても進化生物学に基づ

く本研究の定義とは異なり、「ある行動が心の安定につながる」ことを指して適応と呼ぶことも

ある(亀田・村田, 2010)。本研究は人間の性質について、生物学を基にする適応論に基づいて

論じるため、用法も生物進化学およびそれを基とする行動科学分野において一般的な用法(e.g. 

伊藤, 2018, Shook et al 2019)を採用する。 

2 現実にて観察される表現型 (遺伝型によらず、実際に現れる性質) が、適応によって得られ

たものか順応によって得られたものかを判別することは難しい。そのため、本稿では、適応ま

たは順応によるものかを区別せずに、適応課題を達成するために有利である性質を指す際に

は、「適応的」という形容詞を用いて表すこととする。 

3 本稿では、「社会」という語について「相対的に密なやり取りが行われる人間集団」を指すも
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理的性質の差が実際にあることは知られている。社会生態学アプローチに基づく研究群は、

これを社会環境の差によって適応的性質が異なるためであるという理論によって説明でき

ることを明らかにしてきた。 

 ところで、人間を取り巻く環境は、一生の間で常に一定で変化しないものであるとは限ら

ない。例えば、気候変動や病原体の蔓延といった自然環境や、施行される法制度や技術発展

による社会環境は一生のうちに変化しうるものである。あるいは、人々は一生のうちに所属

する社会を移動することもあり、これによっても環境は変化しうる。 

では、環境が変化したとき、人々のふるまい方は新しい環境に対して可塑的に、適応的な

ものに変化するのだろうか。それともすでに身につけた心理・行動は変わらないのだろうか。

もし変わりにくいのだとすれば、このことは、当該社会において伝統的に支配的であった行

動様式や価値観が、現代化などによる生活環境の変化にも関わらずなかなか変化しないと

いう現象の一因として考えられるだろう。 

本研究では、関係流動性という社会環境要因の変化に着目する。そして、1）人々はこの

環境要因の変化を知覚するのかどうか；２）この環境要因の変化において、人々がもとにい

た環境がどのようなものであったかが、新しい環境に対する順応に影響を与えるかどうか； 

３）新しい環境において、ふるまい方が適応的な方向に変化するかどうかについて検討する。 

 

本論文の構成 

本研究の第 1 部では、まず第 1 章として本論文の理論的背景である社会生態学的アプロ

ーチ、およびその中で扱われる関係流動性という社会環境変数について説明をする。社会生

態学的アプローチは個人の心理行動傾向と社会の性質との関係を検討するための理論的視

座であり、適応論に基づき「そもそもなぜ」社会間に心理・行動傾向の差があるのかを明ら

                                                        

のとして用いる。ここでは、密な程度や集団の規模については厳密には定めず、国や地域、会

社や学校、インターネット上のコミュニティなどを含むものとして扱う。 
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かにするために有用であることを述べる。この中で扱われる関係流動性という社会環境変

数について紹介し、心理・行動傾向とどのような関係があると考えられているかを説明する。

続く第 2 章では、本研究で扱う環境変化とそれに対する個人の応答についての先行研究に

よる知見を紹介し、これらの限界について指摘をする。関係流動性は時間の経過や人々の移

動によって変化しうると考えられる一方で、人々が作り出す社会環境や社会全体の心理・行

動傾向はしばしば変化しづらいことも知られている。この全体の変化を抑制しうる要因の

ひとつとして、人間の心理・行動傾向の可塑性の限界が考えられることを議論する。一方で、

関係流動性の変化や関連する心理・行動傾向の可塑性について直接調べられた研究はない

ことを説明する。そのうえで、本研究における検討課題について改めて説明を行う。 

第 2 部では、本研究で行われた 3 つの実証研究についての詳細を説明する。研究１は、社

会環境によって関係流動性が異なることを人々が知覚するかを明らかにするために行われ

た。この研究では、大学生を対象に、これまで経験した小学校からの学校環境における関係

流動性の評価を依頼した。個人内における関係流動性の変動の様子や、学校段階ごとに全体

として共通する傾向が見られるかどうかを分析した。研究２では、低関係流動性環境から高

関係流動性環境に移動した後の心理傾向に、移動前の関係流動性の影響が残るかどうかを

調べることを主な目的とした。この調査では、高関係流動性社会であることが示された大学

において、別の地域から転居を伴う進学をした大学生を対象に、進学前の社会の関係流動性

と進学後の心理傾向について回答を求めた。進学前の社会の関係流動性が、進学後の高関係

流動性社会において適応的と考えられる心理傾向や、その結果である対人関係における成

功と関連するかどうかについて分析した。研究 3 では、関係流動性が変化した際、その変化

の方向に応じて心理傾向が変化するといえるかどうかについて検討をした。日本またはア

メリカの一般成人サンプルを対象として、新型コロナウイルスの流行前後の 2 時点におい

て同一個人に対する追跡調査を行い、関係流動性の変化と、心理傾向の変化の関係について

調べた。 

第 3 部では、本研究における実証研究の結果を受けた、総合考察を行う。まず、本研究に
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おける３つの検討課題ごとに、実証研究の結果をまとめる。その上で、本研究で明らかにな

ったことおよびその限界と、将来の展望について述べる。最後に、人々の行動・心理の可塑

性とその限界が、社会全体の性質に対して影響を及ぼしうると言えるか、本研究の結果を踏

まえて改めて考察を行う。 
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第 1 章：本論文の理論的背景―社会生態学的アプローチによる人間心理・行動の

理解 

 

第 1 章では、本論文が寄って立つ、社会生態学的アプローチによって、人間の心理・行動

の社会差はどのように説明されるのかを概説する。また、本研究で特に焦点をあてる、関係

流動性という、社会生態学的アプローチの中で扱われる概念について説明を行う。 

本章ではまず、社会ごとに心理・行動傾向に社会差が存在することを示した先行研究の知

見を紹介する。次に、社会生態学的アプローチが心理・行動傾向に社会差が存在する理由の

説明原理として適応論を適用すること、およびそれが従来の理論的アプローチとどのよう

に異なり、どのような利点があるのかを説明する。最後に、このアプローチの中で扱われる

関係流動性とは社会のどのような側面を表す変数であり、心理・行動の社会差とどのような

関連があると考えられているかを述べる。 

 

心理・行動傾向には社会差が存在する 

人間には、普遍的に共有される心理・行動傾向がある一方で、社会集団によって心理・行

動傾向が異なることもある、ということがこれまで多くの研究によって示されてきた

(Henrich et al., 2010; Thomson et al., 2018)。例えば、視覚による物の認知といった、人間

に基本的かつ普遍的と捉えられがちな心の働きの中にも、社会差4が存在することが知られ

ている(Segall et al., 1963, 1966; Henrich et al., 2010)。Segall et al. (1963)は、4 種類の錯視に

ついて、生じる程度が社会によって異なることを示した。ミュラーリヤー錯視と呼ばれる矢

                                                        

4 心理学では、異なる社会集団に所属する人々の間に観察される心理傾向の差異を「文化差」

と呼ぶことがあるが、本稿ではこの言葉は用いず、「社会差」と呼ぶこととする。このことの理

由については、「文化」という語が従来どのように用いられてきたか本文中で説明したのちに、

脚注７にて詳細に述べる。 
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印のような図形における横棒の長さに関する錯覚、およびザンダー錯視と呼ばれる平行四

辺形の中の対角線の長さに関する錯覚は、アメリカなど西洋社会の人々には顕著に現れる

が、西アフリカの Suku 人など、非工業化社会に暮らす人々ではほとんど生じなかった。一

方、水平垂直錯視は、いくつかの非工業化社会の人々のほうが西洋社会の人々よりも高い程

度を示した。 

他にも、対人関係に関連する心理・行動傾向にも社会差が存在する。例えば、自己評価の

高さには、社会差が見られる。自らの能力や価値について実際よりも高く見積もり、自尊心

を高めようとする傾向である自己高揚動機は、かつては人類共通の心理傾向だと捉えられ

ていた（Heine et al., 1999）。しかし、その後比較文化心理学による、欧米人以外を対象とし

た研究の進展により、自己高揚傾向は欧米人で高い一方、東アジア人ではほとんど見られな

いことが示された(Heine et al., 1999; Heine & Hamamura, 2007)。東アジア人ではむしろ、欧米

人よりも自己を批判的に評価する傾向である、自己批判傾向が高い(Heine et al., 2000; Falk et 

al., 2009)。これに関連して、自らの総合的な価値の程度についての自己認識である、自尊心

の程度についても、北米人に比べて日本人では、自尊心の平均が低い(Heine et al., 1999; 

Schmitt & Allik, 2005)。他にも、自らの弱みとなりうる情報、すなわち失敗や秘密などを、

他者にさらけ出す自己開示は、日本人や中国人といった東アジア人に比べ、アメリカ人やカ

ナダ人といった北米人のほうがより積極的に行う(Schug et al., 2010; Kito et al., 2017; 

Yamada et al., 2017)。一般的信頼と呼ばれる他者全般に対する信頼の程度は、北米人のほう

が日本人に比べて高い(Yamagishi & Yamagishi, 1994; Yamagishi & Komiyama, 1995)。快を

得て不快を避けるための自己制御の方策である制御焦点(Higgins, 1997, 1998)のうち、積極的

に成功を追い求め快に近づこうとする傾向である促進焦点は、北米人の方が東アジア人や

西アフリカ人に比べて高く、失敗を避けて不快を避けようとする傾向である予防焦点は低

い(Hamamura et al., 2009; Li et al., 2015; Li & Masuda, 2016;日野, 2017)。 
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心理・行動の社会差を説明するための方法論：社会生態学的アプローチ 

このような心理・行動傾向の社会差を、社会環境が異なる結果として理解する枠組みが、

社会生態学的アプローチである（竹村・佐藤, 2012; Oishi & Graham, 2010; 山田, 2018; Thomson 

et al., 2018）。社会生態学的アプローチとは、心理・行動が生じるのはなぜか、という問いに

対して、行動および心理に対する適応論的理解から答えようとする立場である。すなわち、

あるふるまい方は、ある生態学的環境において、いかに生存や繁殖において有利なのか、と

いう観点5から社会傾向の差に対する説明を試みるものである。 

社会生態学的アプローチにおいて扱われる「環境」とは、気候、病原体蔓延度、大陸の形

状といった自然環境に加え、生業、社会関係の流動性、都市化度といった社会環境という、

個体にとって外在的な要因全般のことを指す。自然環境だけではなく社会環境に対する適

応的ふるまいの重要性を強調するため、「社会生態」という語が用いられる(竹村・佐藤, 2012)。

                                                        

5 ただし、社会生態学的アプローチでは、進化心理学とは違って、生存や繁殖と必ずしも結び

つかないような、環境に対する短期的「適応(adaptation)」に着目する、と説明されることが

ある (e.g. Uskul & Oishi, 2020)。確かに、人間は比較的長寿であるため、ある心理・行動傾向

と繁殖成功や生存率との関連を即時に知ることは難しく、また特に近代的な社会において、人

間の社会的成功（社会的立場、経済的成功、幸福感）は生存・繁殖における成功と必ずしも正

の関連をしないことがあると言われてきた(Vining, 1986; but see Fieder et al., 2005; Fieder & 

Huber, 2012)。しかし、適応論をメタ理論として援用する以上、進化における適応を説明原理

とすることから離れるべきではないだろう。つまり、ある心理・行動傾向が集団において優占

することを説明する場合は、やはり究極的にはそれが生存・繁殖の成功につながるものであ

り、幸福度や経済的成功等の社会的成功は、あくまでそれを予測するための近似指標であると

捉えるべきである、と筆者は考える。例えば、短期的な幸福感を最大にすることがある心理傾

向をもつことの究極的な意義であると考えるならば、東アジア人の自己批判傾向を合理的に説

明することは困難である。 
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これらの環境条件が異なると、どのような価値観や思考、行動傾向をとることが社会経済的

成功や対人関係における成功に結び付き、最終的に生存繁殖において成功するかどうかが

異なる。成功しやすい心理・行動傾向は繁殖成功または情報伝達による学習により社会の中

での頻度が高まる一方で、成功できないような心理・行動傾向は淘汰される。そのため、現

存する心理・行動傾向は、各環境における成功に資するものであり、社会差はその反映であ

ると考えられる。 

このような社会生態学的アプローチによる社会差の理解は、伝統的な理論による社会差の

説明に付随する様々な問題点を乗り越えることができると考えられている。以下に、伝統的

な枠組みにおける問題点を挙げ、どのような点で社会生態学的アプローチがこれらと異な

り、優れているのかを説明する。 

 社会生態学的アプローチの立場からは、心理の社会差を説明するための伝統的な枠組み

である、比較文化心理学や文化心理学6の理論はしばしば批判の対象である (Oishi & Graham 

2010; 亀田・村田, 2010; 竹村・佐藤, 2012; 山田, 2018)。伝統的な枠組みでは、心理・行動の

社会差について、当該社会で共有されてきた「文化」の違いを、心理傾向の社会差の原因と

見なすことが多い(Oishi & Graham, 2010; 山田, 2018)。ここでの文化とは、「記号の配置」

(Valsiner, 2007; 木戸・サイトウ, 2019)だとか、「マクロレベルの意味体系」(北山, 1994)のこ

とである7。すなわち、ある社会で共有される、世界に対する一般的原則や規則についての

                                                        

6 木戸・サイトウ(2019)や Cole(1998)によると、比較文化心理学と文化心理学は文化およびそ

の人間への作用について、若干異なる立場をとる。ただし、文化心理学の立場から「比較文化

心理学」と呼ばれる体系は、自らを文化心理学と呼ぶこともあるように(e.g. 増田, 2017)、必

ずしも両者の区別は明確ではない。また、文化、すなわち共有される意味体系について焦点を

当てて社会差の説明を試みる点は、両者で共通しているといってよいだろう。 

7 国や民族集団など、社会集団ごとの差異は、心理学等の研究において、よく「文化差」と呼

ばれる。しかし、集団ごとに心理・行動傾向に差異が見られることを、「文化」の差、すなわち
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信念のことである。これら共有される意味体系から、人々の行動の社会差を説明する立場に

よる説明モデルは、トートロジカルである、現実に観察される現象と食い違いがある、扱う

概念についての整合性が低い、といった問題が指摘されている(山田 2018)。 

まず、第 1 の批判点である共有される意味体系に依拠した説明モデルがトートロジカル

だと考えられる理由を説明する。これらの概念を用いて、行動・心理の社会差を説明する場

合、「ある社会である心理・行動傾向が見られるのは、その心理・行動傾向がその社会にお

いては望ましいという価値観が共有されているからだ」といった説明に留まってしまう。こ

れらのモデルは、ある種の心理プロセスに関する至近要因の説明たりうるが、そもそもなぜ

社会差があるのか、という究極要因の説明にはなっていない。また、共有される価値観が社

会間によって異なることを示すためには、もともと説明対象であったはずの心理・行動傾向

の社会差が根拠とされる、という点で、循環的であると指摘される(亀田・村田, 2010; 竹村 ・

佐藤, 2012; 山田, 2018)。 

第 2 の批判である、これらの立場によるモデルが現実と矛盾する例として、個人主義-集

団主義(Hofstede, 1984)による文化差の説明が挙げられる。個人主義-集団主義とは、個人と集

団の役割に関する世界観の軸である。個人が他者から独立し、集団の重要度やその結びつき

が比較的緩やかな社会は個人主義社会、個人間の相互依存性が強く集団の重要度やその結

びつきが強い社会のことを集団主義と定義する。個人主義社会では人々は自己利益や他者

からの独立を追求する一方で、集団主義社会では集団の利益や他者との調和を重視すると

されてきた。西欧社会は個人主義、日本社会は集団主義の典型とされるが、観察される心理・

行動傾向においては、むしろ西欧社会の方が他者志向的であるという事例が多く報告され

                                                        

集団において共有される意味体系の差であるように言い表すのは、説明原理に文化を用いるこ

とからの脱却を志向する社会生態学的アプローチにおいては不適当であると筆者は考える。よ

って本研究では、ある社会集団やその性質を指して文化と呼称することはできる限り避け、従

来文化差と呼ばれていたものは、社会差、集団間の差、のように記述する。 
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ている。例えば、先に挙げた自己開示行動や一般的信頼は、他者との緊密な関係性に関連す

るため、日本のような集団主義的とされる社会でより程度が高いと予測されるが、実際は個

人主義である西欧の方で程度が高い(Yamagishi & Yamagishi, 1994; Yamagishi & Komiyama, 

1995; Schug et al., 2010; Yamada et al., 2017)。 

最後に、扱う概念の整合性についての批判は、このような現実と理論の食い違いに対し、

集団主義-個人主義のような従来の枠組みの中で整合性を持たせようとする姿勢に対して展

開されている (山田, 2018)。すなわち、従来の枠組みによる研究では、他者との関係をより

重視すると定義される集団主義的社会では、自他境界があいまいであるため自分自身の内

的状況をより優先させるというように、もとの概念と矛盾するような説明が行われてしま

う。 

従来の枠組みにおいて、以上に挙げたような問題が生じてしまう理由として、個別の研

究間での理論的背景を支えるメタ理論が不足していることが指摘されている(亀田・村田, 

2010; 山田, 2018)。社会生態学的アプローチは、これら従来の研究の問題を適応論8というメ

タ理論を導入することによって乗り越えようとする理論的枠組みである。このメタ理論に

よって、社会差の原因はその社会をとりまく環境に設定され、心理・行動傾向はその中で生

存を保ち子供を残すためにどのように有利なのかを考えるという枠組みが与えられる。そ

のため、トートロジカルな説明や研究間での一貫性のなさが避けられ、科学的により説明力

のある理論構築が可能となる。例えば、第 2 の批判点として例示した、従来の理論的枠組み

                                                        

8 伝統的な文化心理学に、適応論的視座が全くないわけではない。例えば、集団主義という文

化的価値観は、農業等の生業形態や、厳しい気候といった環境要因のもとでは、集団での協力

が生存のために有利になることから生じた、と説明されることがある(e.g. Hamamura, 2011; 

Santos et al., 2017)。しかし、社会の成員の心理・行動傾向を社会的要因に接続する際に、その

適応的機能ではなく、文化という共有される価値観に基づいて論じてしまうため、本文中に述

べたような説明の中のあいまいさが生じてしまう。 
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では説明できない一般的信頼や自己開示の社会差について、社会生態学的アプローチは、後

の段で詳しく説明する通り、より整合的な説明を与えることができる。よって、本研究にお

いても社会生態学的アプローチの立場を採用し、議論を進める。 

 

関係流動性という社会環境変数は、心理・行動の社会差を説明する 

 本研究では特に、この社会生態学的アプローチにおいて扱われる環境要因の一つである、

関係流動性9(Yuki et al., 2007; Yuki & Schug, 2012)について取り上げる。関係流動性とは、

ある社会における、対人関係を選択する自由度や機会の多寡のことである。関係流動性が高

い、すなわち対人関係を選択する自由度や機会が多い社会では、人々は自らの意思に基づい

て自由かつ容易に所属する集団や相互作用を行う相手を選択したり、離脱したりすること

が可能である。一方、関係流動性が低い、すなわち対人関係選択の機会が少なく自由度が低

い社会では、個人は生まれながらに既存の閉鎖的なコミュニティに組み込まれており、対人

関係を選択したり離脱したりすることが困難である。 

関係流動性は、典型的には北米において高く、東アジアや西アフリカにて低いことが知ら

れている (Adams, 2005; Ho, 1998; Yuki & Schug, 2012)。また、39 の国と地域における関係流

動性を調べた調査では、この傾向に加え、西ヨーロッパ、南米は関係流動性が高く、中東、

北アフリカ、西アジアにおいては低い傾向も確認されている(Thomson et al., 2018)。また、

同じ国の内部であっても、関係流動性には分散がある(e.g. Sato & Yuki, 2014; but see Milfont 

et al., 2020)。例えば都市部の方が伝統的な村落に比べて関係流動性が高いと考えられる。同

じ大学の 1 年生と 2 年生では、対人関係が固定化されていない 1 年生の方が、関係流動性

                                                        

9 社会の関係流動性が対人心理や行動に影響を与えるというアイデアは、Tönnies (1957)

のゲゼルシャフト・ゲマインシャフトの研究や、山岸(1998)の信頼の研究などの中にすで

に見られるが、Yuki et al. (2007) において関係流動性尺度が開発されたことで、さらに定

量的な実証研究が進むこととなった (山田, 2018)。 
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が高い(Sato & Yuki, 2014)。 

 関係流動性という社会環境の高低の社会差は、そこでの適応課題の性質に差を生じさせ

る。関係流動性が高い社会では、対人関係は競争的に勝ち取るべきものであり、そのために

積極的な自己アピールを行いながら、対人関係の構築をすることが適応課題である(Falk et 

al., 2009; Yuki & Schug, 2012; Barclay, 2013)。なぜならば、このような社会では、自らが対

人関係を選ぶ主体であると同時に、選ばれる対象でもあるからである。個人が結びうる社会

関係の数には限りがある(Roberts et al., 2008)。魅力的でない対人関係を継続させることは、

他の対人関係から得られたかもしれない利益を失うことにつながる。特に、対人関係の選択

肢が豊富で、対人関係を乗り換える機会が多い社会においては、魅力的でない対人関係を継

続することによる利得の損失が大きい(山岸, 1998)。この利得構造は、他者にとっても同じ

であるため、個人は魅力的な相手を探しながら、自らも相手にとって魅力的なパートナーで

あることを示す必要がある。一方、関係流動性が低い社会では、既存の社会関係における調

和を維持することが主要な適応課題である。対人関係において乗り換える先がほとんどな

い社会では、既存の対人関係から飛び出してより良い対人関係を求めることのコストが相

対的に大きくなる。また、このような社会では、既存の対人関係から排斥された場合、重大

な損失が予測される。新たな対人関係を得られる可能性が低いため、一度排斥されると、孤

立したままとなってしまう可能性が高いからだ。そのため、低関係流動性社会では、既存の

対人関係から排斥されないように、自らの行動を調整することが有利となる(Yuki ＆ Schug, 

2012; Sato, Yuki & Norasakkunkit, 2014)。 

 このような適応課題の違いは、実際に観察される対人関係に関連する心理・行動傾向の社

会差をよく説明することが、これまでの研究によって明らかにされている。例えば、先に社

会による差があることを紹介した、自己高揚・自己批判傾向および自尊心、自己開示、一般

的信頼、促進焦点には、それぞれ異なる関係流動性社会において適応的に生活するための機

能があるとの仮説と一貫するデータが、先行研究によってそれぞれ示されている。 

まず、自己評価についての社会差が、関係流動性とどのように関連するのかを説明する。
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従来、自己高揚傾向に代表される自己欺瞞は、非合理なものとして捉えられがちであった。

しかし高関係流動性社会においては、この自己欺瞞は決して非合理なものではなく、社会環

境に対する適応的機能をもつものと考えられる。すなわち、高い自己高揚傾向に基づき自尊

心を高く保つことによって、価値の高い相手に対して臆することなく近づき、相手に実際の

価値とのギャップを疑われにくい形で自己のアピールをすることを可能にすると考えられ

る（Falk et al., 2009; von Hippel & Trivers, 2011; Yuki & Schug, 2012, Thomson et al., 2018）。

また一方で、低関係流動性社会においては、自己批判傾向に基づいて自尊心を高くしすぎな

いことにより、固定的な対人関係の中で不和を生じさせないよう自己を監視するというこ

とは、適応的戦略として機能すると考えられる（Falk et al., 2009; von Hippel & Trivers, 2011; 

Yuki & Schug, 2012, Thomson et al., 2018）。すなわち、社会の関係流動性が低ければ、自己

批判傾向によって自尊心を相対的に低く保ち、関係流動性が高ければ、自己高揚傾向によっ

て自尊心を相対的に高く保つことが、適応的な戦略であると考えられる。実際に、関係流動

性の高低は、北米のヨーロッパ系カナダ人と、アジア系カナダ人、日本人における自己高揚

傾向の差を統計的に説明することがデータによって示されている(Falk et al., 2009)。また、

39 の国と地域における調査においては、関係流動性が高い地域ほど自尊心が高くなること

が示されている(Thomson et al., 2018)。 

 また、自己開示も関係流動性に応じてその有用性が異なる。自己開示は、高関係流動性社

会では、他者との関係性をより強固なものにする適応的機能があると考えられている(Schug 

et al, 2010, Yuki & Schug, 2020)。自己開示によって、他者に自らの失敗や秘密といった弱み

を見せることは、その弱みを悪用されるリスクとなりうる。また、自己開示をされた相手が、

そのことを負担に感じるというリスクもある(Wolfson & Pearce, 1983)。 しかし、このような

リスクをあえて冒すことは、相手を信頼し、自らが相手を裏切らないことのシグナルとして

も機能する(安藤, 1986; Jones & Archer, 1976; Schug et al., 2010)。自分が対人関係の相手とし

て選ばれるために積極的な自己アピールが求められる高関係流動性社会では、自己開示に

よるシグナリングは有効に機能しうる。また、自己開示によって仮に相手との関係性が悪化
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したとしても、高関係流動性社会であれば代替的な関係性を見つけることは比較的容易で

ある。よって、積極的な自己開示は、関係流動性が高い社会では相対的にメリットがコスト

を上回ると考えられる。一方で、関係流動性が低い社会では、自己開示によるリスクを冒さ

なくとも固定的な対人関係がすでにあること、またすでにある対人関係が悪化した際に新

たな対人関係を得られる可能性が低いことから、自己開示によるメリットは相対的に低い

と考えられる。つまり、関係流動性が低い社会では自己開示はあまりしないことが適応的で

あり、関係流動性が高い社会では自己開示を積極的に行うことが適応的であると考えられ

る。実際に、親密な友人や恋人における自己開示の程度の北米人と日本人との差は、統計的

に関係流動性の高低から説明されることが先行研究では示されている(Schug et al., 2010; 山

田, 2018)。また、日本という単一の国に着目したときも、社会構造によって自己開示の程度

が異なることが示されている(Thomson & Ito, 2012)。Thomson＆Ito (2012) は、関係流動性が

異なる２つのソーシャルネットワーキングサービス(SNS)の比較において、関係流動性が高

いサービス（Facebook）においては、関係流動性が低いサービス（mixi）と比べて、人々は

自らの本名や写真についてより積極的な自己開示を行うことを示した。 

 一般的信頼もまた、社会の関係流動性の高低と関連する。他者、特に見知らぬ他者を信頼

し、相互にやり取りを行うことには、協力によって利益を得られる可能性がある一方で、相

手から裏切りを受け損害を被るリスクも存在する。相手からの裏切りを抑制する戦略の一

つは、決まった相手とのみやり取りを繰り返すことである。しかし、関係流動性が高い社会

においては、新しい対人関係を開始することによって既存の対人関係から得られるよりも

さらに大きな利益を得られる可能性が高い。このような社会においては、デフォルト戦略と

して他者全般に対する信頼を高く保っておくことによって、新たな対人関係を得られる機

会を逃さない心づもりをしておくことが、適応的と考えられる(山岸, 1998)。一方で、新たな

対人関係を得られる可能性が低い低関係流動性社会では、相対的に一般的信頼を高く保つ

ことに対するメリットが低いと考えられる。よって、関係流動性が高い社会では一般的信頼

は高く、関係流動性が低い社会では一般的信頼は低く保つことが適応的と考えられる。実際
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に、39 の国と地域にて行われた調査研究において、関係流動性が高い地域ほど一般的信頼

が高くなることが、先行研究によって示されている(Thomson et al., 2018)。 

 失敗のリスクを恐れずに積極的に成功を追求する心理傾向である促進焦点は、関係流動

性が高い社会では高い方が適応的であると考えられる(Li et al., 2015; Li & Masuda, 2016;日野, 

2017)。すなわち、関係流動性が高い社会では、新たな対人関係を得る機会が多いため、積

極的に成功を求め、自らを魅力的な存在に見せること、また成功のためによりよい対人関係

を求め続けることが、より対人関係における成功をもたらすために、適応的であると考えら

れる。実際に、関係流動性が高いほど促進焦点が高くなる関係があることが、日野(2017)に

よって示されている。予防焦点は、関係流動性が低い社会にて高い方が適応的であると考え

られている(Li et al., 2015; Li & Masuda, 2016; 日野, 2017)。関係流動性が低い社会では、新た

な対人関係を得る機会が少ないため、既存の対人関係を悪化させるという失敗を避けるよ

うに行動することが対人関係における成功につながるため、適応的であると考えられるか

らである。ただし、関係流動性が低いほど予防焦点が高くなることは、いくつかの調査で直

接的(日野, 2017)または間接的に(Li et al., 2015; Li & Masuda, 2016)示されているが、日野（2017）

では、関係流動性が低い社会ほど予防焦点が高くなることは示せたものの、そのことが対人

関係における成功を導くという仮説をデータから裏付けることに失敗している。 

 

第 2 章：本論文での検討議題―関係流動性の変化と人々の順応 

 

本章では、本研究での検討議題である、関係流動性の変化およびその心理・行動への影響

について述べる。まず、社会の関係流動性はどのような先行要因によって決まると考えられ

ているのかを説明し、社会の関係流動性が変化する可能性について議論する。次に、関係流

動性が人の一生のうちに変化した場合、その人の心理・行動にどのような影響がありうるか

を議論し、実証研究が不足していることを述べる。最後に、本研究において、どのような実

証研究を行うことで、問いに取り組むのかについて説明を行う。 
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関係流動性の先行要因 

 第 1 章では、社会の関係流動性、すなわち対人関係選択の自由度は社会によって異なり、

そのことが心理・行動の社会差を説明する要因であることを説明した。では、関係流動性が

社会によって異なるのはなぜだろうか。先行研究においては、関係流動性を決定する要因と

して、都市度、生業形態、環境の過酷さなどが挙げられている(Yuki & Schug, 2012,Thomson 

et al., 2018)。以下に、それぞれがどのような理由で関係流動性と関連すると考えられている

かについて説明する。 

 都市度は高いほど、関係流動性が高くなると考えられている(Yuki & Schug, 2012)10。都市

部では人口密度11が高いため、新たな他者との出会いの機会が多く(Yuki & Schug, 2012)、ま

た既存の排他的な社会関係が確立されていないため(高木・竹村, 2015; Yamagishi et al., 2012)、

新規関係を構築することが比較的容易である。逆に、伝統的な村落のような都市度の低い地

域では、人口が少なく、また社会関係も固定的であり、関係流動性は低くなる。 

 社会における生業形態もまた、関係流動性と関連すると考えられている。生業形態が何で

あるかによって、社会における対人関係の相互依存性が異なるからである  (Goldschmidt 

1971; Thomson et al., 2018)。農業を生業とする場合、定住性が高く、また作業において互い

に協力する必要性が高いため、社会は相互依存的なものとなり、関係流動性が低くなりやす

                                                        

10 ただし、先行研究において都市度と関係流動性の高低の関係を、関係流動性を直接的に測定

する尺度である関係流動性尺度 (Yuki et al., 2007) を用いて示したものは筆者が確認する限り

発表されていない。 

11 ただし、後述するように、Thomson et al., 2018 では人口密度の高さは環境の過酷さを示す

指標の一つとして捉えられている。そして、同研究において、39 の国と地域の関係流動性は、

歴史的、および現代における人口密度と負の相関がある、すなわち人口密度が高いほど関係流

動性が低いことがデータから示されており、都市度の影響に関する議論と矛盾している。 
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いと考えられる。特に、水稲を作物として育てる場合、他の作物に比べて相互依存性がより

高くなる (Talhelm et al., 2014)。一方、放牧を生業とする場合、物理的に移動することが多

いため、固定的で長期にわたるような対人関係が生じにくく、対人関係の移動機会が多い 

(Uskul et al., 2008)。Thomson らによる 39 の国と地域の比較では、歴史的に耕作地における

水田の割合が高い地域ほど関係流動性が低く、放牧地の割合が高い地域ほど関係流動性が

高いという結果が得られている。 

環境がより過酷なほど、集団における凝集性や協力性、強い規範性、孤立性が高まるため、

集団のサイズが小さくなったり外部との接触機会が減ったりして、関係流動性は低くなる

と考えられる (Thomson et al., 2018)。実際に Thomson ら (2018) によると、39 の国と地域に

おける比較にて、環境の過酷さを表す指標（気候の厳しさ、歴史的な病原体蔓延度、結核に

よる死亡数、西暦 1500 年における人口密度、現代における人口密度、歴史的貧困度）と関

係流動性はそれぞれ負の相関があり、またこれらの過酷さを表す指標をひとつに合成した

変数も関係流動性と負相関した。 

 

関係流動性が変化する可能性 

 では、現在観察される関係流動性の高低のパターンは、将来的も変わらないのだろうか、

それとも、この先変化するのだろうか。ここからは、まず、関係流動性の先行要因と考えら

れる諸条件が、現代社会における先進国では均質化されていることを述べる。次に、関係流

動性がもたらす結果としての、実際の対人関係の流動性や、価値観が変化しつつあるという

データの存在ついて述べる。そして、これらの変化の一方で、国や民族集団など、社会集団

間による差は、依然として見られることを、事例を挙げつつ説明する。最後に、この社会差

が維持される機構についての知見が不足していることを述べ、本研究ではその差を埋める

ために、個人の性質の可塑性について着目することを説明する。 

先述した通り、関係流動性は様々な先行要因によって決まると考えられる。しかし、現代

において、特に先進国においては、自然環境条件の影響は弱まり、生活環境は均質化してき
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ていると良いだろう。すなわち、農業においては機械化および品種改良によって効率化が進

み、かつてのように人手は必要なくなったため、農業従事者数は減少傾向にある (堀江, 

2008; Dimitri et al., 2005)。医療技術や衛生環境の進歩により、病原体の脅威はかつてほどで

はなくなった(Wood et al., 2017)。気候条件による影響は、技術によって抑えられるようにな

った（Ritch & Roser, 2014; 多田, 2018）。都市部は拡大し続け、また都市への人口の流入も続

いている(Bettencourt, 2021; Hamamura, 2011)。また、交通手段の発達や、インターネットの

普及により、新たな対人関係を結ぶ機会における物理的距離の制約は弱まった(Pooley, 2017; 

太田, 2020)。 

実際に、関係流動性と関連の深い対人関係移動頻度12や、関連する指標は変化している

(Hamamura, 2011; Santos et al., 2017)。Hamamura(2011)では、日本と米国において離婚率13は

                                                        

12 関係流動性の議論において、実際の対人関係の移動頻度は、関係流動性とは関連する別の概

念として区別される(Thomson et al., 2018; Kito, Yuki & Thomson, 2017)。関係流動性は、自分

の意思に応じて対人関係を移動できる程度を指す一方で、実際の対人関係の移動は、自らの意

思の反映であるとは必ずしもいえないからである。そのため、対人関係戦略に関連する心理・

行動傾向の差をより良く説明するのは、実際の対人関係移動頻度ではなく、対人関係移動の自

由度の認知である関係流動性だろうと考えられている。Thomson et al., (2018)では、職業流動

性や居住流動性(Oishi et al., 2007)、実際に一か月以内に新しく会った人数、離婚率などの実際

の対人関係の移動頻度が、国または地域ごとの関係流動性と相関することが示された。同時

に、実際の対人関係移動の頻度よりも、関係流動性尺度の方が、心理・行動傾向と強い関連が

あることもまた示された。 

13 歴史的な離婚率は、興味深いパターンを示す。離婚率は、歴史的なデータからも推計でき

るため、対人関係選択の自由度の指標として優れている。集団主義-個人主義や関係流動性の議

論の中では、日本は生業形態などの歴史的な要因から、結婚・離婚を含めた対人関係移動の自

由度が欧米に比べて低いと捉えられることが多く(Hamamura, 2011; Thomson et al., 2018)、ま
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1950 年から 2010 年の間にともに増加傾向にあるとともに、日本と米国の離婚率は接近して

きていることが示されている。また、1 世帯あたりの人数 (household-size) が高いほど、そ

の社会は対人関係の相互依存性が強いと考えられるが、この指標においても日本と米国は

ともに減少傾向を見せ、かつその値は接近していることが示された。また、Santos et al. (2017)

では、41 の国における、1 世帯当たりの人数・独居率・高齢者の独居率・離婚率を合成した

値が、1960 年から 2011 年までにかけて、全体的に増加傾向である、すなわち対人関係の相

互依存性が弱まる方向に変化していることを示した。さらに、この値が災害発生率や病原体

蔓延度と負の相関をしていることも併せて示された。 

一方で、関係流動性や、関連するふるまい方や価値観における社会差はなくなったわけで

はないことは、現代において行われた国際比較研究においても国ごとの差が観察されるこ

とから明らかである。例えば Shug et al. (2010) の日本と米国の比較では、どちらの群の調査

参加者も、ともに大きな大学の大学生であるにもかかわらず、関係流動性や自己開示の程度

に有意な国による差があった。 Hamamura (2011) や Santos et al. (2017)では、近代化が進ん

でも、対人関係における相互依存性に関する行動指標や価値観には、国間の差が残ることが

示されている。 

また、比較的社会条件が斉一であると考えられる同一国内においても、歴史的な社会差は

残り続ける事例が観察されている。例えば、カナダの大学に通うヨーロッパ系住民と比べる

と、同じ大学に通うアジア系住民の関係流動性は低く、また自尊心や自己開示といった関連

                                                        

た事実として、現代における日本の離婚率は欧米諸国のそれよりも低い(山田, 2018)。しか

し、一方で、Hamamura(2011)でも述べられるように、明治期には日本社会における離婚率は

欧米社会よりもむしろ高かった(Fuess, 2004)。高木(2014)によると、これは江戸時代の習慣の

名残であったようだ。歴史資料によると、江戸時代には離婚の様式に関しても、男女双方の自

由意思に基づくものが多かった様子がうかがえる一方で、明治民法の成立によって、特に女性

側からの離婚が難しくなったことが考察される(高木, 2014)。 
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するふるまいにも差があることが示されている (Zhang & Li, 2014)。Nisbet & Cohen (1996)に

おける、名誉と暴力に関するアメリカ国内での社会差の研究や、Talhelm et al. (2018)におけ

る、スターバックスコーヒーの店内でのふるまい方に関する中国国内での社会差の研究で

は、歴史的な生業形態の差による影響が、現代化してほとんどの人がその生業形態から離れ

た後においても、地域社会間の差としていまだに残り続ける可能性が示されている。 

さらには、先行する環境要因の変化から予測される変化とは逆の心理傾向の変化がみら

れることもある。たとえば、日本において、インターネット利用率は 1990 年代から 2010 年

代まで、一貫して上昇している(総務省, 2021)。このことに伴い、関係流動性はその間上昇し

ていそうであるし、そうであるならば関係流動性と正に関連する心理傾向である自尊心も

また(Thomson et al., 2018)、上昇していると予測される。しかし実際はその期間において、

日本において自尊心はむしろ年々低下していたことが明らかになっている (Ogihara et al., 

2016; Oshio et al., 2014)。 

加えて、少し異なる角度からの議論として、社会の関係流動性は、高くなるほど個人や社

会にとっての利得が高くなるかもしれない、ということを述べておく。いくつかの先行研究

においては、社会の関係流動性は高いほど、個人の自発的な協力関係が誘発され、社会全体

における協力の交換が活発になるだろう、といわれている（山岸 1998; Barclay & Willer 2007, 

Barclay, 2011; Thomson et al., 2018)。なぜなら、対人関係選択の自由度が高い流動的な社会で

は、個人は他者から対人関係パートナーとして選ばれるために、自らを他と比べて魅力的な

存在とすべく、積極的な利他性を見せることが、適応的行動となるからである。例えば、

Thomson et al. (2018)は、多国間調査において、関係流動性が高い社会ほど、社会的援助が生

じやすいという関係を示した。このことから、直観的には、自然物理条件の影響をほぼ受け

なくなった現代の日本のような先進国の関係流動性が、急激に上昇し、歴史的要因から関係

流動性がもともと高かったと言われている北米や西欧社会並みにならないことは、なおさ

ら不思議に思われる。 
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社会の低関係流動性が維持されるのはなぜか 

ではなぜ、先行要因と考えられる環境条件の変化にも関わらず、社会生態学的環境特性で

ある関係流動性や、心理・行動傾向の社会差は温存されているのだろうか？特に、日本のよ

うな現代の先進国においてですら、同じく先進国である米国に比べたときに、未だに関係流

動性が低いのはなぜだろうか。ここからは、社会における性質の変化・維持に関して、生態

学的ゲーム状況の中で人々が適応度を上昇させようとする上で生じる「そもそもなぜ(Why)」

の側面と、心理・行動の変化における可塑性の限界という実際に生じているメカニズム「ど

うやって(How)」の側面、ふたつの側面 (Varnum & Grossmann, 2017)に分けて議論する。 

 

生態学的ゲーム状況の影響 

生態学的ゲーム状況とは、社会において他の成員がどのような行動戦略に従っているか

によって、個人の行動戦略の有効性が変わる状況のことである (Maynard Smith., 1982; 嶋田 

他, 2005; 酒井 他, 2012)。このようなゲーム状況において、どのようなことが生じるかを調

べる数学的理論はゲーム理論と呼ばれ、特に進化・生態学では戦略の進化について考える進

化ゲーム理論が発展した(長谷川,1999; Apaloo et al., 2009, 2014)14。例えば、生物が寒冷地に

おいて生存確率を上げるために分厚い毛皮が進化するような場合は、「自然とのゲーム」で

                                                        

14 ゲーム理論は、もともと数学者によって開発され、経済学等の研究に応用されていたもの

が、生物学における進化の理論に移入された（長谷川, 1999）。「進化ゲーム理論」と区別し

て、前者の理論は「古典的ゲーム理論」と呼ばれることもある（長谷川, 1999）。進化ゲーム理

論では、プレイヤーではなく戦略に関して着目する、満足度や効用といった利得ではなく適応

度に関して着目するなどといった、経済学など社会科学で典型的に用いられるゲームとは異な

る特徴がある(長谷川,1999; Apaloo et al., 2014）。これらの特徴から、進化ゲームにて考える戦

略の均衡状態は、ナッシュ均衡的な要素があるものの、同じではなくなる(Apaloo et al., 

2014)。 
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あり、他個体がどのような戦略をとるかは生存率に関係がない。一方で、同種他個体との資

源をめぐる競争や協力などの行動は、他の個体がどのような戦略をとるかによって、自らが

どの戦略をとることが一番利益になるかが変わる。 

このようなゲーム状況においては、場合によっては集団内の戦略の存在割合15がある均衡

点に達すると、その割合が変わらなくなるという現象が生じる。そのような状態は進化的に

安定な状態と呼ばれる(Evolutionaly stable state; Maynard Smith, 1982, 1986; 嶋田 他, 2005; 酒

井 他, 2012, see Apaloo et al., 200916）。代表的な例が、Maynard Smith の挙げたタカハトゲー

ムである(Maynard Smith, 1979, 1982, 1986; 嶋田 他, 2005; 酒井 他, 2012）。タカ戦略と呼ば

れる闘争的な戦略と、ハト戦略といういう非闘争的な戦略は、闘争のコストが高いという条

件において、集団中にある頻度で均衡する。一度均衡点に達すると、どちらの戦略も集団中

にて割合を増やすことはできない; タカ戦略が増えすぎると、タカ戦略同士が出会う確率が

高くなり、闘争によるダメージを受ける確率が高くなるので、タカ戦略よりもハト戦略のほ

うが有利となり、ハト戦略が増える。ハト戦略が増えすぎると、闘争によってハト戦略から

資源を奪うことができる確率が高くなるので、タカ戦略が増える。結果として、どちらの戦

略も集団中において増えることができず、頻度が一定に保たれる17。 

社会における特性が変化しないことの要因のひとつとして、集団において支配的な価値

                                                        

15 この割合は、1 個体につき 1 種類の戦略がとられるときの個体の構成比と捉えることも、1

個体が複数の戦略を用いるときの集団における戦略頻度とみることもできる(嶋田 他,2005)。 

16 進化的ゲーム理論において、集団における戦略割合に関しては、進化的に安定な状態以

外にも、進化的に安定な戦略（Evolutionaly Stable Strategy, ESS; Maynard-Smith and 

Price, 1973; Maynard Smith, 1982)など、類似するが異なる概念が多数存在する。Apaloo 

et al., (2009)は、これらの概念とその関連性に関して整理をした。 

17 このように集団中の戦略頻度によって適応度に差が生じ淘汰が起こることは、頻度依存淘汰

（選択）と呼ばれる(Maynard Smith,1979; 嶋田 et al., 2005; 酒井 et al., 2012)。 
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観に関する信念と実際に支配的な価値観がずれている状態、すなわち多元的無知の問題が

挙げられることがあるが(Nisbett & Cohen, 1996)、これは進化的ゲーム状況における均衡状態

の議論と類似性がある(Cohen, 2001)18。例えば、暴力的に振舞うことが正しいという価値観

が支配的である社会においては、生業形態等外部環境の変化によって仮に暴力的にふるま

うことの利得が実際には少なくなったとしても、社会において共有される価値観のせいで、

                                                        

18 しかし、多元的無知によって社会における戦略割合が維持されるという状態は、ある固定さ

れた価値観と効用関数をもつ個体集団においては一種のナッシュ均衡であるかもしれないが、

これが進化的に安定であることを示した研究は見当たらない。この状態が進化的に安定である

かどうかには疑問が残る。Bjerring et al., (2014)では、多元的無知は、自らの価値観に従うよ

りも、社会で信じられている価値観に従うほうが、利得が高いと個人が認識し、かつ自らが観

察するほかの成員の行動は彼らの価値観を反映しているという信念をもつと仮定する場合にの

み、「理性的な」判断を行う個人の集団において、多元的無知が生じうることが論理から示され

ている。しかし、これは脚注 14 で論じたような、適応度に着目した進化ゲームを考えた時に

は成り立ちがたいのではないだろうか。すなわち、実際の人間に関して考えた時、利得の認識

や信念が、全ての個人において不変かつ普遍であるとは考えにくいく、利得の認識や信念が少

しでもずれた個体が偶然生じることは想像に容易い。もしこのようなずれた個体が集団中に現

れたとすると、この均衡はすぐに崩れるのではないだろうか。例えば、暴力的に振舞う必要が

実際にもはやなく、また実際の価値観においては暴力的に振舞わないほうがよいと信じられて

いる社会において、他の成員の価値観が変化していないと信じ、かつ暴力的に振舞い続ける戦

略が支配的であったとする(Nisbett & Cohen, 1996)。このような社会において、他の成員の価

値観が変化していると信じる、またはほかの成員の価値観など気にしないことによって、非闘

争的に振舞うハト的な行動をする者は、実際の利得を多く得る。また、成員の価値観は実は変

化しているので、実際には評価も下がらない。よってこのような新しい戦略は、進化的に侵入

可能なのではないだろうか？おそらく、社会において支配的な価値観についての個人の信念

は、社会全体の変化を遅くする効果があっても、抑止する効果はないだろう。 
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相変わらず個人は暴力的に振舞わないことで周囲からの評価が低くなると予測するので、

暴力的に振舞い続けることが考えられる(Nisbett & Cohen, 1996)。各社会における関係流動性

およびそれと関連する心理・行動傾向の分布も、従来の社会における戦略の割合から、変化

しにくいのかもしれない。 

ただし、このことを直接、十分に示す数理モデルは現在のところ見当たらない。関係流動

性は、先に述べた通り、社会環境変数として定義される。すなわち、気候等の外的要因の影

響を受けるものの、社会の中で人々がどう振舞っているかということ自体が、環境条件とし

て捉えられている。一方で、これまで関係流動性と心理・行動傾向の関連を示すゲーム理論

的研究はいくつか行われているが、対人関係の移動について可能/不可能という 2 条件を比

較したもの(Barclay & Raihani, 2016; Hayashi & Yamagishi, 1998; Pleasant & Barclay, 2018)、ま

たは対人関係移動が容易でない場合は対人関係に対する投資から得られる利得が減少する

という定数を、関係流動性として現象論的に呼称するもの(Barclay, 2011; Chiang, 2008; 

Komiya et al., 2018)のどちらかであり、関係流動性が人々のふるまいから動的に変化をする

ことを描写したものは見当らない。おそらくこれは、関係流動性をひとつの変数としてモデ

ルに導入することが困難であるためであろう。先に説明した通り、関係流動性は様々な要因

に左右されると考えられ、また単純な対人関係移動頻度ではない(Thomson et al., 2018)。関

係流動性が先行要因や社会の成員の行動選択によって変化する様相を表す数理的理論モデ

ルについては、今後の研究の発展が待たれる。 

 

心理・行動の可塑性における限界 

ここまで、生態学的ゲーム状況が関係流動性および関連する心理・行動傾向が変化しにく

い原因の一つとして考えられること、一方でそのことを直接示す数理的理論モデルは見当

たらないことを議論した。しかし、仮に進化ゲーム理論的に、関係流動性および関連する心

理・行動傾向は、関係流動性の先行要因が変化した場合は変化し、新たな平衡点に至るとい

う予測が得られたとしても、必ずしもそれが即座に生じるとは限らない(渥美, 2020)。なぜ
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なら、人間を含めた生物のふるまい方は、環境変化に応じて、即座に、いくらでも変化し順

応するわけではないからである。すなわち、行動およびそれを方向付ける心理の可塑性には

限界がある場合がある19。 

このことは、関係流動性とその関連心理といった社会集団における性質が変化しにくい

ことを引き起こす仕組みの一つかもしれない。例えば、生まれ育った社会が低関係流動性社

会である場合、仮に関係流動性やその先行要因に変化があっても、人々のふるまいは順応的

に変化できないことがありうる。その場合、社会において対人関係移動が生じにくなり、社

会全体の関係流動性が低く保たれる、という現象が生じうる。 

したがって、本研究では、この心理・行動の可塑性の限界について、社会の変化のしにく

さが実際にどうやって生じるかという側面に立って考えたときにあり得る仕組みの一つと

して着目する。ここからはまず、心理・行動の順応とその限界に関して、先行研究の知見を

紹介する。 

 

心理・行動を方向づける先天的な要因と後天的な要因 

心理・行動は先天的要因、後天的要因、どちらの影響も受けると考えられている。遺伝子

は、心理・行動傾向を方向づける先天的な要因である。遺伝子が性格傾向に影響を与えてい

る可能性については長らく議論されていたが、比較的新しい手法である GWAS(genome-wide 

association studies)によって、多遺伝子座における遺伝子構成が性格特性に影響を与えている

という確証度は近年高まっている(Sanchez-Roige et al., 2018)。関係流動性と関連する心理傾

                                                        

19 行動可塑性の限界は、従来の行動生態学的では、単純に生物の物理機構的な制約に過ぎず、

現実におけるノイズとして考えられてきた。しかし、近年では、可塑性に限界があり、個体

が、環境の変化に関わらず、一生のうちに一貫した個性に基づいてふるまうこと自体が、適応

的に機能する可能性について議論されている(Belsky & Pluess, 2013; Clark & Mangel, 2000; 

Dall et al., 2004; 渥美 2020)。 
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向である一般的信頼の高低にも、遺伝子が影響を与えている可能性について議論されてい

る(Oskarsson et al., 2012; Nishina et al., 2015; Zheng et al., 2020; but see Lange et al., 2014; Tabak 

et al., 2019; Tereshchenko et al., 2021)20。また、参加者による社会の関係流動性の評価値にも、

遺伝子との関連があることが、双子研究から報告されている（山形, 2022）。仮に、遺伝的な

基盤によって社会環境や関連する心理・行動傾向がほとんど決定されるのであれば、その形

質の社会的変化が生じるのに長い時間がかかることは頷ける。すなわち、遺伝子の集団にお

ける頻度の変化は、集団間における個体の移動を無視すると、死亡と出生というイベントを

通じてのみ生じるからである。 

一方で、人間の性質は遺伝だけで決まるわけではないという、後天的な可塑性がある。教

育などによる情報の伝達や経験からの学習は、心理・行動傾向を後天的に順応的な方向へと

                                                        

20 一般的信頼を含む心理・行動傾向に遺伝子が与える影響については論争が続いている。例え

ば、脳内物質であるオキシトシン分泌経路にかかわるとされる、1 遺伝子座における多型は、

一般的信頼などの向社会的な心理傾向と関連があると考えられている(Nishina et al., 2015; 

Zheng et al., 2020)。一方で、これを否定する研究結果も発表されている(Tabak et al., 2019; 

Tereshchenko et al., 2021)。同様な事例として、セロトニン分泌に関する１遺伝子座における

多型は、心理傾向と関連があるとされてきたが、大規模データの再解析の結果、その関連が否

定され、かつ関連があるデータのみが公開されてきたという出版バイアスが存在することが指

摘された(Border et al., 2019)。一方で、心理・行動などの形質には、ひとつの遺伝子座だけで

なく、多数の遺伝子座が共同して影響を与えていると考えられている(polygene 仮説)。双生児

研究では、心理・行動傾向に影響を与えうる遺伝子座を１つ特定することは困難であるが、多

数の遺伝子座の相違が、心理・行動傾向にそもそも影響を与えうるか知るためには有効であ

る。一般的信頼については、双生児研究によって遺伝的基盤があると報告がある(Oskarsson et 

al., 2012)一方で、同様に双生児研究を行った研究にて否定する見解が報告されている(Lange et 

al., 2014)。 
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変化させうる。例えば、画像を見たときに欧米人では中心の物体に注目する一方で、東アジ

ア人では背景にも注意を払うという認知スタイルの社会差があることが知られているが、

この差は 7－8 歳の子供には見られない (Lee et al., 2017)。しかし、その子供たちに対する大

人の声掛けは、社会差を反映したものであったため、大人における認知スタイルの社会差は

教育の差によって生じるものであると推察される (Lee et al., 2017)。親は、子供に伝達する

遺伝子を操作することはできないため、遺伝による適応進化には長い期間がかかるが、情報

は親が自ら選んで伝達できるため、共有される文化的情報の集団中での頻度の変化（文化進

化; Mesoudi, 2016）21はそれよりも迅速に生じうる。実際に、シンガポール人を対象とした

研究にて、親は自らの価値観よりも社会的に共有される価値観を優先して子供に身につけ

させようとすることが示されている (Tam & Lee, 2010)。このような、後天的に環境に対す

る順応性が獲得されることは、表現型可塑性 (Phenotypic Plasticity)22と呼ばれる (Kelly et al., 

2012)。 

 

心理・行動の可塑性には限界がある 

しかしながら、心理・行動などの表現型は環境に対して後天的に変化するものの、無限に

可塑性を示すわけではないこともまた知られている(Auld et al., 2010; Murren et al., 2015)。確

かに、直観的に考えても、例えば人の身長などは、そのほうが新しい環境により適応的だか

                                                        

21 集団内における情報の伝達および頻度の変化の仕方は、遺伝子の伝達や生物進化における類

似性があることから、文化進化と呼ばれる(Mesoudi, 2016)。 

22 表現型とは、その由来が先天的か後天的かを区別せず、生物に観察される性質を表す言葉で

ある。本研究では、主に心理・行動形質について扱うため詳記しないが、表現型可塑性は心

理・行動のような脳の順応性（本村, 2018）に由来する形質だけでなく、外部形態などの形質

にも表れる。例えば、ミジンコの一種である Daphnia lumholtzi は、遺伝的に同一であって

も、捕食者の在/不在によって、驚くほど外部形態が変わる(Agrawal, 2001)。 
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らといって、成長期の後に高くなったり低くなったりはしないだろう。あるいは、言語が全

く異なる国に移動したとしても、その言語の習得には膨大な知識の学習が必要となるため、

人は即座に新しい言語を話せるようにはならないだろう。一方で、直観的には、関係流動性

に対する適応的心理や行動、たとえば他者を信頼する度合いや自分に自信をもつ程度など

は、ちょっとした学習や気持ちの持ちようによって、即座にいくらでも社会環境に適した新

しいものに変えられそうにも思われる。しかし、こうした心理・行動においても、順応が遅

れる、あるいは可変域に限界があるという可能性もあるのだ。 

ここからは心理・ふるまいの可塑性の限界に関しての知見を紹介する。まず、可塑性の限

界を示す例として、年齢による可塑性の衰退について紹介する。次に、環境の変化一般にお

ける、人やその他生物の心理・行動の順応と順応の限界に関する先行研究を紹介する。最後

に、関係流動性の変化に関連する研究について紹介し、これらの研究から読み取れることと

その限界について議論する。 

心理・行動の環境に対する可塑性は、年齢が高くなるにしたがって徐々に、あるいは急激

に失われるかもしれない。例えば、認知的記憶能力は、成人以降、加齢によって徐々に低く

なると言われている(Gaillard et al., 2009)。また、人間の言語機能や表情知覚、感情的機能、

新しい文化への順応などといった心理・行動機能の獲得には、発達段階において、特に環境

から影響を受けやすい期間である感応期や、ある年齢以上に達すると機能を身につけるこ

とが不可能となる臨界期23が存在するという議論がある(Cheung et al., 2011; Michel & Tyler, 

2005; Singleton, 2005; Woodard & Pollak, 2020)。もしこれが正しいとすると、ある社会環境中

で適応的機能を身に付けた後で一定以上の年齢に達した人達は、新規環境における別の適

応的機能を身につけることは大変に難しい、または不可能なものとなるだろう。 

ただし、人間の心理・行動機能における感応期や臨界期は、その存在を主張する研究も多

                                                        

23 発達における感応期・臨界期の存在は、もとは鳥類の親の刷り込み学習において認められた

ものである(Michel & Tyler, 2005)。 



32 

 

くある一方で、研究手法に対する批判や、感応期・臨界期の存在自体を疑問視する研究も少

なくない(Michel & Tyler, 2005; Pascalis et al., 2020; Singleton, 2005; Woodard & Pollak, 2020)。

例えば、感応期または臨界期に関する多くの研究は幼児のみを対象としており、のちの発達

段階において本当に機能獲得が難しかったり不可能であったりするのかについてはほとん

ど分かっていないことが指摘されている。また、Chudek, Cheung & Heine (2015) らの研究チ

ームは、移民の新規文化に対する順応における感応期の存在を一度は主張したが(Cheung et 

al., 2011)、後の調査では、年齢が高くなるほど順応が難しくなるものの、14 歳前後にあると

された感応期の存在を確認できなかったことを認めている(Chudek et al., 2015)。本研究にお

いては、ある環境にて適応的機能を身につける際の認知・発達的プロセスについては深く立

ち入らない。しかし少なくとも現時点において、これらの研究を参照することによって、新

しい関係流動性環境において新しい適応的機能を身につけることはそもそも不可能である

と断言することはできないだろう。 

 

環境変化における順応の事例 

次に、実際に環境が変化したときに着目して、ふるまい方やそれを支える心がどのように

変化するかを調べた研究による知見を紹介する。動物においては、環境の変化がふるまいの

順応的変化を生じさせるかどうかについて調べるための、統制された実験が行われている

(Charmantier et al., 2008; Gross et al., 2010; Halfwerk et al., 2019; Sergio et al., 2021)。 

例えば、トゥンガラガエル(Physalaemus pustulosus)においては、都市部から捕獲した個体

と森から捕獲した個体とで、おかれた環境が変わった場合にそれぞれ行動に可塑性がみら

れるかが調べられている(Halfwerk et al., 2019)。この種のオスは、鳴く回数が高く、鳴き声

のパターンが複雑なほど性的魅力度が高いことが知られているが、頻繁に鳴くことは同時

に捕食者もひきつけてしまう。都会ではカエルに対する捕食圧が森よりも低いため、彼らは

より頻繁かつ複雑に鳴く。では、移植実験によって住む環境が変化した場合、ふるまい方は

変化するのだろうか。 
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実験調査の結果、カエルの行動には、順応的に変化する側面と、そうでない側面があるこ

とが分かった。鳴く回数に関しては、順応的な可塑性が確認された。森の中のゲージに実験

的に移植された場合は、都市出身のカエルも、森出身のカエルも、あまり頻繁に鳴かなかっ

た。逆に、都市部のゲージに移された場合は、都市出身のカエルも、森出身のカエルも、ど

ちらも頻繁に鳴いた。すなわち、都市部のカエルは森に移された場合は、もとから森にいた

個体と同程度に鳴かなくなり、森のカエルは都市部に移された場合はもとから都市部にい

たカエルと同程度頻繁に鳴くようになるという行動の可塑性を見せた。一方で、鳴き声にお

ける複雑性は、移植の方向によって非対称的な結果が生じ、可塑性には限界が存在すること

が示された。都会出身のカエルは、森に移植された場合は、森にもともと住んでいたカエル

と同程度の、あまり複雑でない鳴き方をした。一方で、森出身のカエルは、都会に移植され

たとき、都会にもともと住んでいた個体ほど、複雑で魅力的な鳴き方ができなかった。つま

り、ふるまい方（ここでは鳴き声）のどの側面を調べるかによって、順応性に違いがあるこ

とが示された。さらに、環境をどの方向で移動するかもまた、迅速な順応が起こるかどうか

に影響を与えることも示された。環境変化における個体の反応が、変化の方向によって非対

称であったこの事例は、環境変化による順応への影響は単純に予測することが難しいこと

を示唆している。 

 人間の場合は、動物と同じように統制された移植実験を行うわけにはいかない。しかし、

居住地を移動したときになにが起こるのかについては、移民や留学生を対象にした研究に

て検討されている。例えば、アメリカへの移民についての研究では、年齢が若く、言語能力

が高く、アメリカの文化により親しんだ経験がある場合は、新たな環境により順応できるこ

とが示されている(Chudek et al., 2015)。地域間の移動における社会環境の変化を「文化の変

化」という離散的なものでなく、連続的に表すことのできる社会環境変数の変化ととらえる

立場による研究もある。社会環境の性質の一つとして、社会における規範の厳しさを表す

tightness-looseness の国別スコア(Gelfand et al., 2011)を用いた留学生対象の研究では、元に住

んでいた国が規範に厳しいほど、新しい環境で順応しやすく、留学先の国が規範に緩いほど
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順応が容易であることが示された(Geeraert et al., 2019)。一方、規範の厳しい国に留学したと

き、規範の厳しい国出身の学生の方が、規範の緩い国出身の学生に比べてより順応しやすい

というような、交互作用の効果は見られなかった。 

これらの研究は、人間の新規環境への順応しやすさには、条件によって差が生じうること

を示している。特に、Geeraert et al. (2019)からは、これまで過ごした社会環境がどのような

ものであったかによって、新規環境に対する心の順応的な変化が生じにくくなるという可

能性が示唆される。 

 

関係流動性が異なる環境間の移動における順応の事例 

 ここまでは、環境の変化と心理・行動の順応についての研究例を紹介した。これらの研究

からは、環境の変化に対し、心理や行動は後天的に変化する順応性を示すものの、一方では

限りがあることが読み取れる。特にトゥンガラガエルの例からは、どの環境からどの環境へ

の変化に着目するか、あるいはどのふるまいに着目するかによって、ふるまいの順応的変化

の程度に差が生じる場合があることが分かる。ここから、本研究において扱う社会環境変数

である関係流動性および関連する心理・行動傾向の変化について知りたければ、関係流動性

について直接扱う方が良いことが推察される。関係流動性の異なる環境間を移動した場合

の個人の心理・行動の順応的変化について直接取り扱った研究は知る限り存在しないが、順

応的変化とその限界に関して示唆を与える研究はいくつか存在する。ここからは、それら関

係流動性の変化に先行研究について、手法の面から３つに区分して紹介する。第 1 の区分

は、関係流動性が異なる文化圏からの移民に関する研究(Zhang & Li, 2014)である。第 2 の区

分は、ひとつの大学の異なる学年において、その社会的文脈の違いから関係流動性が異なる

ことに関して調べた研究である(Sato & Yuki, 2014)。最後の区分は、社会的プライミングに

よって、実験的に関係流動性に対する知覚を操作した研究群である(Li et al., 2016; Yuki et al., 

2013; Zhang & Zhao, 2021; Li, 2022)。 

 第 1 に、関係流動性が異なる国間を移動した移民と、移動先の社会における先住の人々と
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の、関係流動性や関連する心理・行動傾向の違いについて調べた研究(Zhang & Li, 2014)を紹

介する。Zhang & Li (2014)は、カナダの大学に通う、自らをアジア系と定義する学生（東ア

ジア人は 63％で、それ以外のアジア人も含まれた。また、生まれがカナダ国外である学生

が 39.9％含まれた。）と、カナダで生まれ育った自らをヨーロッパ系と定義する学生に対し

て質問紙調査を行った。繰り返しになるが前提として、関係流動性は、典型的には北米で高

く、東アジアを含むアジアで低い傾向がある(Thomson et al., 2018)。もし仮に、カナダとい

う関係流動性の高い社会に現在住んでいるということのみが人々の心理・行動に影響する

のであれば、アジア人とカナダ人の間で関係流動性の認知、すなわち関係流動性尺度 (Yuki 

et al., 2007 への回答には差がないはずである。また、関係流動性と関連する適応的心理・行

動にも差がないはずである。そして、アジア系住民の生まれがどこであったかという経験も、

関係流動性の認知や心理・行動には影響しないはずである。 

しかし、Zhang & Li (2014) の質問紙調査においては、関係流動性が変化する可能性の議

論でも触れた通り、参加者はみな同じ国の同じ大学に通っていたにもかかわらず、アジア系

住民はヨーロッパ系住民と比べて関係流動性を低く評価した。そして、アジア系住民の関係

流動性を低く評価する傾向は、カナダで生まれた場合とカナダ国外で生まれた場合とで差

がなかった。アジア系住民のうち国外で生まれた者の中では、カナダでの居住経験が長いほ

ど関係流動性を高く評価する傾向があった。 

さらに、アジア系住民について、関係流動性スコアの四分位数に基づき、関係流動性を高

く評価したグループと低く評価した学生のみを集めた再調査24が行われ、アジア系住民は、

                                                        

24 このように、ある連続変量について、高い群と低い群のみを抜きだして調査・分析する手法

は “extreme groups approach” と呼ばれる。これは、相関分析では効果量が低いと見込まれる

場合に統計的有意差が観察されるだけの効果量を観察しようとする場合や(Preacher et al., 

2005; R. Zhang & Li, 2014)、再調査のコストを抑えるために行われることがある(Chen & 

Fouladi, 2022; Preacher et al., 2005)。しかし、この手法は変量の値が中程度のサンプルを抜く
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ヨーロッパ系住民を参照集団とした時と、アジア系住民を参照集団とした時とでは、ヨーロ

ッパ系住民の関係流動性の方が高いと答えることが分かった。アジア系住民における関係

流動性認知の高低は、カナダの文化やアジアの文化との接触機会の多寡や、差別された経験、

アジア系またはヨーロッパ系住民と接触する頻度や自らの友人の民族構成、人生満足度や

ポジティブ・ネガティブな気分になる頻度とは関連がなかった。一方で、食べ物や交通手段

等の社会文化的システムにどれだけ慣れているかや、関係流動性がどの程度であることが

望ましいと思っているかは、関係流動性尺度の得点と正の関連をした。Zhang &Li (2014) は、

これらのことから、関係流動性の参加者による認知は、実際の社会的状況よりも、社会的状

況に関する信念から大きく影響を受けるために、社会集団における性質の持続性 

(Hamamura, 2011) が保たれるのではないかと考察している。 

Zhang & Li (2014) はまた、関係流動性と関連する心理・行動傾向にもまた、出身文化圏に

よる差がみられることを示している。自尊心は、ヨーロッパ系住民の方がアジア系住民より

も高く、これは関係流動性評価の高低によって説明できた。また、アジア系住民の中では、

関係流動性が高い方と答えた者ほど、が親しい友人に対して自己開示をよくしていた。 

この研究は、関係流動性の実際の変化に対し、心の順応的変化が生じにくい可能性を示唆

している。すなわち、個人は、身の回りの関係流動性の上昇を経験しても、もとからその関

係流動性にて過ごしていた人々と比べて、適応的な心理を示すことができない可能性が読

み取れる。さらには、個人にとっては、関係流動性がもとの環境より高くなったと知覚し、

質問紙評価に反映することすら難しい可能性すら、この研究からは示唆される。 

 第 2 に、社会的文脈の変化による関係流動性の変化について、同じ大学の異なる学年の学

                                                        

ことで結果にバイアスを生じさせ得るものであり(Chen & Fouladi, 2022)、また近年ではこのよ

うな手法は p-hacking であるという批判もなされているため(Okada & Hoshino, 2017)、注意

が必要である。ちなみに、Chen & Fouladi (2022) は調査コストの節約という点からこの手法

を擁護し、バイアスを生じさせないための分析手法を提案している。 
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生を対象に調べた研究 (Sato & Yuki, 2014) について紹介をする。この研究は、国際比較研

究のような、言語や歴史的背景等の混交要因が統制しきれない恐れがある対象ではなく、着

目する要因（この場合は関係流動性）以外の条件が比較的均質である対象を選定することに

よって、着目する要因の効果をより純粋に検討できるようにする手法である、“Just minimal 

difference paradigm” (Sato & Yuki, 2014; Talhelm et al., 2018; Uskul et al., 2008) に基づいて行わ

れたものである。この研究では、同じ大学の 1 年生と 2 年生で比較した場合、2 年生の方で

は対人関係が固定化するために関係流動性が低くなるだろうと考え、異なる学年に所属す

る被験者間での比較を実施した。この研究では、実際に 1 年生集団の方が、２年生集団より

も関係流動性を高く評価することが示された。一方で、関係流動性に関連する心理・行動傾

向である自尊心には、集団間の差が見られなかった。 

 最後に、関係流動性について、社会的プライミングの手法により実験的に操作した研究に

ついて紹介をする。これまで、関係流動性が高い環境や低い環境について想像させる教示を

行うという関係流動性のプライミング実験がいくつかの研究において行われており、そこ

ではこの操作によって関係流動性の評価が変化することが示されている (Li et al., 2016; 

Yuki et al., 2013; Zhang & Zhao, 2021; Li, 2022)。また、この操作によって、関係流動性と関連

すると考えられる、対人関係におけるリスク選好性や (Li et al., 2016)、向社会行動 (Li, 2022)

といったふるまい方に変化が生じることも報告されている。ただし、Li (2022) では、Li et 

al. (2016) や Zhang & Zhao (2021) において用いられた手法では、関係流動性の操作に失敗

25をしており、改めて独自の手法を開発している。 

                                                        

25 近年、関係流動性の社会的プライミングだけではなく、社会的プライミング手法全般に関し

て、再現性が低いことが指摘されている(Mac Giolla et al., 2022; Sherman & Rivers, 2021; 

Rivers & Sherman, 2018)。これは、社会的プライミングの効果量が低いために生じているかも

しれないし、心理学研究における不適切な慣習によって、実際には支持されない仮説がいつま

でも棄却されないことによるかもしれないことが指摘されている。例えば Mac Giolla et al., 
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関係流動性の変化に関する既存の研究の限界 

 以上に挙げた先行研究から、外部環境が変化したときの、関係流動性の知覚の変化や、関

連する行動・心理の順応その限界に関して予測をするのは難しい。例えば、関係流動性の知

覚において、Sato & Yuki (2014) の異なる学年間における比較や、関係流動性のプライミン

グによる操作の成功 (Li et al., 2016; Yuki et al., 2013; X. Zhang & Zhao, 2021; Li, 2022) は、異

なる環境において関係流動性がすぐさま変化し、そのことが知覚される可能性を示唆する。

一方で、関係流動性の認知に遺伝的影響がある可能性を示した研究や（山形, 2022）、低関係

流動性社会から高関係流動性社会への移民を対象とした研究 (Zhang & Li, 2014) からは、環

境の変化があっても関係流動性の知覚には変化が生じにくいことが示唆される。また、Li et 

al. (2016) や Li (2022) のプライミングを用いた研究からは、ふるまい方がすぐに変化する

可能性が示唆される一方で、Sato & Yuki (2014)や Zhang & Li (2014)の実社会を対象とした

研究からは、関連するふるまい方に変化が生じにくいことが示唆される。 

 また、これらの先行研究には、手法的な問題点が大きく分けて３つ指摘できる。 第 1 の

問題は、国際比較における条件統制の難しさに関してである。第 2 は、プライミング手法に

よる研究に特化した問題であるが、実社会における環境変化について扱っていないという

問題である。最後の問題点は、これらすべての研究において関係流動性および関連する心

理・行動傾向の変化について直接的な観察が行われていないことである。これより以下に、

それぞれの問題点について詳細に述べる。 

まず、第 1 の問題、すなわち国際比較における条件統制の問題について述べる。先に、

Sato & Yuki (2014)の紹介時に述べた通り、国際比較研究においては、着目したい環境要因以

                                                        

2022 では、社会的プライミングの追試では、94％もの研究でオリジナルの研究よりも効果量が

低くなること、効果の再現を予測するのは研究チームにオリジナルの研究の著者が含まれてい

ることであることが示されている。 
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外に、言語や歴史的背景等の混交要因が影響を与える可能性がある。また、移民や留学生は

元の居住地社会における住民としての代表性が低い可能性もある。移民や留学生に関して

新しい環境への順応を調べること自体は、福祉の観点からは必要なことである。しかし、あ

る一つの環境要因（今回の場合は関係流動性）に着目し、その社会間における違いが、移動

をした人々にもたらす影響について調べるという目的においては、これら混交要因が統制

しきれない恐れがあることから、あまり適さないと言っていいだろう。 

第 2 の問題は、プライミング等による実験的操作は、実際の社会において生じていること

を反映していないかもしれないことである。これは、Sato & Yuki (2014)においても指摘され

ている。例えば、関係流動性の実験的操作は、実際の社会環境の変化ではなく、関係流動性

の知覚について明示的な教示を与えて変化を生じさせるものである。実際に社会環境が変

化したときに、同じ心やふるまい方の変化が生じるとは必ずしもいえない。 

第 3 の問題は、これら先行研究は社会環境の変化による、個人の関係流動性認知や関連す

るふるまいの変化について直接検討したものではないとということである。すなわち、個人

というサンプルの追跡データ(=パネルデータ: 樋口ら, 2006）による被験者内比較によって、

もとの環境にいた時の個人の状態と新しい環境における個人の状態を比較することが行わ

れていない。このような調査によって得られるデータからは、実際には生じていない変化が

あったように見えたり、実際には生じていた変化がなかったように見えたりすることがあ

る。 

例えば Sato & Yuki (2014)では、2 つの異なる学年という時系列的なデータを扱っている

が、2 つの学年集団は異なる人物によって構成された横断データであり、パネルデータでは

ない。この研究において関係流動性について 2 つの学年間の差が観察されたことは、関係流

動性の学年による変化ではなく、参加者サンプルの偏りによって生じた結果かもしれない

(樋口 et al., 2006, Angrist & Pischke, 2008); すなわち、たまたま 1 年生のグループには関係流

動性を高く評価する参加者が、2 年生のサンプルには関係流動性を低く評価する参加者が集

まってしまった可能性を否定できない。逆に、この調査がパネルデータでなかったことによ
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って、実際には生じていた変化が観察されなかった可能性もある(樋口 et al., 2006, Angrist & 

Pischke, 2008); たとえば、1 年生と 2 年生の自尊心の平均に差がなかったことは、学年が変

わることによって自尊心が低下しなかったことから生じたのではなく、サンプルの偏りに

よって当該の 1 年生集団には自尊心がもともと低く、2 年生にはもともとは高かった自尊心

が、関係流動性の低下に伴って低下した者がたまたま集まったことによって、生じているの

かもしれない。 

また、被験者間比較は、同一被験者内での条件比較に比べて、効果の検出力が低くなる

(Rivers & Sherman, 2018)。個人の追跡データを用いて被験者間比較を行っていた場合は、も

しかしたら自尊心の低下が観察されていたかもしれない。このように、何かの変化やその影

響について調べる場合、パネルデータを用いることが望ましく、そうでない場合、つまりサ

ンプルが入れ替わる調査デザインでは結果についての代替仮説を否定することができない

(樋口 et al., 2006, (Angrist & Pischke, 2008)。 

 

本研究における検討課題 

ここまで、関係流動性は先行要因とされる環境条件の変化にも関わらず、いまだに国や集

団による差がみられること、特に関係流動性が高くなっていてもおかしくないと思われる

日本や北米へのアジア系移民社会において、低い関係流動性が維持されていることについ

て述べた。このことは、心理・行動傾向における可塑性の限界によって生じている可能性が

あるものの、社会環境における先行要因の変化によって、個人の関係流動性の認知や関連す

る心理・行動傾向が変化する、もしくはしない様子を、直接的に示した研究はないことを議

論した。 

 社会集団の変化がどのような要因によって生じ、どのような要因によって阻害されるか

を明らかにすることは、学問的に興味深い問いである (Hamamura, 2011; Mesoudi, 2016; 

Varnum & Grossmann, 2017; Zhang & Li, 2014)。心理・行動傾向の可塑性とその限界について

明らかにすることは、この大きな問いの解明の一助となるだろう。つまり、関係流動性とい
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う環境の変化に対して、人々が環境認知そのもの、および適応戦略としての性質をどれだけ

可塑的に変化させるのか、またその変化の方向は順応的なものなのかを明らかにすること

は、この問いに対する至近的メカニズムの解明に繋がるステップであると考えられる。 

そこで、本研究においては、人々が一生の間に、自らの外側にある社会環境変化を経験し

た場合に、関係流動性および関連する心理・行動傾向が順応的に変化するのかどうか、およ

びその変化には限界があるのかどうかを知ることを具体的な検討課題とする。本研究の実

証研究は、個人の外側の社会環境条件が変化したときに、個人の性質が合わせて変化するの

か否かを検証するに留まる。性質を変化させにくい個人が集合することによって、集団とし

て実際に社会の性質の維持に繋がることまでを直接、実証的に調べるわけではない。しかし、

まず人々の心理・行動傾向が順応的に変化するものなのか、またその可塑性にそれまで過ご

していた環境がどんなものかによって限界が生じるのかどうかを明らかにしておくことは、

現在みられる社会差のパターン、特に日本社会のような低関係流動性社会が維持されるし

くみ全体を明らかにすることに繋がることが期待できる。また、環境変化に直面した人々が

どの程度可塑的に順応できるかという問いは、人々の精神衛生を保つという点においても

重要な問いである(Belsky & Pluess, 2013)。 

社会の関係流動性が変化したときに、個人の心が対応してそもそも変化するのかどうか、

その変化しやすさがすでに経験していた環境によって異なるのかどうかは、先に議論した

通り、ほとんど分かっていない。よって、本研究の実証研究に当たっては、検討課題をさら

に３つに分割し、一つずつ検討する。 

まず、第 1 の検討課題は、通常人々が経験するような社会の変化において、関係流動性の

変化を人々が知覚するのか明らかにすることである。個人が置かれた社会環境が変化し、関

係流動性、すなわち社会における対人関係移動の容易さが変化したとしても、その違いに

人々が気づかないかもしれない、という可能性である。このことは、関係流動性の認知自体

が全く変化しない非可塑的なものであるという場合や、通常人々が経験するような社会の

変化における関係流動性の違いが微小すぎる場合に生じうる。本研究ではまず、関係流動性
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の変化を経験すると理論的に予測される対象に対して、関係流動性の知覚が、社会の変化を

反映するのかどうか調べることで、この検討課題に取り組む。また、このことによって、社

会環境の変化を、関係流動性尺度（Yuki et al., 2007）によって調査可能であるかどうかを検

討する。 

第 2 の検討課題は、関係流動性に関連する心理的戦略には、もといた環境がどのようなも

のであったかによる可塑性の限界があるかどうかを明らかにすることである。本研究では

これを、社会環境が変化した後におけるふるまい方に、変化前の社会における関係流動性が

影響を与え続けるのかどうか調べることによって検討する。ある同一社会環境へ移動した

とき、もといた社会がどのようなものであったかによって個人の心理的戦略に差が生じる

のであれば、心理戦略には可塑性の限界があるということが示せるだろう。 

第 3 の検討課題は、関係流動性の変化が、ふるまい方の順応的な変化を生じさせるかどう

かについて主に検討する。関係流動性が変化した際に、関係流動性と対応する心理・行動傾

向が、新しい関係流動性における適応的な方向へ変化するならば、心理的戦略には関係流動

性の変化に対する適応的な可塑性があることが示せるだろう。 

本研究では、これらの検討課題に対して、研究１から３の実証的な研究を行う。研究 1 か

ら 3 の主な焦点は、これら検討課題にそれぞれ対応する。そして、実証研究の結果から、個

人の外部環境としての関係流動性が変化した場合の心の可塑性について、どのようなこと

がいえるか検証していく。最後に、関係流動性に対する個人の心の可塑性は、社会集団の性

質の変化や維持に対して再帰的に影響を及ぼすひとつの要因たり得るかに関して、本研究

の結果を援用しながら、改めて考察を行う。 
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第 2 部：実証研究 
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本研究においては、人々が一生の間に環境変化を経験した際の、関係流動性および関連す

る心理・行動傾向の変化について調べるため、大きく分けて３つの実証研究を行う。まず、

第 1 の検討課題である、社会環境の変化において、関係流動性の変化を人々が知覚するのか

どうかについては、研究１で主に検討する。第 2 の検討課題である、社会環境が変化した後

におけるふるまい方に、変化前の社会における関係流動性は影響を与え続けるのかどうか

については、研究２で主に検討する。第 3 の検討課題である、関係流動性の変化が、ふるま

い方の変化を生じさせるかどうかについては、研究３で主に検討する。 

本研究における実証研究においては、質問紙調査によってデータを得て、それを用いた分

析を行う。このとき、先に第 2 章にて指摘した先行研究における限界を乗り越えるため、3

つの方策を用いる。まず、本研究においては実験的操作ではなく、実社会における関係流動

性やふるまい方について調査する。2 つ目の方策として、“just minimal difference paradigm”

(Sato & Yuki, 2014; Talhelm et al., 2018; Uskul et al., 2008)に基づき、今回着目する関係流動性

以外の要因を極力統制する調査デザインを採用する。3 つ目の方策として、関係流動性や関

連するふるまい方の変化について直接調べるため、回顧法による疑似的なパネルデータ (研

究 1, 2)、または実際に追跡調査を行うことによって得たパネルデータを用いた分析を行う。

以下に、それぞれの研究について、より具体的な説明を行う。 

 研究１では、日本にある同一の大学（北海道大学）に通う学生を対象に、小学校、中学校、

高校、大学という４つの学校段階における関係流動性を評価させ、関係流動性が環境によっ

て変化すると認知されているかどうかについて検証した。このとき、大学以外の環境につい

ては、回顧法によって計測した。また、この大学は規模が大きく、都市部に位置し、講義や

趣味の団体などの選択肢が多いことから相対的に高関係流動性環境であることが予測され

たが、実際にそのように認知されているかどうかについて同時に検証した。 

 研究 2 においては、社会を移動した人々について、社会環境を移動する前の関係流動性

が、移動後における心理傾向に影響を及ぼすかどうかを調べた。具体的な方法としては、研

究１と同じ大学において、在学生が進学前に暮らしていた社会の関係流動性が進学後の順
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応に影響を及ぼしているかどうかについて調査を行った。このとき、参加者間の条件をより

統制するため、進学時に大学所在地の外から、転居を伴う移動を経験した者のみを調査対象

とした。研究１において、この大学は相対的に高関係流動性環境であることが示唆された一

方で、回顧法による関係流動性の評価において問題が見られたため、研究２では回顧法によ

る関係流動性の評価法について改善を行い、得られた関係流動性データの妥当性の検証お

よび、大学が相対的に高関係流動性であることの再確認を行った。その後、進学後の心理傾

向および進学後の対人関係における成功度が、進学前の関係流動性と関連しているかを分

析した。高関係流動性に対する適応的機能をもつとされている心理傾向としては、自尊心・

自己開示・一般的信頼の３つの指標を取り上げた。 

 研究３では、社会全体において関係流動性が変化したと考えられた、2020 年に始まる新

型コロナウイルスの流行後において、流行前における一般市民対象の日米（研究 3-1）また

は日本(研究 3-2)におけるオンライン調査について追跡調査を行い、2 時点における関係流

動性の変化によって、ふるまい方にも変化が生じるかどうかを検証した。この調査は、コロ

ナウイルスの流行という、突発的なイベントを利用して行った、自然実験的調査である。関

係流動性に関連するふるまいの指標として、研究 3-1 では一般的信頼、研究 3-2 では促進焦

点が用いられた。 
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第 3 章 研究１：個人は一生のうちに関係流動性の変化を経験するのか 

 

目的 

研究 1 の目的は、個人は一生のうちに関係流動性の変化を経験・知覚するのかどうかにつ

いて調べることである。関係流動性は、個人が所属する社会によって異なると考えられる社

会環境変数である（Yuki et al., 2007）。そのため、個人が所属する社会を移動した場合、仮に

それが同一国内や同一地域内における移動であっても、個人は異なる関係流動性を経験す

る可能性があると考えられる。 

実際に、北海道大学の 1 年生集団と 2 年生集団の関係流動性を比較した先行研究におい

ては、集団間に関係流動性の差が観察されている（Sato & Yuki, 2014）。また、ここで観察さ

れた関係流動性の集団間における大小関係は、理論的に予測される 2 つの集団の関係流動

性の違いと整合的なものであった。このことは、個人が関係流動性の変化を経験・知覚し、

それが質問紙尺度においても妥当な形で反映される可能性を示唆している。一方で、Zhang 

& Li (2014)らの移民を対象とした研究は、社会間の移動を経験しても、人々は自らの周囲の

関係流動性に関して変化がないと信じ込んでいるために、社会環境差が知覚されない可能

性を示唆している。 

Sato & Yuki (2014)および Zhang & Li (2014)の調査結果は、横断面の調査であるため、サン

プルのバイアスによって生じたものである可能性を否定しきれない（Angrist & Pischke, 2008; 

樋口 et al., 2006）。サンプルバイアス、特に個人の評価傾向の差を統制するには、同一個人

を追跡調査しパネルデータを収集することが有効であるが、パネルデータ収集を行うには

実際の時間の経過を待たねばならず、調査のコストが大きい。そのためか、これまで個人が

関係流動性の変化を経験するかどうかについて、直接的な調査が行われたことはなかった。

そこで本研究では、参加者に対し、調査時に所属している社会だけでなく、過去に所属した

社会についても回顧をしてもらうことによって疑似的な追跡データを得ることによって、

個人が関係流動性の変化を経験しうるかについて探索的に検討した。 
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具体的には、北海道大学札幌キャンパスに通う学生を対象に、自らが通った小学校、中学

校、高校、大学それぞれについて、関係流動性を一度に評価させ、個人が関係流動性の変化

を経験したといえるかどうか検討した。大学に進学するまでの間で異なる関係流動性を経

験したと感じたのであれば、個人はそれぞれ、異なる環境に対して異なる評価をするはずで

ある。 

また、それぞれの学校段階において、異なる環境を経験してきた個人の間であっても共通

する、関係流動性の一貫した変化のパターンがみられるかどうかを調べた。本研究では、今

回の調査の参加者において、大学の関係流動性は、４つの学校区分の中で最も高くなると予

測した。理由は以下のとおりである。調査の行われた北海道大学は 2018 年度、学部生だけ

でも 1 万人以上が在籍する総合大学であった（北海道大学, 2019）。特に札幌キャンパスは、

北海道随一の都市である札幌市の中心近くに位置しており、水産学部以外の 11 の学部の拠

点がある。学生は受ける講義を比較的自由に選べ、任意参加のサークル・部活なども似たよ

うな活動内容をもつ団体が複数存在する（例えば野球を行う団体は公認部とサークルだけ

で少なくとも 5 つあった; 北大部活サークル navi, 2022）などといった、所属する集団を選

択する自由が比較的多い。一方、日本において小中高ではカリキュラムがあらかじめ決めら

れていることが多く、また成員が固定されたクラスで授業を受けることが多い（金 et al., 

1996; 文部科学省, 2016 a,b）。以上の要因から、大学と比べると関係流動性が低いことが多

いと考えられた。 

 

方法 

参加者 

参加者は、北海道大学の主に文学部 2 年生向けに開講された講義の受講者であった。分析

に際し、3 カ月以上日本国外に住んだ経験のある者、年齢が 25 歳以上の者、関係流動性尺

度の回答に抜け漏れがある者を除外した。最終的な分析対象者は、19 歳から 23 歳まで (M= 

19.9, SD=0.96) の 108 名 (男性 47 名、女性 61 名)であった。 
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手続き 

講義中に、紙による匿名の質問紙調査を実施した。受講者は回答をするかどうかを自由に

選択することができ、回答に同意する者だけが質問紙を提出した。紙に記入された回答内容

は、エクセルに転記し、分析に用いた。転記に際し、ミスがないか第 3 者が確認した。 

それぞれの学校段階における関係流動性を測定するために、関係流動性尺度（Yuki et al., 

2007）を一部改変して用いた。学校段階については「小学生（7～12 歳）のころ」「中学生

（13～15 歳）のころ」「高校生（16～18 歳）のころ」「現在（大学）」として示された。日本

の学校制度は年齢主義であると言われ、特に高校までにおいては、年齢と教育段階が 1 対 1

対応していることが大半である(OECD, 2019)。しかし、大学入学までに一般的な学校段階

を経ていない回答者が存在する可能性があることから、日本における一般的な学校制度に

当てはまらない環境で過ごした場合は、年齢を参照して回答するよう求めた。尺度は 12 項

目で構成され (表 1-1)、参加者はそれぞれの項目がどの程度、それぞれの時期において、自

分の周辺環境に当てはまる、もしくはあてはまっていたかを６点尺度 (1: 全く当てはまら

ない~ 6: 非常にあてはまる)で回答した。 

なお、通常の関係流動性尺度に関しては、先行研究において、実際の社会環境をよく反映

するという妥当性が確認されていることをここで述べておく(Schug et al., 2010; Thomson et 

al., 2018)。すなわち、人々の関係流動性尺度に対する回答は、回答者自身の新規関係形成人

数 (Schug et al., 2010)や過去にいた恋人の数、また社会における流動的な結婚および恋愛を

支持する程度、職業の安定性を軽視する態度、居住地の切り替え頻度等の値(Thomson et al., 

2018)といった、併存的妥当性が確認されている。また、Thomson et al. (2018) は、社会集団

ごとに関係流動性の値が一定の範囲に集まるという収束妥当性も確認している。 

実際の回答用紙は付録 1 に示す。縦に関係流動性尺度、横に学校段階を並べた表として提

示したため、回答者は異なる時期に対する同じ質問項目に関して見比べながら回答するこ

とが可能だったことを付記する。尺度の内的整合性を表す信頼性係数は、小学校 α=.88, 中
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学校 α=.80、高校 α=.73, 大学 α=.89 であった(表 1-2)。 

表 1-1. 関係流動性尺度 12 項目（Yuki et al., 2007 を改変 a） 

1  
彼ら（当時あなたの周囲にいた人々／現在あなたの周囲にいる人々）には、人々と新しく知り合いにな

る機会がたくさんあった（たくさんある）。    

2  彼らは、初対面の人と会話を交わすことがよくあった（よくある）。   

3  彼らは、ふだんどんな人たちと付き合うかを、自分の好みで選ぶことができた（できる）。   

4Rb 彼らには、新しい友人を見つける機会があまりなかった（あまりない）。   

5R 彼らにとって見知らぬ人と会話することはそうあることではない（なかった）。   

6  
もし現在所属している集団が気に入らなければ、彼らは新しい集団に移っていっただろう（いくだろ

う）。  

7R 彼らにとって、付き合う相手を自由に選べないことはよくあった（よくある）。   

8  彼らが新しい人たちと出会うのは簡単なことだった（ことだ）。  

9R 
たとえ所属する集団に満足していなかったとしても、彼らはたいていそこに居続けることになった（な

る）。  

10  彼らは、どの集団や組織に所属するかを自分の好みで選ぶことができた（できる）。   

11

R 

たとえ現在の対人関係に満足していなくても、彼らはそこに留まり続けるしかないことがよくあった

（ある）。   

12

R 

たとえ現在所属する集団から離れたいと思っても、彼らはそこに留まらざるを得ないことがよくあっ

た（ある）。  

a 本研究では、回答者にとって小中高の環境は過去のものであるため、項目の語尾を過去形にした。大学は回答当時の環

境であるため、元の尺度と同じ現在形もかっこの中に併記した。b R は逆転項目であることを示す。 

 

表 1-2. 関係流動性尺度の値 

データの出典 回答者 Mean(SD)a 信頼性係数α 

本研究 日本の大学生(N=108)  

 小学校 b 3.15(0.86) .88 

 中学校 b 3.05(0.60) .80 

 高校 b 3.57(0.51) .73 

 大学 4.55(0.78) .89 

Yuki et al., 2013 日本の大学生(N= 93)  3.78(0.50) .94 

 米国の大学生(N=87) 4.41(0.85) .93 

Sato & Yuki, 2014 日本の大学生   

 1 年生 (N=344) c 4.03(0.58) 
.81 

 2 年生 (N=193) c 3.88(0.56) 

 
a すべての調査において、6 点尺度であった。b 過去の環境について思い出しながら回答した値である。c 個人の追跡は行

われておらず、「1 年生」と「2 年生」は異なる回答者から構成されるグループである 
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結果と考察 

 

参加者は関係流動性が変化したと感じていたか  

異なる社会状況間で関係流動性が異なることを参加者が認識していたかどうかを検討す

るため、参加者らの評価した関係流動性スコアの分布および変化量を調べた。図 1-1 に、各

参加者による学校段階ごとの関係流動性評価を図示した。多くの参加者は、学校段階ごとに、

異なる関係流動性の評価を与える傾向が見て取れ、また全体として学校段階ごとに一貫し

た変化の傾向があるようにみえる。各学校段階の関係流動性尺度の信頼性係数は一番低い

高校でも α=.73 であったこと、参加者は、それぞれの学校段階における環境の関係流動性を

評価するにあたって、他の学校段階に対する自らの回答と見比べながら答えられる状況に

あったことから、個人の評価する関係流動性の得点が学校ごとに異なることは、回答のラン

ダムなゆらぎでなく参加者の認知を実際に反映したものと推察される。 

 

図 1-1. 個人における関係流動性の遷移 

関係流動性尺度の値について、ひとりひとりの回答を折れ線グラフで、回答者全体における値の分布を箱

ひげ図で、それぞれの学校段階について表した。折れ線の色および破線パターンは、それぞれの折れ線を

区別しやすくするために変えてある。 
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関係流動性の変化の評価について、どれほどの個人差があるのかを知るため、それぞれの

個人の評価した関係流動性の得点について、最大値と最小値の差分がどのように分布する

かを調べた。関係流動性尺度の値は１から６の間を取るため、差分の実現値域は[0, 5]であ

る。得られたデータにおける差分の値は最小で 0.25, 最大で 4.50, 中央値 1.67 の、右の裾が

重い分布を示した（図 1-2）。個人内で経験した社会の差、また個人間による経験した社会環

境の差、そしてその評価の仕方に大きな差があることがうかがえる。 

 

 

図 1-2. 各個人が経験した関係流動性の変動の分散 

個人内で、4 つの学校段階における関係流動性尺度の最大値から最小値を引いた値の分布をヒストグラム

で示す。関係流動性尺度は１から６の値をとるので、最大値から最小値を引いたときの差分の実現域は[0, 

5]である。 

 

ここで個人内および個人間において、経験した環境に大きな差があると考えたのは、先行

研究における慣例によるものである。関係流動性尺度の値について、社会間に差がみられた

とした先行研究においても、数値の上では集団間の差は本研究で見られた中央値ほど大き

な値をとることはあまりない。例えば、関係流動性が低いと言われる日本と、関係流動性が
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高いと言われる米国の関係流動性の値の比較では、その平均値の差は 0.63 点であった(Yuki 

et al., 2013)。研究によっては、0.15 点の平均値の差について、環境が異なるものとして扱っ

ている(Sato & Yuki, 2014)。ここから考えると、個人内の差の中央値が 1 を超える本研究の

回答は、かなり異なる環境に対して行われたものだと推測できる。また、個人間においても、

経験したことのある関係流動性の変動のばらつきが大きい。ここから、個人は小学校から大

学までの間に、比較的大きな関係流動性の変化を感じたことと、その変化の幅も個人の経験

によって広いことが示唆される。ただし、本研究で得られた測定値のばらつきには、経験し

た環境だけでなく、評価の仕方にも個人差があると疑われる。根拠については、次段で議論

する。 

 

学校段階ごとの関係流動性 

 学校段階ごとに、参加者間で一貫する傾向があるといえるかどうかについて、学校ごとの

関係流動性の平均分散を用いながら調べた。まず、本研究において測定された関係流動性の

値には回答バイアスが生じていた可能性があることを、先行研究において報告された関係

流動性の値と比較しながら議論する。次に、本研究にて得られたデータにおいて、学校段階

ごとの関係流動性について、参加者間に共通する傾向があるかどうか、また調査対象である

大学の関係流動性は相対的に高いといえるかどうか、回答バイアスの存在に注意しながら

検証する。 

大学の関係流動性の値と、本調査において生じたと想定される回答のバイアス. 表 1-2 に

は、本研究で得られたそれぞれの学校段階ごとの関係流動性の値のほかに、参考として先行

研究（Yuki et al., 2013, Sato & Yuki, 2014）によって得られた日本およびアメリカの大学生の

関係流動性の値を示した。参考とした先行研究における日本のデータは、本研究と同じ北海

道大学にて収集されている（Yuki et al., 2013; Sato & Yuki, 2014）。また、これらの研究で計測

された関係流動性は本研究と同様の 6 点尺度であった（Yuki et al., 2013; Sato & Yuki, 2014）。

本研究で得られた大学時の関係流動性の値は、M = 4.55, SD = 0.78 であったが、これは先行
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研究によって得られた同一の大学の関係流動性（Yuki et al., 2013: M = 3.78, SD = 0.50; Sato & 

Yuki, 2014: M 一年生 = 4.03, SD1 年生 = 0.58, M2 年生 = 3.88, SD2 年生 = 0.56, 表 1-2）を上回る。さ

らに、これは先行研究において日本の大学よりも関係流動性が高いとされた米国の大学に

おける値 (M = 4.41, SD = 0.85) をも上回る大きな値であった（Yuki, Sato, Takemura & Oishi, 

2013, 表 1-2）。このことは、本研究で得られた関係流動性尺度の実測値について、通常の関

係流動性の値と同列にして比較できない可能性を示している。 

本研究における大学における関係流動性の値がこのように高くなったことには、尺度の

教示文および、複数の環境について同時に回答したことが影響していると考えられる。まず、

尺度の教示文についてであるが、従来の関係流動性尺度(Yuki et al., 2007)では「身近な社会

（学校、職場、住んでいる町、近隣など）」について答えるよう指示していたのに対して、

今回は「現在通っている大学であなたの周囲にいる人たち」について考えるよう指示をして

いた。比較的自由度の高い環境である大学について特に注意を向けさせたことが、先行研究

よりも関係流動性の値が高くなった要因の一つかもしれない。また、今回の調査では、参加

者は大学の関係流動性を過去の環境について思い出し、対比させながら回答できた。特に、

質問紙では、小学生のころから大学生になってからの関係流動性を左から右へ順に横に並

べ、一覧できる形で尋ねていた。本研究において用いられたのは紙の質問紙であったため回

答の順は特に制限されなかったが、仮に左から順に答えた場合は、大学よりも相対的に関係

流動性が低い環境について先に回答することとなる。先に回答した環境と対比させるため

に値の高い選択肢を選んだ結果として、大学の関係流動性の平均値が高くなりやすかった

のかもしれない。 

いずれにせよ、今回の調査における関係流動性の値は、個人内における相対的な大小関係

を表しているとは考えられるが、他の調査における値や、個人間の値を比べることにはあま

り適さない可能性が高く、結果の解釈には注意を要する。 

学校段階ごとの関係流動性の高低について、全体として一貫する傾向があるか. 学校段階

ごとの関係流動性の違いについて、個人の評価傾向を統制してもなお、参加者間で一貫する
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傾向がみられるかどうか、特に、大学における関係流動性はほかの学校段階と比べ相対的に

高いといえるかどうかを調べた。まず、データに対し各学校段階における関係流動性を目的

変数とする線形混合モデルを適合した。つぎに、この適合結果から各学校段階における関係

流動性の推定周辺平均を算出し、学校段階間で平均値の差があると言えるかどうか、多重比

較検定にて検証した。線形混合モデルの適合には R の lme4 パッケージ、推定周辺平均の算

出と多重比較には emmeans パッケージを用いた。 

データに対する線形混合モデルのあてはめにおいては、データの分散についての解釈が

異なる２つのモデルを同時に検討した。モデル 1-1 では、関係流動性を目的変数、学校段階

を表すダミー変数を説明変数、個人を表すダミー変数をランダム切片とした。一般に、同一

の対象についてある項目を反復測定すると、対象内で測定値が似通う可能性が高いが、その

傾向はこのランダム切片によって統制された。モデル 1-2 は、先に述べたように、個人によ

って、環境ごとの関係流動性の差に対する値の付け方が異なっていた可能性があったため、

これを統制する目的で検討した。まず、個人における、異なる環境の関係流動性に対する評

価のばらつきやすさを、各個人における関係流動性の 4 回の測定値の標本分散によって表

すこととした。モデル 1-2 では、この個人の評価のばらつきやすさを、学校段階を表すダミ

ー変数の交互作用項としてモデル 1-1 に付け加え、統制変数として扱った。個人間の評価傾

向や環境差を超えた、全体に共通する学校段階ごとの関係流動性の高低の傾向があるので

あれば、学校段階を表す変数のうち、どれかの固定効果は有意なものとなるはずである。 

これらのモデルでは、データの値に関するとらえ方が若干異なるため、解釈には注意を要

する。モデル 1-2 では、個人における４つの関係流動性の測定値は、現実の環境をそのまま

反映しているというより、個人によって主観的に揺らぐものとしてとらえている。しかし、

今回得られた関係流動性尺度の測定値について、個人間での違いが、実際にその個人がおか

れた環境の差を反映しているのか、それとも個人の環境評価の仕方の違いを反映している

ものなのかを、データから判別することはできない。モデルの適合度および線形混合モデル

のモデル評価指標である cAIC(Vaida & Blanchard, 2005)の値は結果として示すが、本稿で
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はこれら２つのモデルは同列に議論する。モデル 1-1 とモデル 1-2 の適合結果を表 1-3 に示

す。 

全体的に共通する傾向が存在するといえるか. まず、全体的に共通する傾向があるといえ

るかどうか知るため、２つのモデルにおいて推定された各学校の固定効果について述べる。

2 つのモデルでは、各学校段階が関係流動性に与える効果の推定値が若干異なった。例えば、

高校を表すダミー変数の偏回帰係数の推定値は、モデル 1-1 では 0.42 と正なのに対し、モ

デル 1-2 では-0.06 と負の値であった。どちらのモデルにおいても、学校段階を表す変数に

おいて有意なものが存在した。例えば、大学の固定効果は両方のモデルにおいて有意である

と推定された (モデル 1-1: B 大学＝4.10, p < .0001, モデル 1-2: B 大学=0.46, p < .0001)。この

ことから、学校段階について、全体で共通する関係流動性の高低の傾向が存在することが推

察された。 

表 1-3. 関係流動性を目的変数とした線形混合モデルの適合結果 

 Model 1-1 Model 1-2 

Predictors b 
CI 

(95%) 
p b 

CI 

(95%) 
p 

(Intercept) 3.15 3.02 – 3.29 <0.001 3.59 3.43 – 3.75 <0.001 

学校 (0: 小学校)       

中学校 -0.11 -0.29 – 0.07 0.241 -0.16 -0.35 – 0.04 0.118 

高校 0.42 0.24 – 0.60 <0.001 -0.06 -0.25 – 0.14 0.578 

大学 1.40 1.22 – 1.58 <0.001 0.46 0.26 – 0.66 <0.001 

VIDb    -0.47 -0.59 – -0.35 <0.001 

中学校* VID    0.05 -0.10 – 0.20 0.492 

高校 * VID    0.52 0.36 – 0.67 <0.001 

大学 * VID    1.02 0.87 – 1.17 <0.001 

Random Effects       

σ2 0.46   0.27   

τ00 0.03 ID   0.08 ID   

ICC 0.07   0.22   

N 108 ID   108 ID   

Observations 432   432   

Marginal R2 

Conditional R2 

0.418 

0.459 
  0.590 

0.682 
  

cAIC 969.6   863.2   

a 基準カテゴリーは小学校である。b 個人における、異なる環境の関係流動性に対する評価のばらつきやす

さを表す変数である。ここでは、個人ごとの、4 つの環境における関係流動性得点の標本分散を、変数の値

として用いている。 

 

大学の関係流動性は高いか. 次に、調査対象である大学の関係流動性は学生にとって相対
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的に高いという予測について、モデル 1-1、2 の推定結果を用いて検証した。この２つの適

合モデルを用いて、学校段階ごとの関係流動性の推定周辺平均値を算出し、学校段階ごとの

関係流動性の多重比較を行ったところ、2 つのモデルにおける推定結果は同じパターンを示

した（表 1-4）。小学校-中学校の間の平均の差はどちらのモデルにおいても否定されたもの

の(モデル 1: 小学校-中学校の差 0.11, p = 1.0, モデル 2: 小学校-中学校の差 0.11, p = .76)、

その他の学校段階間の平均値には差があることが示された 。特に大学の関係流動性の平均

値は、他の学校段階の関係流動性の平均値から引いた時の値が常に負であり、予測通り大学

の関係流動性はほかの学校段階と比べて高い傾向があることが示された。 

 

表 1-4. 推定周辺平均を用いた関係流動性の学校段階間比較 

 Model 1-1 Model 1-2a 

contrast Estimate SE t.ratio pb Estimate SE t.ratio pb 

小学校-中学校 0.11 0.09 1.17 1.00 0.11 0.07 1.53 .76 

小学校-高校 -0.42 0.09 -4.56 <.0001 -0.42 0.07 -5.94 <.0001 

小学校-大学 -1.40 0.09 -15.18 <.0001 -1.40 0.07 -19.79 <.0001 

中学校-高校 -0.53 0.09 -5.73 <.0001 -0.53 0.07 -7.47 <.0001 

中学校-大学 -1.50 0.09 -16.36 <.0001 -1.50 0.07 -21.32 <.0001 

高校-大学 -0.98 0.09 -10.62 <.0001 -0.98 0.07 -13.85 <.0001 

df 327.03    330.11    

a 個人における評価のばらつきを表す変数 vID, の平均値 (0.92)によって条件付けしたときの推定値。 bBonferroni 法によ

る補正値 

 

 

本研究の結果まとめ 

個人が同一国内において社会環境を移った際、関係流動性が変化し、それを知覚するとい

えるかどうかを調べるため、同一の大学（北海道大学）に通う学生 108 名に、小中高大それ

ぞれの学校段階において自らが経験した関係流動性について評価してもらった（ただし、小

中高校については回顧、大学については現状の認識による）。その結果、個人はそれぞれ大

学に至るまでに異なる関係流動性環境を経験し、そのことを質問紙上で評価できることが

分かった。また、参加者が調査当時過ごしていた大学環境は、ほかの環境と比べて関係流動
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性が高いと認識されていることが分かった。 

ここから、環境変化があっても個人の関係流動性に対する認知は、心の可塑性の欠如によ

って全く変わらないものであるという可能性は、少なくとも否定された。また、理論に沿っ

た予測の通り、小中高大の学校段階の中で大学の関係流動性が一番高くなる傾向がみられ

たことから、関係流動性尺度を用いて、ある程度妥当な社会環境間の比較が行えそうである

ことが確認できた。 

 

問題と将来の検討課題 

本研究の問題として、本調査で得られた関係流動性尺度の値は、個人間の値の比較ができ

るものかどうかが疑わしいものであったことが挙げられる。個人内での値の大小関係は、回

答の状況から妥当なものであったことが推察できる。一方で、個人間での値の大小関係は、

客観的に比較可能なものであるかが疑わしい。このことは、本研究において計測された関係

流動性尺度の値は、先行研究において測定された同一大学の学生の回答した値を明らかに

上回ったことから示唆された。この先行研究との差は、関係流動性についての質問を、先行

研究と異なり大学に限定したことによって、回答が参加者の回答当時の環境をよりよく反

映し、妥当性が向上したというポジティブな現象なのかもしれない。一方で、関係流動性の

より低い環境について先に回答しやすい質問の配置によって生じた、回答バイアスがなも

の深刻であった可能性も否定しきれない。今後の研究にて、調査当時の関係流動性と過去の

関係流動性を一度の調査で計測する場合には、調査当時の関係流動性の値が先行研究によ

って得られた値と同程度になるように、次の 2 点について工夫をすることが必要と考えら

れる。 

1 点目は、調査当時の関係流動性尺度を、過去の関係流動性尺度よりも先に提示すること

である。こうすることによって参加者は、調査時の関係流動性尺度への回答の際に、過去の

環境の関係流動性やそれについての回答と比較をしなくなる。すると、先行研究で行われて

きた関係流動性と同様の条件で、調査当時の関係流動性を計測することができ、先行研究に
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おける測定値と整合性のある値を得られやすくなるだろう。 

2 点目は、質問の対象を、あきらかに関係流動性が異なると考えられる環境に絞ることで

ある。本研究では、個人間の関係流動性の値の違いについて、それが個人の実際に過ごした

環境の違いによるものなのか、それとも回答傾向の違いによるものなのか、判別ができなか

った。今後は、客観的にある程度関係流動性の高低が予測できるような特徴（例えば、都市

と田舎、大学と高校など）をもつ環境にいた人々を対象に調査を行えば、個人間の回答値の

違いが、実際の環境の差によるものと考えてもよいかどうかを検証できるだろう。また、回

答者間で、調査対象の環境が共有されているようなデザインにすれば、環境の実際の違いに

起因する関係流動性尺度の分散を小さくできるはずであり、より望ましいだろう。 
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第４章 研究２：過去の環境は、新しい環境での振る舞いと成功度に影響を与え

るか 

 

目的 

研究 2 の目的は、過去の社会の性質は、人々が新しい環境に移動した後にも、心やふる

まいに影響を与えるかどうかを検討することである。関係流動性が異なる社会では、対人

関係における成功のための適応戦略として、異なった心理・行動傾向を持つと考えられて

おり、また実際に関係流動性と心理・行動傾向はデータにおいても関連することが確認さ

れてきた（Thomson et al., 2018, Yuki & Schug, 2020）。一方で、一生涯の中で関係流動性が

変化したとき、過去に過ごした環境の関係流動性が人々の心やふるまい方に影響を及ぼす

か否か、さらにそのことが対人関係における成功に影響を及ぼすか否かについて、直接は

検討されてこなかった。すなわち、これまでの研究では、１つの調査時点における、関係

流動性と、これに対する適応的戦略と考えられる心理・行動傾向との関連が検討されてき

た。また、環境に応じた適応的行動の結果、良好な対人関係を得て、幸福感が得られるか

どうかについても検証されてきた。一方で、しばらく過ごした社会における関係流動性

が、人々のその後の心理・行動傾向を方向づけたのちに、関係流動性が新たな水準に変化

した場合、そこでの心理・行動傾向に元の関係流動性の影響が残るかどうかについて、調

べられたことがなかった。 

もし、社会環境に対して適応的機能をもつ心理・行動傾向が、環境変化に対して即座に

順応しない、すなわち可塑性の限界があるのであれば、新たな環境においても、過去の環

境がどのようなものであったかの影響が残るだろう。本研究では、このことについて、比

較的直近に関係流動性の異なる社会環境の間を移動した人々を対象に調査を行うことで、

移動前の関係流動性が、移動後の心理戦略に影響を与えるかどうかを調べる。 
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理論仮説と予測  

研究 2 では、移動前の社会環境の関係流動性が、移動後の心理に影響を与えるかどうか

について、特に高関係流動性社会への移動に着目して検証する。もし、移動前の社会環境

が移動後の心理にも影響を与えるとすれば、移動前の環境が低関係流動性であったほど、

移動後の高関係流動性環境において適応的機能をもつと言われる心理傾向、すなわち心理

戦略を身につけていないだろう。また、心理戦略を身につけられない結果として、対人関

係における成功度が低くなるだろう。 

 

方法 

調査方法の概要 

研究１では、人々はたとえ同一国内における進学という社会間移動であっても、異なる

学校という単位の社会に所属することで関係流動性の変化を経験することが示された。ま

た、特に北海道大学は、学生にとって比較的関係流動性の高い環境であることが確かめら

れた。研究２では、このことを利用して、札幌市外から札幌市への転居を伴う状況で北海

道大学に進学をした大学 1 年生に対して質問紙調査を行い、進学前に過ごしていた環境の

関係流動性が、進学後の高関係流動性環境における心理戦略、および対人関係ドメインに

おける成功度に影響を及ぼすと言えるかどうかを検討した。 

 

調査デザイン. この研究では、調査デザインの段階において、可能な限り着目する要因（=

過去の関係流動性）以外の混交要因を排除するアプローチ、すなわち“just minimal difference 

paradigm”(Sato & Yuki, 2014; Talhelm et al., 2018; Uskul et al., 2008) を採用した。本調査では、

ひとつの同じ大学に通う同じ学年の学生を対象とすることで、移動後の環境を参加者間で

共有された同一のものとしてみなし、参加者間における移動前の環境の違いに焦点を当て

て分析できるようにした。また、同一国内における移動を扱うことによって、言語や生活習

慣の違いによる影響を、国外への移動を扱う場合よりも小さくした。移民の順応に関する先
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行研究において、移動後の環境への順応しやすさは、年齢、移動してからの経過年数、移動

の動機に影響を受けることが指摘されているが(Chudek, et al., 2015)、今回の調査対象は大学

進学に伴って同時期に移動した者に限定されたため、これらの個人差も小さくなった。また、

今回の調査は大学進学において札幌市外からの転居を経験していない学生は、募集対象と

しなかった。理由は以下の２つである；1 つ目の理由は、大学の近隣にもともと住んでいた

学生は、進学後においても元の社会環境（例えば近所同士のつながりや、高校の同級生たち

との関係）を維持している可能性が高く、それが進学後の関係流動性の評価やふるまい方に

影響を与えることが懸念されたためである。2 つ目の理由は、転居経験の有無そのものの影

響を排除するためである。例えば、大学の所在地と進学前からの住所が近いために、転居を

せずに大学に進学した学生は、進学前に過ごした社会環境とのつながりが強いまま残って

おり、転居した学生ほど大学という新規環境の影響を受けないという可能性がある。本調査

では、参加者全員を、転居を経験した者としたため、転居の有無の効果を無視することがで

きた。 

 

調査項目と検討事項 

関係流動性. 本研究では、効果に着目する社会環境変数として、社会間を移動する前の

関係流動性を、研究 1 のように関係流動性尺度(Yuki et al., 2007)を改変して用い、計測し

た。また、この計測の測定の妥当性を確認するため、移動前の環境の都市度および移動後

の関係流動性も計測した。 

関係流動性測定の妥当性の検証とその作業予測. 研究 1 では、過去と現在両方の関係流

動性を同時に尋ねると、参加者によって回答のしかたが異なる可能性が示唆された。研究

1 においては、参加者間における関係流動性のスコアのばらつきが、参加者間の回答バイ

アスの差異によるものなのか、実際に過ごした環境の差異によるものなのかを判別する手

段がなかった。本研究では、参加者の評価する関係流動性、特に過去の関係流動性につい

て、現実の環境を反映した妥当なものであることを確かめる必要性がある。そこで、本調
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査においては、移動前の環境の都市度および移動後の関係流動性を用いて、関係流動性の

測定が妥当であると言えるかどうか確かめる。 

まず、本調査における関係流動性の計測が、調査参加者のおかれた社会環境を実際に反

映した妥当なものであれば、計測値は以下の 4 つが満たされると予測される。(1) 参加者

内において、2 時点の関係流動性の値の間には、関連がみられないだろう。なぜなら、今

回は特に転居を伴う環境変化について調べているため、参加者が移動前に過ごした社会が

どのようなものであったかと、移動後に過ごしている社会がどのようなものであるかは独

立なものと考えられるからである。したがって、参加者の回答が実際の社会環境を反映し

たものであれば、移動前と移動後の関係流動性スコアは少なくとも有意な相関をしないだ

ろう。逆に、たとえば 2 時点の関係流動性の評価について有意な正の相関が確認されるの

ならば、参加者ごとに、関係流動性について常に低く答えたり高く答えたりする回答バイ

アスが存在することが疑われる。(2) 参加者間における関係流動性の分散は、移動前の方

が移動後よりも大きいはずである。本研究における参加者は、移動前は様々な社会環境に

属していた一方で、移動後は北海道大学という共有環境に所属しているからである。(3) 

移動後の関係流動性は、移動前の関係流動性に比べて平均値が高いはずである。なぜな

ら、移動後に共有された環境である北海道大学は都市の中心部に位置する大規模大学であ

り、特に 1 年生の間は比較的自由にカリキュラムも選べるため、日本で過ごす大学生にと

っては、関係流動性が比較的高い環境であると理論的に予測されるからである（研究

1）。また、研究 1 においては、高校を含むほかの学校段階と比べて北海道大学の関係流

動性の平均値は高いことが確かめられている。(4) 移動前の環境の都市度と、移動前の関

係流動性は、正の相関があるだろう。なぜなら、都市度が高いほど関係流動性は高くなる

と考えらえているからである（Yamagishi et al., 2012; Yuki & Schug, 2012）。 

また、関係流動性の評価にて、想起させる時期を大学進学後に限定することが、関係流

動性の評価にどれほど影響を及ぼすかについて、先行研究における関係流動性の値と比較

することで探索的に検討する。研究 1 における計測では、大学の関係流動性は、先行研究
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における大学生が評価した関係流動性よりも高値であった。これは、通常の関係流動性尺

度(Yuki et al., 2007)は、参加者が流動性を評価する社会や時期の範囲について明示的に指示

をしないものである一方で、研究 1 では大学や大学進学後の時期について焦点を当てやす

い尋ね方がされた(付録 1)ことによる影響があったことを示唆する。今回の調査でも、研究

1 と似て、移動後の関係流動性については、大学進学後におけるものを評価するよう明示

的に指示をする(付録 2)。このことのよって得られた関係流動性の値が、従来の質問方法

(Yuki et al., 2007)を用いた場合と同様の値になるかどうか、先行研究にて報告された値と比

較することで探索的に検証する。なお、値の比較には、本研究と同じ大学の大学一年生を

対象として関係流動性を調べたデータ(Sato ＆ Yuki, 2014, 表 1-2)における関係流動性の平

均分散と標本数を用いる。 

観測誤差の近似指標としての移動後関係流動性. 以上のように、移動後の関係流動性の

尺度得点については、移動後の社会（大学）が参加者間で共有環境であることを反映し、

移動前のものに比べて分散が小さく、平均が高いことをまず確かめた。そのうえで、参加

者間における移動後の関係流動性の評価の分散は、参加者で本来共有されているはずの社

会における関係流動性に対する、観測誤差の違いを反映するものとして本研究においては

とらえ、他の分析における統制変数として用いた。 

対人関係ドメインにおける成功度. 次に、環境移動後の対人関係における成功度を調べ

た。仮に、移動前の社会環境に適応するために獲得された心理傾向が、移動後の環境にお

いても継続し、そのことが対人関係における成功にも影響を与えるとする。このことが成

り立つときは、移動前の関係流動性が低いほど、結果として移動後高関係流動性社会にお

ける対人関係ドメインの成功度は低くなるだろう。また、このことは、低関係流動性社会

出身者ほど高関係流動性社会における適応的なふるまいを身につけていないことによって

説明されるだろう。 

適応戦略とその作業予測. 本研究では、先行研究で高関係流動性との対応関係が確認さ

れている心理的な適応戦略として、一般的信頼（山岸、1998）、親密な関係における自己
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開示（Schug et al., 2010）、自尊心(Rosenberg, 1965）を取り上げる。低関係流動性社会と比

べ、対人関係形成維持を積極的に行う必要がある高関係流動性社会においては、３つの形

質それぞれについて高い程度を示すこと、すなわち、一般的信頼が高く、自己開示をよく

し、自尊心が強いことが適応的な戦略だと考えられ、また実際にそのような説明と整合的

なデータが観察されている（一般的信頼：Yuki et al., 2007, Thomson et al., 2018、自己開

示：Schug et al., 2010、自尊心：Yuki et al., 2013, Sato & Yuki, 2014, Thomson et al., 2018）。も

し仮に、移動前の関係流動性が、高関係流動性社会への移動後におけるふるまい方に影響

を与えるのであれば、移動前の関係流動性が低いほどこれらの形質を身につけていないだ

ろう。 

 

参加者 

参加者は、北海道大学の大学 1 年生のうち、大学進学に伴って札幌市外から札幌市へ転

居してきた人々であった。参加者の募集は、2018 年 12 月から 2019 年 3 月の間に、北海道

大学社会科学実験研究センターの実験参加者プールを用いて行なわれた。募集に際し、対

象者は大学進学に伴い札幌市へ転居した者のみであることが、参加者に明示的に示されて

いた。参加者は、調査参加の報酬として 500 円を受け取った。 

分析に際し、社会生態心理学研究室にて事前に定められた基準に従い、データクリーニ

ングを行った。これに伴い、アテンションチェック項目への回答において注意深く質問紙

を読んでいないことが判明した者、回答時間が短すぎるもの(回答時間が、回答時間の中央

値の 30％未満)、1 年以上日本以外の国で生活したことがある者は分析から除外された。最

終的な分析対象は、112 名（男性 77 名、女性 35 名）、年齢 M＝19.2, SD＝0.86 であった。 

 

手続き 

オンライン上の調査プラットフォーム Qualtrics を用いた、質問紙調査を行った。参加者

は実験室に呼ばれ、個別のブースの中で、パソコンを用いてオンライン質問紙に回答をす
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るよう指示された。回答に先立ち、紙に印刷された同意書を提示され、内容に同意した参

加者のみが質問紙に答えた。質問紙の詳細については、付録 2 を参照されたい。 

関係流動性の測定. 参加者が社会間の移動前および移動後に過ごした環境における関係

流動性を測定するため、関係流動性尺度（Yuki et al., 2007）を用いた。尺度は「彼ら（あ

なたの周囲の人たち）には、人々と知り合いになる機会がたくさんある。」といった、対

人関係形成の機会や離脱のしやすさについての 12 項目から構成された。 

参加者は、それぞれの項目がどの程度自分の過ごした/過ごしていた市町村における周辺

環境に当てはまるかを、6 点尺度(1:全くそう思わない~6: とてもそう思う)にて評価した。

移動前と移動後という 2 時点の関係流動性を測定するにあたり、リード文および項目の語

尾には、測定の対象の時期及び時制に関して、若干の変更が加えられた（付録 2）。より具

体的には、回答者らは、移動前の関係流動性尺度では進学前に暮らしていた社会につい

て、移動後の関係流動性尺度では進学後に暮らしていた社会について、それぞれ回答する

ように求められた。 

研究１における反省を踏まえ、測定当時(＝移動後)の関係流動性の測定値が、通常の関

係流動性尺度を用いた先行研究における測定値と同水準になるよう、移動後の関係流動性

についての項目は先に提示され、その回答を終えてからでないと、移動前の関係流動性の

項目は提示されなかった。移動前の関係流動性尺度の信頼性はα = .92、移動後の関係流

動性の信頼性はα = .83 と十分な高さを示した (表 2-1) 。 

移動前の環境：都市度の測定. 参加者が移動前に過ごしていた環境の都市度を、「出身地

で、あなたが住んでいた場所の周辺は現在住んでいる札幌市と比べて都会でしたか、それ

とも田舎でしたか？」という 1 項目の質問において測定した。参加者は、自らが進学前に

過ごしていた地域の都市度を、3 を札幌市と同程度としたときの 5 点尺度(1:とても田舎～

5: とても都会)で答えた。この都市度測定は、参加者の出身都道府県と比較した結果、妥

当なものだと判断した。 

移動後の対人関係ドメインにおける成功度の測定. 参加者らが、環境移動後に望ましい対
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人関係の獲得にどれほど成功できているかについて調べるため、対人関係満足度尺度

(Burns,1993)を測定した。本研究では、環境移動後の対人関係についての質問であることを

強調するため、「現在住んでいる地域 (札幌市) において、あなたの周囲にいる人々（友人

や先輩・後輩など）との対人関係に対して」答えるよう、リード文にて喚起した。尺度

は、「その人たちとのコミュニケーションの質や量」など、対人関係における満足度に関

連する 9 項目の記述から成った（付録 2)。参加者は、これらの項目に対して 7 点尺度(1: 

非常に不満～7:非常に満足)で回答した。尺度の信頼性は α = .89 であった(表 2-1)。 

移動後におけるふるまいの測定. 参加者らが、移動後の高関係流動性社会において適応的

なふるまいを行っているかを調べるため、一般的信頼（山岸、1998）、自尊心（Rosenberg, 

1965, Mimura & Griffiths 2007）、親密な関係における自己開示（Schug et al., 2010）、を測定

した。それぞれの測定について以下に詳しく説明する。 

他者に対する一般的信頼の測定は、一般的信頼尺度（山岸、1998）を用いて行った。尺

度は「ほとんどの人は基本的に正直である」などの、他者一般がどれだけ信頼できるかに

ついて記述する 6 項目から構成された（付録 2）。参加者は、それぞれの記述に自らの考え

がどれだけ当てはまるか、6 点尺度（１：まったく当てはまらない～６：非常にあてはま

る）で回答した。尺度の信頼性は α = .84 であった(表 2-1)。 

 親密な関係における自己開示は、自己開示尺度(Schug et al., 2010)を用いて測定した。尺

度は、「あなたの最大の秘密を親友に打ち明ける可能性はどれくらいですか？」など、自

らのネガティブな経験や秘密を親友に打ち明ける可能性について尋ねる 7 項目で構成され

た(付録 2)。参加者は、それぞれの記述における自己開示の可能性を 5 点尺度(1: 全くない

～5: 非常にある)にて評価した。尺度の信頼性はα = .90 であった(表 2-1)。 

自尊心は、Mimura & Griffiths (2007)による Rosenberg 自尊心尺度(Rosenberg, 1965)の日本

語訳を用いて測定した。尺度は「私は、自分自身にだいたい満足している。」などの、自

尊心がどれほど保たれているかに関連する記述の 10 項目で構成された(付録 2)。参加者

は、それぞれの記述が自らにどれほど当てはまるか、6 点尺度（１：まったく当てはまら
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ない～６：非常にあてはまる）で回答した。尺度の信頼性はα = .88 であった(表 2-1)。 

 

結果と考察 

 

関係流動性尺度の値について 

 ここでは、まず進学に伴う社会間の移動前および移動後の関係流動性の測定値について、

計測が妥当といえるかどうかを検討した。まず、本研究において、計測が妥当であれば観察

されると予測した、移動前関係流動性と移動後関係流動性の関係について検証した。続いて、

先行研究において、同じ大学の大学生を対象として計測された、関係流動性と値を比べ、先

行研究とおよそ等価の計測が行われたかどうかを検証した。 

計測された関係流動性尺度の測定の妥当性の検討. まず、測定された関係流動性尺度の値

の測定の妥当性について検証するための分析を行った。図 2-1 に環境移動前と移動後の関

係流動性がどのように評価されたかを示した。関係流動性尺度の記述統計量は、移動前は

M = 3.40, SD = 0.85、移動後は M = 4.17, SD = 0.61 であった(表 2-1)。 

 

表 2-1：計測された値とその相関 

 

尺度点数範囲 

(min-max) 
Mean SD α 

  相関係数 a  

  

移動前 

関係流

動性 

移動後 

関係流

動性 

一般的

信頼 

自己開

示 

自尊

心 

移動前関係流動性 1-6 3.40 0.85 .92      

移動後関係流動性 1-6 4.17 0.61 .83 .01     

一般的信頼 1-6 3.83 0.85 .84 .25** .14    

自己開示 1-5 2.95 1.16 .90 .03 .14. .14   

自尊心 1-6 3.48 0.94 .88 .23* .21* .23* .30**  

対人関係満足度 1-7 5.12 0.96 .89 .11 .20* .30** .16 .21* 

a ピアソン積率相関係数         

*p < .05, **p < 0.01 
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図２-１：環境移動前（大学進学前）と、環境移動後（大学進学後）における、関係流動性の分布 

箱ひげ図は、それぞれの時期における関係流動性の、全体としての分布の様子を示している。直線は、参加者ひとりひ

とりにおける値の変化を示している。色および破線の種類は、一本一本を見分けやすいように変えてある。 

 

以下に、関係流動性の尺度が妥当なものかどうかを検証するための、4 つの点に関する分

析結果を示す。(1) R の cor.test()関数を用いて移動前と移動後の関係流動性のピアソン積率

相関係数を計算したところ、0 と有意差がないことが示された(r = .007, df = 110, p = .90)。す

なわち、移動前と移動後では関係流動性の有意な関連は見られず、あったとしても弱いもの

であると考えられる。ここから、少なくとも参加者によって常に両方を高く評価したり低く

評価したりする回答バイアスがある可能性は低いと言える。（2）移動前と移動後の関係流動

性の分散の比は 1.89：１であった。2 つの値に分散の違いがないと帰無仮説を立て、R の

var.test()関数を用いて F 検定を行ったところ、有意差が検出された (F = 1.89 df = 111, p < .001)。

すなわち、移動前の方が移動後よりも関係流動性の分散が有意に大きいことが示された。こ

れは、本研究の前提どおり、参加者の間で移動後の環境は共有されるものの移動前の環境は

共有されず多様なものであったことを反映していると考えられる。（3）移動前と移動後の関

係流動性の差を、R の t.test()関数にて対応付き t 検定を行い調べたところ、移動後の値の方
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が平均して 0.77 高く、この差は統計的に有意であった (t = -8,  df = 111, p < .001)。ここか

ら、研究 1 と同様に、北海道大学は大学生にとって関係流動性が比較的高い、高関係流動性

環境であることが示唆される。(4)移動前の関係流動性と移動前の環境の都市度との相関を

調べた。都市度の計測はもともと階級が 5 つしかなく、また今回のデータでは最頻値が 1

の、右の裾が重い分布を示したため、R の cor.test()関数を用いてスピアマンの順位相関を計

算した。その結果、２つの変数間には有意な相関がみられた(r = 0.21, p = .02)。理論的に考

えられてきた通り（Yamagishi et al., 2012; Yuki & Schug, 2012）、移動前の環境においては、

都市度が高いほど関係流動性が高くなる傾向があることが確認された。 

以上(1)~(4)の結果から、本研究で測定された関係流動性尺度得点は実際の社会環境の性

質を反映しているものと判断した。また、移動後の環境である北海道大学は、高関係流動

性社会であると考え、続く分析を行った。 

 

先行研究における関係流動性の値と、移動後関係流動性の比較. 過去において得られた、

従来の質問文(Yuki et al., 2007)を用いた時の回答と、今回の研究において用いた、リード文

が改変され、より大学の環境に焦点が当たりやすいと考えられる尺度（付録 2）による回答

の平均分散の比較を行った。先行研究における値は、Sato ＆ Yuki (2014)における北海道大

学 1 年生の関係流動性を参照した(表 1-2, M = 4.03, SD = 0.58, N = 344)。両調査ともに、関係

流動性尺度は 6 点尺度であり、参加者は北海道大学の大学 1 年生である。本調査において

のみ、参加者は大学進学時に札幌市外から転入した者に限られ、また調査時点における関係

流動性について尋ねられるとき、想起する社会の対象を移動後に限定されていた。 

まず、先行研究における関係流動性と、本研究における移動後の関係流動性の尺度得点

の、分散の大きさについて比較した。先行研究における関係流動性の分散は、公開されて

いるデータの代表値から算出したところ 0.34 であった。一方、本調査における分散は 0.38

であり、先行研究と本調査における関係流動性の分散の比は 1：1.12 であった。この値及

び両調査における参加者数を用いて F 検定を R の df() 関数を用いて行ったところ、p = .78
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であった。ここから、回答の分散の大きさは二つの調査でさほど異ならないことが読み取

れた。 

 次に、平均値の差があるかどうか調べるため、R の BSDA パッケージの tsum.test()関数

を用い、t 検定を行った。本調査における関係流動性の平均値は 4.17 であり、先行研究に

おける平均値 4.03 よりも 0.14 高かった。この差は、5%水準において、有意なものであっ

た (t = -2.01, df = 179.9, p = .04)。 

 以上より、本調査における移動後（＝調査時点）の関係流動性の尋ね方（付録 2）は、

従来の質問文を用いた場合と比べ、値が高くなることが示された。しかし、これは、米国

の大学生の回答の平均値 (4.41, Yuki et al., 2013)などよりは低く、研究１における大学の関

係流動性の評価平均(4.55)のような、明らかに先行研究と比較不可能な値ではないと考えて

よいだろう。 

本調査で、同じ大学について調査した Sato & Yuki (2014) における関係流動性尺度の得

点よりは高い平均点が得られたことは、社会について評価するときに、特に進学後の環境

である大学について焦点を当てやすいリード文を用いたことで生じたものと考えられる。

本調査における大学の関係流動性の測定は、想起する期間や社会の範囲を従来の尺度より

限定した形で行われた。参加者らはこのことによって、従来の関係流動性尺度を用いた場

合よりも、よりも強く大学環境に焦点を当てて回答を行ったと推測される。本調査におけ

る関係流動性の測定値は、想起する期間や社会を限定した尋ね方をしたことによって、参

加者らが調査時まさに身を置いていた大学という社会環境の関係流動性をより強く反映し

たものになったと考えられる。なぜなら、調査が行われた大学は、大学生がこれまでに経

験した他の学校環境と比べて実際に関係流動性が高いと考えられるからである（研究 1）。 

 

移動前の関係流動性と高関係流動性社会移動後の成功度の関係 

 移動前の関係流動性が、高流動性社会への移動後の対人関係における成功度と関連して

いるかを調べるため、移動後の対人関係満足度尺度得点を、移動前の関係流動性尺度得点
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によって説明する線形回帰モデルを検証した。対人関係満足度を目的変数、移動前関係流

動性を説明変数、移動後関係流動性と性別を統制変数とした直線回帰26を R の lm()関数に

て行った（表 2-2, Model 2-1）。なお、この回帰分析においては、対人関係満足度、移動前

関係流動性の値は標準化して用いた。また、移動後関係流動性は、移動前関係流動性の分

散で割った後、その平均値を用いて中心化した。前者の操作は、対人関係満足度と移動前

関係流動性の関係を解釈しやすいものにするためである。後者の操作は、回帰分析におけ

る移動前関係流動性と移動後関係流動性のスケールを統一するためである。 

性別及び移動後関係流動性を統制した場合、移動前関係流動性は移動後の対人関係満足度

と 5%水準では非有意だが、10%水準にて有意な正の関連を示した(b = 0.19, 95%CI = [-0.03, 

0.39], p = .07, Model 2-1)。すなわち、移動前の関係流動性が低いほど、移動後の高関係流動

性社会において、対人関係ドメインにおける成功度が低くなりやすい傾向があることが示

された。 

 

 

  

                                                        

26 本研究においては、関係流動性について移動後と移動前の差分変数をつくることはしなかっ

た。これは、差分変数を作成すると、その差分変数の信頼性が損なわれるなどの問題が指摘さ

れていることによる（Edwards, 2002）。そもそも、本研究において移動後の関係流動性は集団

内で共有されるものであり、その分散は観測誤差によるものと仮定するので、真に問題となる

のは移動前の関係流動性の高低のみである。また、変数 X１と X2 の差分(X1-X2)が Y に対して直

線的な影響をもつことは、重回帰において変数 X１と X2 の偏回帰係数が逆符号であることと同

値であるため(Edwards, 2002)、関係流動性の差の大きさが問題になるかどうかは、２つの関係

流動性の係数の推定値が逆符号になるかどうかを確認すればわかる。 
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表２-２: 対人関係満足度 a を目的変数とする回帰分析の結果 

  Model 2-1 Model 2-3-1 Model 2-3-2 Model 2-3-3 

Predicto

rs 
b 

CI 

(95%) 
p b 

CI 

(95%) 
p b 

CI 

(95%) 
p b 

CI 

(95%) 
p 

(Intercep

t) 
-0.15 -0.37 – 0.07 .185 -0.13 -0.35 – 0.09 .239 -0.14 -0.37 – 0.08 .202 -0.14 -0.36 – 0.09 .231 

移動前 

関係流

動性 a 

0.17 -0.02 – 0.36 .077 0.10 -0.09 – 0.29 .302 0.17 -0.02 – 0.36 .087 0.14 -0.06 – 0.33 .170 

移動後 

関係流

動性 b 

0.19 -0.03 – 0.40 .085 0.15 -0.06 – 0.36 .152 0.17 -0.05 – 0.39 .120 0.16 -0.05 – 0.38 .141 

性別  

0: 男性 

1: 女性 

0.48 0.06 – 0.89 .024* 0.41 0.01 – 0.82 .046* 0.46 0.05 – 0.87 .030* 0.43 0.01 – 0.85 .043* 

一般的

信頼 a 

   0.25 0.06 – 0.43 .010*       

自己開

示 a 

      0.11 -0.07 – 0.30 .220    

自尊心 a          0.12 -0.07 – 0.32 .213 

N 112 112 112 112 

R2 / R2 

adjusted 
0.095 / 0.070 0.150 / 0.118 0.108 / 0.075 0.108 / 0.075 

a これらの連続変数は標準化された。b 移動後関係流動性は、移動前関係流動性とスケールを合わせるため、

通常の標準化は行わず、移動前関係流動性の分散で割った後、平均値が０になるよう中心化した。 

*p < .05 

 

移動前の関係流動性と移動後の心理戦略の関係 

 次に、移動前の関係流動性が、高流動性社会への移動後のふるまいに影響を与えるかどう

かを調べるため、移動後の心理戦略指標（一般的信頼、自己開示、自尊心）それぞれを、移

動前の関係流動性が説明する線形回帰モデルを用いた。移動後のふるまい方それぞれを目

的変数、移動前関係流動性を説明変数、移動後関係流動性及び性別を統制変数とし、R の

lm()関数を用いて適合した（表 2-3, Model 2-2-1~3）。なお、この回帰分析においては、先ほ

ど移動前の関係流動性と移動後の対人関係における成功について回帰を行ったときと同様

に、移動後のふるまい方の指標および、移動前関係流動性の値は標準化して用いた。また、

移動後関係流動性は、移動前関係流動性の分散で割った後、その平均値を用いて中心化した。 

 

 

 



73 

 

表 2－3：各心理戦略指標を目的変数とする回帰分析の結果 

 

目的変数 

Model 2-2-1 

一般的信頼 a 

Model 2-2-2 

自己開示 a 

Model 2-2-3 

自尊心 a 

Predictors b 
CI 

(95%) 
p b 

CI 

(95%) 
p b 

CI 

(95%) 
p 

(Intercept) -0.08 -0.30 – 0.14 .471 -0.05 -0.28 – 0.18 .659 -0.12 -0.33 – 0.10 .298 

移動前 

関係流動性 a 
0.29 0.10 – 0.48 .004** 0.05 -0.15 – 0.25 .620 0.28 0.09 – 0.47 .004** 

移動後 

関係流動性 b 
0.14 -0.07 – 0.36 .197 0.15 -0.07 – 0.37 .178 0.20 -0.01 – 0.42 .058 

性別  

0: 男性 

1: 女性 

0.26 -0.15 – 0.67 .217 0.16 -0.26 – 0.59 .449 0.37 -0.04 – 0.78 .075 

N 112 112 112 

R2 / R2 

adjusted 
0.096 / 0.071 0.027 / -0.000 0.121 / 0.097 

 
a これらの連続変数は標準化された。b 移動後関係流動性は、移動前関係流動性とスケールを合わせるため、通常の標準

化は行わず、移動前関係流動性の分散で割った後、平均値が０になるよう中心化した。 

**p < .01, *p < .05 
 

 移動前関係流動性は、一般的信頼および自尊心について有意な正の偏回帰係数をもつこ

とが観察された（一般的信頼: b = 0.29, 95%CI =[0.10, 0.48], p = .004; 自尊心: b = 0.30, 95%CI 

= [0.09, 0.47], p = .004）。一方で、自己開示については、有意な関連が観察されなかった (b 

= 0.05, 95%CI = [-0.15, 0.25], p = .62)。 

以上の結果から、移動前関係流動性は、環境の移動後においても、一般的信頼や自尊心

といった、一部の適応心理を規定し続けると思われる。一方で、自己開示については、移

動前関係流動性の影響がみられなかった。 

なぜ自己開示においてのみ、移動前の関係流動性の有意な関連がみられなかったのだろ

うか。理由の一つとして、自己開示は移動前の関係流動性の影響をあまり受けにくく、移

動後の関係流動性に合わせて素早く順応した、という可能性が考えられる。そこで、事後

的に、関係流動性が高いほど自己開示をよくすることを示した先行研究（Schug et al., 

2010）と同様の分析を行ってみた。すなわち、調査時点における自己開示尺度を、共時的

な関係流動性（すなわち移動後関係流動性）が説明するかどうか、先行研究と同じく性別

のみを統制変数とした直線回帰にて検討した。このとき、Model 2-2-2 とは異なり、自己開

示尺度とともに、移動後関係流動性尺度についても、それ自身の分散と平均にて行う通常
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の標準化をした。この先行研究においても、参加者は本研究と同じ大学に通う同年代

(M=18.90, SD = 0.66)の大学生であった (Schug et al., 2010)。このモデルにおける関係流動性

の偏回帰係数は予測通り正の方向に偏っているものの、先行研究（Schug et al., 2010）にお

ける結果に反し有意ではなかった(b = 0.13, 95%CI=[-0.06, 0.32], p = .17)。 

本調査において、自己開示が移動後の関係流動性と関連するという先行研究における結

果も再現されなかったことの原因は、先行研究の結果自体が偽陽性であった、もしくは本

研究の結果が偽陰性であった可能性以外には、質問紙による計測方法に原因があったこと

が考えられる。すなわち、本研究における自己開示尺度が「親友」について答えさせるも

のだったこと、かつ 2 つの調査において関係流動性の計測方法が若干異なったことによっ

て、このような結果が得られたことが考えられる。本調査において、一般的信頼尺度や自

尊心尺度では、教示文において特定の誰かを思い浮かべるよう指示されなかったが、自己

開示尺度は、「親友」という特定の存在について考えながら答える項目であった（付録

2）。本調査では、この「親友」と過ごした時期のイメージと、関係流動性尺度を回答する

際に想起する時期のイメージに個人ごとのずれが生じやすかったため、関係流動性と自己

開示の関連が小さくなったのかもしれない。先に述べた通り、従来の関係流動性尺度では

想起する期間について特に強く指定しない一方で、今回の関係流動性尺度の測定は想起す

る時期について明示的な指示がなされた。先行研究においては、関係流動性を評価する際

に思い起こされた時期に、「親友」と過ごした時期が含まれている可能性が高く、関係流

動性と自己開示の関係が強く出やすいことが考えられる。一方で、今回の調査において

は、人によって「親友」と過ごした時期が、2 時点の関係流動性のどちらに当てはまるか

が異なる可能性がある。そのことによってどちらの時点の関係流動性とも自己開示の関連

が弱くなったのかもしれない。 

今後、本研究と同様の調査を行う場合は、想起する対象のずれが生じる可能性を排除す

るために、自己開示尺度の質問文においても、想起する時期や社会について指定する必要

があるだろう。すなわち、自己開示尺度においては、秘密や失敗などについて「環境移動
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後に最も親しくなった人に打ち明ける可能性」を尋ねるよう、質問文を変更するのがよい

だろう。 

 

移動前の関係流動性は、移動後における心理戦略の違いを通じて、移動後の対人関係にお

ける成功度に影響を与えるか 

移動前の関係流動性が、移動後における心理戦略を左右する結果として、移動後の対人関

係ドメインにおける成功度に影響を与えたといえるか否かを調べるため、Imai の方法27によ

る媒介分析を、R の mediation パッケージにおける mediation()関数を用いて行った (Imai et 

al., 2011, Tingley et al., 2014)。 

媒介分析の適用について. この媒介分析において、それぞれの心理戦略の媒介効果の推定は、

別々に行われた。以下その理由を説明する。まず、本研究においては、3 つのふるまいそれ

ぞれの間にある因果関係は考えない。そのため、着目するふるまい以外のふるまい指標を含

まないモデルにて、それぞれの媒介効果を推定することに統計的な問題は生じない（Imai et 

al., 2011; Tingley et al., 2014）。また、媒介分析を行う際の outcome model の説明変数には、媒

介変数以外の post-treatment variables は含めない (Tingley et al., 2014)。以上の理由から、今

                                                        

27 多くの研究においては媒介分析に際し Difference Method や Baron-Kenny 法 (Baron & 

Kenny, 1986) が用いられているが、この方法にはいくつかの統計的問題があることが指摘され

ている (Kaufman et al., 2004; Imai, et al., 2011)。それらの問題を乗り越えるため、Imai の方

法では、近代的な因果推論のフレームワークである potential outcomes framework (Holland 

1986) をもとに、間接効果と直接効果は平均媒介効果  (average causal mediation effects, 

ACME)と平均直接効果 (average direct effects, ADE) として定義しなおされている(Imai et al., 

2011)。統計数理上の定義及び計算方法に違いはあるが、結果の解釈においては、X→M→Y の

因果効果を考えるとき、平均媒介効果が有意であれば X は M を通じて Y に対する因果的影響

を及ぼしており、平均直接効果が有意であれば X は M を媒介しない因果的影響を Y に及ぼし

ていると考えられる、などというように、従来の媒介分析と同様の考え方をする。 
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回の分析においては、それぞれのふるまい指標について媒介効果を検討する際、それ以外の

ふるまいに関する指標は分析モデルに含めなかった。 

まず、移動後の成功度を目的変数とし、説明変数として移動前の関係流動性に加え、移

動後におけるふるまい方の 3 つの指標(一般的信頼、自己開示、自尊心)をそれぞれ加えた

直線回帰を行った(表 2-2, Model 2-3-1~ 3)。なお、これらのモデルには、本研究におけるこ

れまでの回帰分析と同様に、移動後の関係流動性及び性別が統制変数として加えられた。 

次に、注目するふるまいの指標を媒介変数とみて、その媒介変数を目的変数とするモデ

ルを mediator model、移動後の成功度を目的変数とするモデルを outcome model とし、それ

ぞれの適合結果をもとに、媒介分析を行った (Tingley et al., 2014)。繰り返しになるが、こ

れらのモデルでは、移動後関係流動性および性別が統制変数として用いられていた。本研

究では、主効果について着目する変数 (Tingley et al., 2014 では treatment variable と呼ばれ

る)が、移動前関係流動性という連続的な値であるため、媒介分析において反事実モデルを

検証するために必要な control value と treatment value を分析者が決める必要がある(Tingley 

et al., 2014)。今回の分析では、それぞれを、標準化された移動前関係流動性の値における-

1 と 1 に設定した。言い換えると、移動前関係流動性が相対的に低かったグループと高か

ったグループにて、仮にもう一方のグループと同等のふるまいをしたと考えると、どれほ

ど成功度が変わるか、ということを計算することで、移動前関係流動性が各ふるまいを通

して成功度に影響を与える程度を調べた。 

媒介分析の結果と解釈. 一般的信頼を移動前の関係流動性と対人関係満足度の媒介変数

とした場合は、有意な平均媒介効果(average causal mediation effect, ACME)が見られた

(ACME= 0.14, 95%CI = [0.02, 0.30], p = .012)。また、このとき移動前関係流動性の総合効果

(total effect, TE)は 10%水準で有意である一方で (TE=0.35, 95%CI=[-0.03, 0.71], p = .08)、移動

前関係流動性の平均直接効果は有意ではなかった(ADE = 0.20, 95%CI= [-0.18, 0.58], p = .29)。
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間接効果が直接効果に対してどの程度影響を与えているかを示す媒介率28  (Proportion 

Mediated, PM; Tingley et al., 2019, 矢田ら, 2020)もまた 10％水準にて有意であった(PM=0.34, 

95%CI = [-1.12, 2.63], p = 0.09)。以上から、一般的信頼は媒介効果をもつ、つまり移動前関係

流動性が移動後の対人関係満足度に影響を与えていることは、移動前関係流動性が一般的

信頼に影響を与えていることによって説明される、ということが示された。 

次に、自己開示を媒介変数とした場合は、平均媒介効果は予測通り正の方向に偏ってい

たものの、有意ではなかった(ACME= 0.06, 95%CI=[-0.03, 0.20], p = 0.23)。移動前関係流動

性の平均直接効果は 10％水準にて有意な正の値だった(ADE = 0.32, 95%CI= [-0.05, 0.71], p 

= .09)。 また、移動前関係流動性の総合効果は 5％水準において有意な正の値を示した TE 

= 0.39, 95%CI = [0.01, 0.78], p = .04)。媒介率は有意ではなかった (PM = 0.15, 95%CI = [-0.25, 

1.00], p = .25)。以上から、自己開示は、移動前関係流動性が対人関係満足度に与える効果

を説明する媒介効果を持つとは言えないことが示された。 

最後に、自尊心を媒介変数とした場合、平均媒介効果は予測通り正方向ではあったが、

有意ではなかった(ACME= 0.07, 95%CI=[-0.04, 0.21], p = .21)。また、移動前関係流動性の平

均直接効果は有意ではなかった(ADE = 0.27, 95%CI= [-0.12, 0.66], p = .17)。 総合効果は

10％水準において有意な値を示した TE = 0.34, 95%CI = [-0.04, 0.72], p = .078)。媒介率は有

意ではなかった（PM = 0.17, 95%CI = [-0.61, 1.60], p = .27）。以上から、自尊心もまた、移動

前関係流動性が対人関係満足度に与える効果を説明する媒介効果を持つとはいえないこと

が示された。 

 以上の結果より、移動後の心理のうち一般的信頼は、移動前の関係流動性の効果を媒介

し、移動後の成功度に影響を与えたと考えられる。すなわち、移動前の関係流動性が低か

った場合、一般的信頼が低くなりやすく、その結果として移動後の高関係流動性社会にお

いて、対人関係における成功をしにくいという様子が観察された。これは、過去に過ごし

                                                        

28 定義上、PM は１を超えることがある。詳しくは矢田 他 (2020)を参照されたい。 



78 

 

た社会環境において身につけた対人関係戦略が、別の新たな社会環境における順応の妨げ

になる可能性を示唆する。一方で、自己開示および自尊心は、移動前関係流動性が移動後

成功度に与える効果の有意な媒介をしなかった。以下に、なぜこのような媒介分析の結果

が得られたのか、それぞれのふるまい指標ごとに考察する。 

まず、自己開示について、移動前関係流動性と対人関係満足度の間に、有意な媒介効果が

検出されなかったことについて考える。自己開示においては、自己開示を目的変数とする分

析について先に述べた通り、そもそも移動前関係流動性との関連が弱かった(表 2-3)。また、

自己開示は移動後の対人関係満足度との関連も弱かった(β=0.11, 95%CI=[-0.06, 0.29], p = 

0.21, 表 2-2）。これは、先に自己開示と関係流動性の関連について議論した通り、自己開示

尺度は「親友」について想起するものであったため、個人によって移動前を想起しながら答

えるか移動後を想起しながら答えるかが異なったかもしれない可能性がある。移動後の対

人関係満足度と関連しなかったのも、回答者によっては答えた自己開示が「移動後のふるま

い」と呼べないものであることがあったことによるのかもしれない。 

次に、自尊心について有意な媒介効果がみられなかったことについて考える。自尊心は

移動前関係流動性との関連は有意であった。一方で、移動後の対人関係満足度との関連

は、予測通り正の方向に偏ってはいたものの弱く、有意ではなかった(β=0.12, 95%CI=[ -

0.07, 0.32], p =0.21, 表 2-2)ことによって、有意な媒介効果が観察されなかったと考えられ

る。これは、関係流動性が高い社会においては、高自尊心であるほど社会的な成功をしや

すいという関連を示した先行研究の結果とも食い違う(Yuki et al., 2013; Sato & Yuki, 2014)29, 

                                                        

29 先行研究では、自尊心と人生満足度の関連については、比較的大きな効果量が観測されてい

た。例えば、Sato & Yuki (2014)においては、本調査と同じ大学一年生の、人生満足度に対する

自尊心の偏回帰係数はβ=.54 と報告されている。そのため、本研究においてサンプルサイズが

小さいために、有意差が検出されず、先行研究と見かけ上結果が異なったとは考えにくい。 
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30。本研究において、なぜ一般的信頼は有意な媒介効果がみられたにもかかわらず、自尊

心ではそれがみられなかったのか。また、なぜ Yuki et al., 2013 や Sato & Yuki, 2014 ほど、

自尊心と社会的成功に強い関連がみられなかったのか。この２つのことに関して以下に考

察する。 

まず、本研究においては、自尊心の適応的機能による社会における成功が、一般的信頼

のそれよりも不明瞭であった原因について考察する。本研究においては、Falk et al. (2009), 

von Hippel & Trivers (2011), および Thomson et al. (2018)の議論に基づき社会の関係流動性が

高い場合、自己高揚によって自らの価値を高いものだと信じ込むという適応的戦略をとる

ことで、積極的に対人関係を築き、対人関係において成功が生じると予測した。そして、

                                                        

30 また、Yuki et al., (2013)および Sato & Yuki (2014)で論じられた自尊心と社会的成功の関

係は、Falk et al., (2009), von Hippel & Trivers (2011), および Thomson et al., (2018)で議論

され、本研究においても想定したこれらの関係は、実は異なるものであった。すなわち、Yuki 

et al., (2013)および Sato & Yuki (2014)では、自尊心は自己の社会的価値の反映として主に捉

えられていた(Leary et al., 1995)。そして、関係流動性が高い社会では、自己の価値が（実際

に）高いほど、実際により良い対人関係を築くことが可能であるために、社会的成功をする。

そのために自尊心と社会的相関が正の関連をする（一方で、関係流動性が低い社会では、自己

価値が仮に高くても、よりよい対人関係を築くことはできないため、自尊心と社会的成功は関

連しない）。高関係流動性社会に限って考えた場合、本研究において想定した、自己高揚によっ

て自尊心が高められたほうが社会的成功にするという場合にも、自尊心と社会的成功は正の関

連を示すと予測されるため、本研究では Yuki et al., (2013)および Sato & Yuki (2014)を先行

事例として挙げた。しかし、変数間において想定された機序は異なる。そのため、Yuki et al., 

(2013)および Sato & Yuki (2014)では高関係流動性が、積極的関係構築のため自尊心を自己高

揚によって高める必要性を生じさせるために、関係流動性が異なる社会間では自尊心にも社会

差があるという議論はほとんど考慮されていない。 
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その戦略の計測方法として自尊心、成功度の計測として対人関係満足度を用いた。確か

に、今回の調査においても、自尊心は関係流動性との関連があることが確認されている(表

2-3)。また、有意差は検出されていないものの、対人関係満足度に対する自尊心からの偏

回帰係数は、正の値を示している(表 2-2)。よって、自尊心、あるいは自己高揚傾向が、高

関係流動性における対人関係での成功を導く可能性は完全に否定されたわけではない。 

しかし一方で、自尊心は、自己高揚だけを表すのでなく、その人の個人の能力や地位と

いった実際の社会的価値もまた反映していると考えられる(Leary et al., 1995; Yuki et al., 

2013; Sato & Yuki, 2014)。もともと能力が高いために自尊心が高い人と、その人よりも能力

は低いものの自己高揚によって自尊心が引き上げられた人とでは、対人関係における成功

のしやすさが異なるかもしれない。例えば、同じ自尊心を持っていたとしても、前者の人

は他者に好まれることによって成功しやすく、後者の人はそうでないのであれば、自尊心

が高いことによって対人関係で成功するという効果は、検出しにくくなるだろう。一方

で、一般的信頼は、自らに対する信念ではなく、外側にいる他者に対する信念である。そ

のため一般的信頼は、自尊心のように自らの能力などといった混交要因の影響を受けにく

く、適応的機能の検出が容易だったのかもしれない。この可能性を検証するためには、原

理的には、その人の実際の社会的価値を統制した分析を行えばよい。すなわち、自尊心の

原因となりうる変数（例えば、比較的客観的な個人の能力の指標といえる、年収や試験の

成績、外見の魅力度など）を、できるだけ共変量として分析に組み込み統制することであ

る。こうすることで、自己価値の過剰見積もりの効果をより純粋に取り出すことができ、

高関係流動性社会における、自尊心の対人関係での役割を詳細に評価できるようになるか

もしれない。 

次に、Yuki et al., 2013 や Sato & Yuki, 2014 ほど、本研究では自尊心と社会的成功に強い

関連がみられなかったことについて考察する。これは、これら 2 つの先行研究において

は、本研究において使用した対人関係満足度ではなく、人生全体における満足度において

計測していたことに起因するかもしれない。より具体的には、Yuki et al. (2013)では、
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Diener & Diener (1995)の人生満足度尺度、または Study2 で行われた再解析に用いられたデ

ータセット(Naoi, 2004)の中の生活全体に関する満足度を尋ねる一項目、 Sato & Yuki (2014)

では Diener & Diener (1995)の人生満足度尺度が用いられていた。 

先に述べた通り、自尊心の値は、自己高揚だけを表すのでなく、その人の個人の能力や

地位といった実際の社会的価値も反映されたものと考えられる(Leary et al., 1995; Yuki et al., 

2013; Sato & Yuki, 2014)。この、自尊心を高める社会的価値には、個人の能力や地位によっ

て、すでに収めた社会的成功が含まれるだろう。そして、対人関係ドメインの成功度を示

す関係満足度は、人生満足度であらわされるような社会的成功全般のほんの一部分を構成

するにすぎない。そのため自尊心は、その成り立ちからして、対人満足度との関連よりも

人生満足度との関連が強くなるのかもしれない。これは、本研究で想定していない、今

後、自尊心と対人関係における成功の関係を検証する際は、以下のことが必要と考えられ

る。まず、先行研究における人生満足度を、対人関係満足度に置き換えたとき、どのよう

な結果が得られるか比較可能な調査を行うことである。自尊心が、対人関係満足度よりも

人生満足度とより強く結びついていることが示せれば、ここでの議論がより正当化され

る。しかし、もし社会的成功が自尊心に対して強く因果的影響を及ぼすという、本研究で

想定した因果と逆向きの因果があるのであれば、自尊心または自己高揚の適応的機能を、

一度きりの調査データから特定するのは困難になることが予想される。 

そもそも、関係流動性に対する適応戦略の有効性を示すこと自体が難しいことである。

例えば、自己批判によって自尊心を低くすることは低関係流動性社会における適応戦略で

あると考えられる一方で（Falk et al., 2009, von Hippel & Trivers, 2011; Yuki & Schug, 

2012）、先述の Yuki et al. (2013)や Sato & Yuki (2014)では、低関係流動性社会において、自

己批判をして自尊心が低いほど、人生において成功をする場合に予測されるような、自尊

心と成功度の負の関連は示されていない。近年では、関係流動性が高い、あるいは高い環

境にいることを思い浮かべること自体が、自己効力感を高め、主観的幸福感である人生満

足度を高めるという報告もある(Zhang & Zhao, 2021)。このことは、実際の社会における
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成功度を、主観的な自己報告によって計測することが困難であることを示唆する。将来的

には、調査コストはかかるがより妥当な成功度の計測方法として、長期的な調査による繁

殖成功度や(Jacobson & Roche, 2018)、他者からの評価等の方法を用いることが望まれる。 

 

まとめ 

 本研究では、関係流動性が異なる社会間を人々が移動したとき、もとにいた社会環境が移

動後の社会におけるふるまい方や対人関係ドメインでの成功に影響を与えうるかどうかを

知るため、多様な環境からあるひとつの高関係流動性社会に移動してきた人々に対して質

問紙調査を行うことで調べた。その結果、移動前の社会が低関係流動性だった場合は、移動

前の社会が高関係流動性だった場合に比べ、移動後の高関係流動性社会における対人関係

ドメインでの成功度が低くなることが分かった。またこのことは、低関係流動性社会出身者

たちは高関係流動性社会において、他者をよく信頼していないことによって説明できた。移

動前の社会環境に対して適応的にふるまっていたことが、新たな社会環境においては順応

の妨げになる可能性が示された。 

新たな環境に対して、人々は少なくとも即座に心理・行動を順応させられるわけではない

という心理・行動可塑性の限界を、今回の調査の結果は示している。また、低関係流動性社

会出身者は、高関係流動性社会における順応の程度が低い、という特定の状況において成功

度が低くなりやすい人たちの性質を理解できたことは、効果的な心理的援助を行うための

スクリーニングにおいて将来役立つだろう。 

 

本研究の問題と将来の検討課題 

 本研究においては、高関係流動性社会における適応的ふるまいの指標として３つの性質

（一般的信頼、自己開示、自尊心）について計測した。しかし、一般的信頼以外の指標であ

る自己開示と自尊心は、これまでの先行研究において観察されていた、関係流動性や成功度

との関連を再現しなかった。測定方法の改善や統制変数の追加によって、これらのふるまい
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指標においても、関係流動性や対人関係における成功が再現されるかどうか、検討する必要

がある。 

 また、本研究では、移動前の環境が移動後のふるまいに影響を与えるメカニズムについて

は調べられていない。例えば、移動前の社会が低関係流動性であった人々が、移動後の高関

係流動性社会において一般的信頼が低いのは、移動前において一般的信頼が低く、移動後も

そのまま変わらなかったことによるものかもしれない。一方で、移動前の社会が低関係流動

性社会であると、高関係流動性社会に移動したとき、一般的信頼が低下するために、このよ

うな関係性が観察されるのかもしれない。このことは、移動前におけるふるまい方がわから

なければ、検討のしようがない。このメカニズムについてより詳細に知るためには、個人を

単位とした追跡調査による縦断調査を行うべきだろう。代替的な調査方法として、本研究に

て過去の社会環境について思い出して評価してもらったように、過去の自分のふるまい方

について評価させることも考えられるが、その場合評価の不確実性が高まる可能性が懸念

される。すなわち、人々が過去について評価する際、回顧バイアスと呼ばれるバイアスが生

じることが知られている (Shachar & Eckstein, 2007)。過去の関係流動性は社会についての性

質なので、本研究で行った通り測定の妥当性を客観的指標や分布の様子からある程度検証

できるが、個人の心理傾向については難しいだろうと考えられる。よって、社会間の移動を

控える人々に対して少なくとも 2 回の追跡調査を行うことで、もとのふるまい方が、社会間

の移動においてどの程度変化し、どの程度変わらないのか調査することが望ましいだろう。 

さらに、移動前の社会環境が、移動後においていつまで影響を及ぼすものなのかはわから

ない。本研究では環境移動後 1 年以内におけるふるまいや成功度について調べた。一方で、

先行研究においては、移動後の環境で長く過ごすことが、移動後の社会における成功度を高

める一つの要因であることが指摘されている (e.g. Zhang & Li, 2014; Chudek et al, 2015）。移

動後の社会において、長い時間過ごせば、もとの社会環境の影響がなくなるほど順応するか

どうかも、興味深い検討課題となるだろう。 

移動前の社会環境が与える長期的な影響について検討することは、移動前の社会環境の
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影響が、どれほど深刻なものとなりうるかについてのより詳細な評価をすることにもつな

がる。移動後の社会に対してあまりにも順応できなかった場合は、退学をしてしまったり、

心身を病んでしまったりする可能性も考えられる。今回の調査においては、移動後から調査

時点までにおいて、移動後の社会に留まっていた者だけが対象である。より継続的な調査を

行えば、ドロップアウトしてしまう確率に対する移動前の社会の影響も評価できるだろう。 

 最後に、本研究では、高関係流動性社会への移動に焦点を絞って調査を行った。この結果

が、低関係流動性社会への移動に関しても一般化できるかどうかについては、低関係流動性

社会へ移動する人々に焦点をあてた調査を行って調べるべきであろう。環境移動の方向に

よって、順応のしやすさに違いが生じる可能性があることが、関係流動性以外の環境変化に

ついて調べた先行研究においては指摘されている（Geeraert et al., 2019; Halfwerk et al., 2019）。

関係流動性に関しても同様に、低関係流動性社会への移動のほうが、元の環境の影響がより

強かったり、弱かったりすることが生じうるだろう。 
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第５章 研究 3：関係流動性の変化と適応

戦略の変化 

 研究３の目的は、社会の関係流動性が変化したとき、人々の心の性質はその変化の方向

に合わせて順応するのかどうかを明らかにすることである。社会によって関係流動性は異

なることによって、社会ごとに適応的な心理戦略も異なるため、人々は社会ごとに異なる

ふるまい方を身につけている。では、それぞれのふるまい方は果たして可塑的なものなの

で、環境変化があれば合わせて変化するものなのだろうか。研究１によって、人々は現在

の社会においても、一生の間に関係流動性の異なる社会を経験していることが分かった。

また、研究２によって、関係流動性が変化した後も、もとの社会の関係流動性の高低は、

個人のふるまいを通じて、その人の対人関係における成功を左右しうることが示された。 

しかし、研究２の結果からは、もといた社会の関係流動性がどのようにして人々の行動に

ついて影響を与えているのか明らかにすることができない。なぜなら、研究２は疑似的な縦

断調査であり、もとの社会で人々がどのようにふるまっていたかについてのデータがない

からである。例えば、新しい社会において、非適応的なふるまいが元いた社会環境と関連し

ているときについて考える。この関連は、もといた社会におけるふるまいが、新しい社会に

おいてもそのまま継続されているために生じているのかもしれない。あるいは、新しい社会

において、ふるまい方がより非適応的な方向に変化した結果かもしれない。もしくは、新し

い社会においてふるまい方が少しずつ適応的な方向に変化している一方で、もとの社会に

おいて身につけたふるまいの影響も残っているからかもしれない。これらの可能性のうち、

実際にどの状況が生じているのかを知るためには、個人について追跡調査をし、社会環境の

関係流動性の変化と個人のふるまいの変化がどのような関係にあるか調べる必要がある。 

研究 3 では、個人に対して追跡調査を行うことで、関係流動性との関連が知られているふ
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るまいが、関係流動性の変化とどのように結びついているかについて調べる。研究 3 では、

あるタイミングで関係流動性の変化を経験したと予測される人々に対し、環境変化の前後

において質問紙調査を行うことによって、このことを検討した。この関係流動性が変化した

と予測されるタイミングとは、新型コロナウイルスの流行のことである。 

新型コロナウイルス（COVID-19）は、2019 年 12 月に中国武漢市にて発見されたのち、

2020 年 3 月 11 日に WHO がパンデミックを宣言するほどの世界的な流行を見せた(World 

Health Organization, 2020; 岡部, 2020)。新型コロナウイルスは当初からヒト-ヒト間で飛沫感

染することが疑われたこと、また感染力が強く、感染すると死に至るまで重篤化する場合が

あったことから、多くの国で外出の自粛要請から学校の休校、海外からの入国や都市の封鎖

に至るまで厳しい防疫体制がとられた(岡部 2020; Alfano & Ercolano, 2020; 出入国在留管理

庁, 2022)。感染症の蔓延は、関係流動性を低くする要因のひとつとして考えられてきた

（Thomson et al., 2018）。なぜなら、感染症、特に人同士の接触によって伝染する感染症が蔓

延しやすい状況では、人が移動し交流すること、特に外集団との接触は、感染症リスクを高

めるため、忌避されるようになると考えられるからである。(Thornhill & Fincher, 2014)。加

えて、日本やアメリカを始めとする国々においては防疫のために物理的な移動が制限され

たため(Freeman & Schug, 2021)、この新型コロナウイルスの流行によって、関係流動性は

低くなるものと予想された。実際に、コロナ流行後の 2020 年 10 月に行われた、参加者にコ

ロナ流行前と流行後の関係流動性を同時に尋ねた調査では、特にアメリカにおいて、コロナ

流行後は流行前に比べて関係流動性が下がったと知覚されていた（Yuki et al., 2021）。 

 そこで、本調査においては、この予期せず生じた新型コロナウイルス流行を、社会におけ

る関係流動性の変動を観察するという、自然実験の機会だと捉え、調査を行うこととした。

本調査では、コロナ前に行われていた調査の回答を、同じ対象者に再度依頼することによっ

て、２つの時点それぞれの関係流動性と、関連する心理戦略の変化について調べた。 

再調査の対象は、北海道大学社会生態心理学研究室によって新型コロナウイルス流行前

に行われたインターネット上の質問紙調査のうち、以下の３つの条件を満たすものを探し
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て決定した。条件の１つめは、関係流動性および関係流動性と関連する心理戦略の指標が計

測されていたことである。イベント後の変化を知るためには、イベント前の状態が分からな

いといけないからである (樋口 et al., 2006)。このとき、関連する心理戦略の指標は、すで

に関係流動性との関連が知られているものを選んだ。なぜならば、本研究の目的は、関係流

動性との関連がこれまで知られていなかった心理戦略を明らかにすることではなかったか

らである。 

条件の２つめは、参加者に再度連絡をすることが可能な調査であったこと。調査の行われ

たプラットフォームやその設定によっては、参加者に再度回答依頼をすることが不可能で

あったため、そういった調査は当然のことながら対象とはならなかった。 

条件の３つめは、回答者の数が多い調査であったことである。任意回答の質問紙調査では、

再回答依頼を行っても、回答が行われない可能性がある。このサンプルサイズの減少を考慮

に入れたうえで、できるだけ多くのデータが得られるような、回答者が多い調査を対象とし

た。 

本研究では、新型コロナウイルス流行前後で関係流動性が低下したか、および心理戦略が

関係流動性の変化に関連して、適応的と考えられる方向に変化したかどうかを検証した。研

究 3-1 では一般的信頼 (Yamagishi & Yamagishi, 1994) をふるまいの指標とし、追跡調査に

よって新型コロナ流行前と流行後に 2 回計測できた日米在住者対象の調査のデータセット

について、研究 3-2 では促進焦点 (Higgins 1997, 1998) を同様に 2 回計測できた日本在住者

対象の調査のデータセットについて、それぞれ分析し、結果を報告する。 
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研究 3-1：新型コロナウイルスの流行に伴う関係流動性の変化と、一般的信頼の

変化 

 

目的 

 本研究の目的は、関係流動性が変化したとき、人々のふるまいはその変化の方向に合わせ

て、新たな環境に適した方向に変化するかどうかを調べることである。本研究では、関係流

動性と関連があることが先行研究で示されている一般的信頼(Yamagishi & Yamagishi, 

1994)の変化について調べる。一般的信頼とは、他者が一般的にどれほど信頼できるものと

ある個人が考えているかを表す心理戦略の指標であり(Yamagishi & Yamagishi, 1994)、社会

の関係流動性と正に関連することが知られている(Yamagishi & Yamagishi, 1994; Yuki et al., 

2007; Thomson et al., 2018)。また、研究 2 では、高関係流動性社会に移動した人々の一般的

信頼の高さは、もといた社会の関係流動性と関連していたことが示されている。 

 なお、新型コロナウイルスの流行と信頼の変化は、本研究以外にも調べられている。まず、

韓国において、新型コロナウイルスの流行前である 2016 年から新型コロナウイルス流行後

の 2020 年 4 月まで継続して個人を追跡したパネルデータを用いて解析を行った研究がある

(Kye & Hwang, 2020)。この調査によると、韓国において、新型コロナウイルスの流行で、

韓国社会、他者一般、中央政府および地方政府に対する信頼は上昇した一方で、司法、報道、

および宗教団体に対する信頼は減少していた。また、ノルウェーにおいては、2018 年に行

われた European Social Survey と同じ質問項目を、個人単位の追跡は行わずに 2020 年 5 月に

再調査することで、他者一般に対する信頼の集団単位での変化を調べた研究が行われてい

る(Thoresen et al., 2021)。ノルウェーでは、集団全体としてみたときの信頼の高さは新型

コロナウイルス流行前後で変化が見られなかった。また、自らが実際に新型コロナウイルス

に感染したり、身近な人がかかったりした経験がある人々は、流行後に他者一般に対する信

頼が高い傾向にあることから、感染症によって社会的なサポートを受けたことによって他

者への信頼が高まる可能性があると考察されている。なお、これら 2 つの先行研究では、関
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係流動性との関連は調べられていない。また、これらの研究において行われた他者への信頼

の計測は、本研究で用いた一般的信頼尺度（山岸、1998）は異なる質問項目によってされて

いることを付記する。 

理論仮説と予測. 先述のように、新型コロナウイルスの流行では、関係流動性は社会全体

において低下したと予測された。もし、一般的信頼が関係流動性の変化に順応的に変化する

のであれば、一般的信頼は関係流動性の変化に伴って社会全体で低下したと予測される。ま

た、個人においては、当該個人が暮らす局所的な社会環境の関係流動性が以前と比べより低

くなった者ほど、一般的信頼も以前と比べより低くなるだろう。 

 

方法 

 

2020 年 1 月に、日米で行われた 18 歳以上の一般人対象の有償オンライン調査の参加者

460 名（日本 230 名、米国 230 名）に対し、2021 年 2 月に新規調査参加を依頼した。ど

ちらの時点においても、参加者募集はクラウドソーシングサイトで行った。具体的には、

日本においては Lancers、米国においては Amazon Mechanical Turk（以下 “MTurk”）に

おいて行われた。いずれの調査においても、参加者らは、オンライン質問紙プラットフォ

ーム Qualtrics 上のオンライン質問紙に回答した。1 回目の調査では、日本では 250 円、ア

メリカでは 2.5US ドルが支払われていた。２回目の調査において報酬は、日本では 200

円、アメリカでは 2 US ドル支払われた。その結果、日本で 143 名（女性 60 名、男性 83

名、Mage=42.9, SDage=10.3, 再参加率 62.2%）、米国で 65 名(女性 27 名、男性 38 名、

Mage=45.3, SDage=11.6, 再参加率 28.7%31)、全体で 212 名（再参加率 45.4%）の有効な回

                                                        

31 日米での再参加率が異なるのは、主に参加者募集ツールのシステムの差によるものと考えら

れる。日本在住者向けに用いた Lancers では、追跡調査を行うために過去の調査参加者に向け

て一括でメッセージを送る機能がなかったため、個人に向けて個別に参加を促すメッセージを

送信した。一方、米国在住者向けに用いた MTurk では、追跡調査用の機能により、過去の調
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答を得た(表 3-1-1)。なお、2020 年 1 月時点では、は日米ともに、中国からの帰国者を中

心として新型コロナ感染確認は十数例のみであり（厚生労働省, 2020）、流行前であったと

言える。 

なお、この調査では日米 2 か国を対象としていたが、本調査では日米の差について調べ

ることは主な目的ではなかった。それにもかかわらず 2 か国分のデータを調べた理由は、

主にサンプルサイズをできるだけ確保しようと試みたことによる。ただし、日米によって

関係流動性や一般的信頼の変化の程度や関連の仕方に差があることも考えられたため、国

を表す変数が分析中では 

 

質問紙 

質問紙は、日本在住者向けに日本語、米国在住者向けに英語の文章が作成された。英文

は、英語を母語とするバイリンガルの研究者によって、日本語との翻訳の等価性の確認が

なされた。2 回の調査においては、ともに関係流動性尺度（Yuki et al., 2007）、一般的信頼

尺度(山岸,1998)が尋ねられた。また、デモグラフィック項目として、性別、年齢、出身地

の都市度、出身経済階層、主観的コロナ蔓延度（1 項目 6 点）が尋ねられた。質問内容に

ついての詳細は、付録 3-1-1(日本語), 付録 3-1-2 (英語)を参照されたい。 

関係流動性尺度. 関係流動性尺度（Yuki et al., 2007）は、参加者をとりまく社会環境のひと

つ、関係流動性の、調査時点における程度を測定するために用いられた。尺度は 12 項目か

ら構成され、参加者はそれぞれの項目がどの程度自らの周りの人々に関して当てはまるか

を６点尺度（１：全く当てはまらない～６：とても当てはまる）で回答した。尺度の信頼性

                                                        

査参加者に向けて一括でメッセージが送信された。しかし、MTurk では、Lancers のように個

別に参加を促すメッセージを送ることはできなかった。この違いによって、Lancers 利用者は

再調査が行われていることに気がつきやすかった一方で、MTurk 利用者にとって本研究は数あ

る調査依頼のひとつであったために気づかれにくかったのではないかと考えられる。 
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を表すクロンバックα係数は、第 1 回目の調査において .89、第 2 回目の調査において .92

であり（表 3-1-1）、十分な信頼性があった。 

一般的信頼尺度. 一般的信頼尺度(山岸,1998)は、調査時の参加者自身の一般的信頼を計測

するために用いられた。一般的信頼は、関係流動性に対する心理戦略の一つとされている。

尺度は６項目から構成され、参加者はそれぞれの項目がどの程度自らに当てはまるかを６

点尺度で回答した（１：全く当てはまらない～６：とても当てはまる）。尺度の信頼性を表

すクロンバックα係数は、第 1 回目の調査において .93、第 2 回目の調査において.94 であ

り（表 3-1-1）、十分な信頼性があった。 

主観的コロナ蔓延度. 主観的コロナ蔓延度は、２度目の調査時点における新型コロナの蔓

延度の認知を計測するために、今回の調査に合わせて作られ、使用された。この値は、新型

コロナウイルスの流行が関係流動性に影響を与えたことで一般的信頼に影響を与えた効果

と、新型コロナウイルス流行そのものが関係流動性以外の要因（例えば他者への不満の増大

など）を通じて一般的信頼に与えた効果とを、統計的に分離する統制変数として用いるため

に計測された。尺度は１項目「あなたのお住まいの地域では、どれくらい新型コロナウイル

スが流行していますか︖」であり、参加者はこれについて自らがどう感じるかを 6 点尺度

(1:まったく流行していない~6:とても流行している)にて回答した。なお、１度目の調査時

には、日米において新型コロナの流行は確認されていなかったことから、階層モデルにて主

観的コロナ蔓延度を共変量として統制する場合は、１回目の計測を０、２回目の計測を１と

表すダミー変数との交互作用項として組み込み、主観的コロナ蔓延度の係数推定について、

１回目の計測データの値が影響を与えないようにした。 

 

データクリーニング 

北海道大学社会生態心理学ラボで定められた基準によってデータクリーニングが行われ

た。すなわち、質問紙全体への回答時間が短く中央値の 30％以下であった、質問紙をよく

読んでいないことがトラップ質問への回答によって発覚した、IP アドレスが重複し同一人
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物であることが疑われた、居住地が日本または米国以外であった、第 1 言語が日本語また

は英語ではなかった、のいずれかに該当する回答は、分析から除外した。また本研究では、

追跡調査という特性上、年齢について整合性を確認することができたため、1 回目の調査に

おける回答と 2 回目の回答が大きく矛盾する場合32は、信用できない回答としてデータから

除外した。 

性別の回答について. 米国在住の英文回答者において、1 回目の調査と 2 回目の調査で性

別の回答が一致しないサンプルが 1 名分あったが、2 回目の調査では性別を “gender” とし

て尋ねていること、他の回答に特に問題が見られなかったことからデータとしては除外し

なかった。当該サンプルの性別については、非典型的な性自認をもつという意味で、「その

他」として集計した。また、回帰分析の際には「その他」のサンプルが 1 名だけであること

は、特にモデルの適合を検証するためのクロスバリデーションを行う際に問題を生じさせ

得る。そのため、性別のカテゴリーを「男性」、「男性以外」の２つとし、当該サンプルは女

性を含む「男性以外」のカテゴリーに当てはまるものとしてコーディングした。 

 

分析方針 

データの分析には R（ver 4.2.1）を用いた。また、特に断りのない限り、モデル適合に

                                                        

32 調査時点の間隔からすると、1 回目から 2 回目では、誕生日のタイミングによって [1,2] の

範囲で年齢が増加しているはずである。2 回の調査では、生年ではなく年齢を直接尋ねたた

め、回答において誤差が生じやすかったと考えられる(Smit, Deeg & Schmand, 1997)。そのた

め、今回の分析においては±2 の誤差は許容し、2 回の調査における年齢差が[-1, 4]に収まらな

い場合を、「大きく矛盾」する回答として除外した。データクリーニング後、年齢の増加分の分

布は、最小値-1, 最大値 2 であり、M = 1.05, SD = 0.42 であった。今後、より正確な年齢の測

定を行うためには、生年を尋ねる方式のほうが望ましいだろう(Smit, Deeg & Schmand, 

1997)。 
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は MCMC によるベイズ回帰を、brms パッケージの brm()を用いて行った。 

関係流動性もしくは一般的信頼の国レベルの変化の分析  

1 回目の調査と 2 回目の調査の間で、日米それぞれまたは両国において、環境変化によ

って集団の平均として関係流動性もしくは一般的信頼が減少したといえるかどうかを調べ

るため、関係流動性または一般的信頼の値を目的変数（Y）、個人を階層とし、調査時点を

予測変数（X）として含むモデルを数パターン適合した。それぞれのモデルの適合結果お

よび、推定された係数の事後分布を見ることによって、各変数において国全体で変化があ

ったといえるかどうかを判断した。本調査においては、特に次の予測について検証する。

(1）関係流動性は新型コロナウイルスの流行後、国によらず平均値が低下しただろう。(2)

一般的信頼は、新型コロナウイルスの流行後、国によらず平均値が低下しただろう。 

 このモデルに含める共変量は、予測される変数間の因果関係を表す DAG（非巡回有向

グラフ, Directed Acyclic Graph; Pearl et al.,2016 落海訳, 2019; McElreath., 2020）33を描写

することによって選定した（図 3-1-1 a）。まず、新型コロナウイルスの流行に影響を受け

ないが、関係流動性もしくは一般的信頼に影響を与えうる変数群（図 3-1-1 a の Z１）とし

て、国、性別、出身経済階層、出身地の都市度、年齢を統制変数とした。特に、年齢の統

制は重要であった。なぜならば、２回の調査の間に回答者の年齢が上がることで、社会環

境の変化とは関係なく、関係流動性や一般的信頼が平均的に上昇したり、下降したりする

                                                        

33 DAG は、統計的因果推論においては、興味がある変数間の因果関係を調べるために、調査

前にどのような変数について計測するべきかを決めたり、手元のデータにおいて統制すべき変

数や統制すべきでない変数を選定したり、どのような因果関係が想定される場合には因果関係

の推定が不可能であるかを知ったりするといった目的で使用される。因果関係を矢印で示すグ

ラフで表し、その構造を確認することによって、系統的に、これらのことを判断することがで

きる。なお、ここでは、ある変数の値が別の値から決まる関数として表されるときに、前者を

結果、後者を原因と考える（Pearl, et al.,2016 落海訳, 2019)。 
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可能性があるからだ。今回の調査において知りたいのは、２つの調査時点間で社会環境が

変化することによる、関係流動性や一般的信頼の変動であるから、回答者が年をとること

による効果は取り除かれるよう、統制された。 

 

 

 

図 3-1-1. 本研究にて想定した DAG 

四角が変数または変数群、矢印の向きが因果の方向を表す。本研究の分析にて特に着目した効果は、変数 X から Y に

向かう太線の矢印で示した。RMob: 関係流動性,  GT: 一般的信頼, ARS：黙従回答傾向, Timing: 調査の行われたタ

イミング（１回目、２回目） 

 

次に、新型コロナウイルスの流行度および、流行度から影響を受け得る変数群（図 3-1-

1 a の Z2）について考える。まず、新型コロナウイルスの流行度は、X と Y の中間点であ

る可能性がある。まず、調査時点自体の効果（新型コロナウイルスの流行を経験したか否

かの効果と、時間の経過による効果を含む）について知るために、新型コロナウイルスの

流行度を変数として含めずに分析した。次に、新型コロナウイルスの主観的な流行度を変

数として含めた回帰モデルも作成し、流行度の影響を知り、またこれを統制することを試

みた。 

そのほかの流行度から影響を受け得る変数群は回帰モデルには含めなかった。たとえ

ば、多国間調査においてよく統制の対象となる黙従傾向（ARS, Tasaki & Shin, 2017）は、

モデルに組み込まなかった。理由は以下の２つである。1）ARS が国際比較研究において
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統制される主な理由は、国ごとにおける変数の値の高低差を比較するとき、それが着目す

る要因でなく、回答傾向の差によってもたらされているという混交を防ぐためである。一

方、今回の調査の目的は、国の差について調べることを主目的としていない。2）ARS

は、個人の特性と社会の様相両方から影響を受け得ることが知られている（Tasaki & Shin, 

2017）。ARS が個人の安定的な性質に影響を受けるものであると考えるのであれば、個人

を階層としたり、性別や出身経済階層を統制したりする時点で、ARS の効果はブロックさ

れるため、分析に入れる必要がない。また、社会の様相によって ARS が影響を受けると考

えるとき、新型コロナウイルスの流行が ARS の先行要因となるのであれば、新型コロナウ

イルスの流行の有無（調査時点）および流行の程度（主観的蔓延度）を統制した時点で

ARS の結果への影響はすでに取り除かれている。本研究で描画した DAG とは異なり、

ARS は、関係流動性や一般的信頼から影響を受けているといった、逆向きの因果方向をも

っているかもしれない。その場合、ARS を回帰分析の統制変数として加えることは、結果

にバイアスを生じさせる。不用意にバックドアパスを開かないためにも、今回の回帰分析

においては投入をしなかった。 

 回帰分析において、連続変量は標準化された。なお、異なる調査時点間での係数のスケ

ールを一致させるため、標準化は 2 時点を合わせて考えたときの平均分散(表 3-1-1)を用

いて行われている。また、係数の事前分布は平均 0、分散 1 の正規分布として与えられ

た。これは、ベイジアンモデリングにおいて、事前に強い仮定をおかない、保守的な事前

分布の仮定である（McElreath, 2020）。また、k=5 の k-fold クロスバリデーション34によ

                                                        

34 クロスバリデーションとは、モデルの評価方法のひとつである。K-fold 法では、データセッ

トを k 個に分割し、k-1 個分のデータを用いてモデルをフィッティングしたときに、残りのデ

ータをどれほどよく予測できるかを評価することを、k 回繰り返す。モデルに必要な変数が不

足している場合や、モデルが複雑すぎてデータに対して過剰適合を起こすものである場合は、

残りのデータに対する予測性が悪くなることを利用して、モデルを評価する。クロスバリデー
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り、どのモデルが予測性と倹約性に優れているかモデル選択を行った。 

関係流動性の変化と一般的信頼の変化の関係の分析 

個人が経験した関係流動性の変化が、一般的信頼の変化を引き起こすかどうかについ

て、2 種類の方法を用いて検討した。第 1 は単純な差分の差分法（differences in 

differences, DID; Schiozer et al., 2021;安井, 2020; Angrist & Pischke, 2008）、第 2 は一般的

信頼を目的変数とし、予測変数として関係流動性をもつ個人を階層とした線形モデルの適

合である。 

差分の差分法とは. 第 1 の分析法である差分の差分法とは、原因となる変数が変化すれば、

その変化量に応じて結果変数も変化するはずであることを利用して、原因とみられる変数 X

と結果とみられる変数 Y という、ふたつの変数間に因果的関係があるかどうか判定する、

統計的因果推論手法のひとつである（Schiozer et al., 2021;安井, 2020; Angrist & Pischke, 

2008）。特に、実験的に統制することが困難かつ結果に大きな影響を与えうる、固有の性質

（性格や歴史的経緯など）をもつ、個人や法人、自治体などを単位とする分析に有効である。

原因の変化が起こる前の結果変数の値を差し引くことによって、結果変数に固有の性質が

与えていた影響を取り除くことができるからである。X と Y の相関関係が、性格など共通

要因から説明される疑似相関である場合は、X が変化しても Y は変化しないことから、変

化量に関連は生じないと想定される。一方、２つの変数の変化量に関連がみられるのであれ

ば、２つの変数間には、原因 X が変化したことで結果 Y が変化するという因果関係がある

と考えられる。差分の差分法において、原因変数は施策の実施のような二値であることが多

いが、連続変量の変化に対しても適用可能である（Schiozer et al., 2021; 安井, 2020）。 

本研究における差分の差分法の適用法. 今回は、関係流動性および一般的信頼それぞれにお

                                                        

ションでは、ELPD(expected log predictive density)を指標としてモデルを比較する。ELPD が

大きい値をとるほど、そのモデルはデータの入れ替わりに対して頑健な良いモデルとして判断

される。 
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いて、各個人における２回目の測定値から 1 回目の測定値を引き算して差分値とし、関係流

動性の差分が一般的信頼の差分と関連するかどうかで、関係流動性の変化が一般的信頼の

変化を引き起こすかどうかを検討した。より具体的には、一般的信頼の差分値と、関係流動

性の差分値とのベイジアンロバスト相関を調べたときに、相関係数が０より大きいと言え

るかどうか、パラメーターの事後分布を見て判断した。関係流動性と一般的信頼は正の相関

関係があることが知られているため（Yamagishi & Yamagishi, 1994; Yuki et al., 2007; Thomson 

et al., 2018）、関係流動性の低下が一般的信頼の低下の原因となるのであれば、差分値同士に

は正の相関関係が生じるはずである。ただし、一般的信頼の値の変化は関係流動性の変化に

遅れて生じる可能性もあるため（研究２）、もしこの分析において差分値の間に関係が見い

だせなかったとしても、ただちに 2 変数間の因果関係が否定されるわけではない。 

差分の差分法の問題点. 差分の差分法は、説明変数の変化量と結果変数の変化量の関係を直

接的に調べるため、直感的に理解しやすい。それにも関わらず、本研究にて、差分の差分法

だけではなく、個人を階層とした線形モデルを適合するのには、主に３つの理由がある。ひ

とつ目は、差分値の間に関係性が見いだせなかった場合、解釈に困ることである。先に述べ

た通り、一般的信頼の変化は、関係流動性の変化よりも遅れることも想定される。もしそう

であったとき、差分の差分法だけでは、コロナ前の関係流動性と一般的信頼の関係がどうで

あったか知ることができない。かといって、2 時点について別々にモデル適合を行うことは、

情報の損失を伴うため推奨されない(McElreath, 2020)。階層線形モデルを用いれば、2 時点

のデータを同時に用いながらモデル適合を行うことができる(McElreath, 2020)。 

ふたつ目は、2 回分の計測値を用いて差分変数を作成しモデル適合を行うことには、統

計的な問題があるという指摘があるからである（Edwards, 1995；Cafri et al., 2010）。例え

ば、もともと測定誤差が想定される変数同士を引き算して作る差分の値は、その信頼性が

より損なわれる(Edwards, 1995；Cafri et al., 2010）。この問題を回避するためには、それ

ぞれの変数を差分変数に合成せず、そのままモデルに組み込むことが推奨されている

（Edwards, 1995）。階層モデルならば、1 回目と 2 回目の計測値をそれぞれそのままモデ
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ルに組み込むことができる。3 つ目の理由は、今回のデータは差分の差分法における平行

トレンド仮定を厳密には満たしていない可能性が高いことである。平行トレンド仮定と

は、着目する要因に変化がない場合は、各々の目的変数は平行関係を保ったまま推移する

という仮定である（Schiozer et al., 2021;安井, 2020; Angrist & Pischke, 2008）。つまり、着

目する要因と時系列における上昇または下降のトレンド以外の要因が目的変数に影響を与

えていないときのみ、差分の差分法による推論は信頼できる。しかし、今回の目的変数で

ある一般的信頼の変化には、関係流動性の変化以外の要因が影響を与えている可能性があ

る。例えば、コロナウイルスの流行の程度は、例えば他者一般への不信の増大という形で

関係流動性の変化を介さない経路で一般的信頼に影響を与えているかもしれない。 

階層線形モデル適用の利点. 個人を階層としたモデルでは、個人に対して反復測定を行った

ときの結果について、それぞれの調査時点における条件と、測定間で変わらない個人固有の

傾向を同時に考慮しながらモデルを当てはめることができる。すなわち、個人に固有の性質

はランダム切片やランダム傾きといったランダム項で統制され、効果を知りたい変数の影

響は固定効果35として推定される(大東, 2010)。この階層モデルを適用することによって、1

回目と 2 回目の測定値を差分変数としないままモデルに組み込むことができる。また、調査

時点における関係流動性以外の要因（例えば個人が知覚したコロナウイルス蔓延度）が、一

                                                        

35 ランダム効果、固定効果という語は、分野間において指すものが異なるため、注意が必要で

ある(Gelman 2004)。一般化線形モデル（GLMM）や階層ベイズモデルでは、ランダム効果と

固定効果という語はそれぞれ用いられる係数推定法が異なることを指す。実際の分析において

は、個や集団などに特有の性質をランダム効果、その影響を考慮した上での全体としての法則

性を固定効果として推定を行う(e.g. 大東 2010)。本稿ではこちらの意味で言葉を用いる。一

方、計量経済学の文脈を引く研究では、分析の単位である個や集団に特有の性質を「固定効

果」、固定効果を取り除いてなお現れる全体としての法則性を「ランダム効果」と呼ぶことがあ

る（e.g. Angrist & Pischke 2008; 樋口 他, 2006）。 
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般的信頼に影響を与える可能性も考慮することができる。さらに、例えば一般的信頼の変化

は関係流動性の変化に遅れるなどして、関係流動性と一般的信頼の関係がコロナ流行前後

で変わるという可能性も、測定時点と一般的信頼の交互作用項をモデルに入れることで検

討することができる。 

本研究における階層線形モデルの適用法. 本研究においては、関係流動性の変化と一般的信

頼の変化の関係に関して、階層線形モデルによる分析も行った。具体的には、一般的信頼を

目的変数、個人を階層とし、関係流動性を主な予測変数とするモデルを、数パターン作成し、

その係数の推定パターンがモデル間で異なるかどうか検討した。調整変数の選定には

DAG(図 3-1-1 b)を用いた。分析１と同じ理由で、ARS は調整変数に含めなかった。また、

特にこの中で統制が必要な変数は年齢である。なぜなら、X と Y に対して同時に影響を与

えている可能性があるからだ。統制変数としてこの効果をブロックしなければ、X と Y の

関係性のバックドアパスとなり、X と Y の間に見せかけの因果効果が推定されてしまう可

能性がある。なお、本研究のモデルのフィッティングにおいては、反復測定されたＹに対し

て、同時点において回答された年齢の値を、年齢データとして用いた。 

複数のパターンのモデルを用いたのは、関係流動性に対する交互作用について、探索的

に検討したからである。関係流動性と交互作用しうる変数としては、国、または調査時点

を仮定した。また、k=5 の k-fold クロスバリデーションにより、どのモデルが予測性と倹

約性に優れているかモデル選択を行った。もし、人々の心理が関係流動性に対して可塑的

に反応するのであれば、各時点における関係流動性は常に一般的信頼と正の相関をしてい

るだろう。 

 

結果と考察 

 

関係流動性もしくは一般的信頼の、国レベルの変化 

 新型コロナウイルス流行前後における、関係流動性および一般的信頼の代表値は表 3-1-1
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に示した。また、関係流動性と一般的信頼が、個人ごとに２回の調査間でどのように変化し

たかを、図 3-1-2 に示した。図 3-1-2 からは、関係流動性や一般的信頼は、減少した人もい

る一方で、増加した人もいることが見て取れる。 

 

表 3-1-1. 変数の要約統計量 

          

Characteristic Overall, N = 2091 
Country  

JP, N = 143a US, N = 66a α 

性別      

  女性 87 (42%) 60 (42%) 27 (41%)   

  男性 121 (58%) 83 (58%) 38 (58%)   

  その他 1 (0.5%) 0 (0%) 1 (1.5%)   

年齢 (流行後) 44(11) 43(10) 45(12)   

出身経済階層      

  1 : 下(下流層)  10 (4.8%) 5 (3.5%) 5 (7.6%)   

  2 : 中の下  47 (22%) 27 (19%) 20 (30%)   

  3 : 中(中間層)  114 (55%) 82 (57%) 32 (48%)   

  4: 中の上  32 (15%) 25 (17%) 7 (11%)   

  5 : 上(富裕層) 6 (2.9%) 4 (2.8%) 2 (3.0%)   

出身都市の規模 b      

  1: 大都市 70 (33%) 50 (35%) 20 (30%)   

  2: 中都市 84 (40%) 48 (34%) 36 (55%)   

  3: 小都市 55 (26%) 45 (31%) 10 (15%)   

新型コロナ蔓延度  

(流行後のみ) 

     

1: 全く流行していない 21 (10%) 18 (13%) 3 (4.5%)   

2: 少し流行している 77 (37%) 65 (45%) 12 (18%)   

3: そこそこ流行している 68 (33%) 42 (29%) 26 (39%)   

4: 流行している 38 (18%) 16 (11%) 22 (33%)   

5: とても流行している 5 (2.4%) 2 (1.4%) 3 (4.5%)   

関係流動性 (流行前) 3.80(0.76) 3.57(0.66) 4.30(0.72) 0.89 

関係流動性 (流行後) 3.79(0.81) 3.51(0.69) 4.41(0.68) 0.92 

関係流動性 (通算) 3.80(0.78) 3.54(0.68) 4.35(0.70)   

一般的信頼 (流行前) 3.67(1.03) 3.43(0.95) 4.20(1.00) 0.93 

一般的信頼 (流行後) 3.79(1.02) 3.55(0.94) 4.33(0.97) 0.94 

一般的信頼 (通算) 3.73(1.02) 3.49(0.95) 4.36(0.99)   

a n (%); Mean(SD)。b 数値が小さいほど都市規模が大きくなることに注意 
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図 3-1-2. 関係流動性および一般的信頼の変化量 

左下パネルの散布図は、ひとりひとりの関係流動性および一般的信頼の測定値が、コロナ前からコロナ後

にかけてどれだけ変化したかについてプロットしたものである。また、左上のパネルは関係流動性の変化

量、右下のパネルは一般的信頼の変化量についてのヒストグラムである。 

 

では、関係流動性もしくは一般的信頼は、流行前後で集団全体として一定の方向へ、特に

減少方向へ、変化したといえるだろうか？これを調べるため行った、階層線形モデル推定の

結果を、関係流動性、一般的信頼の順で以下に示す。 

関係流動性の変化. まず、関係流動性が、新型コロナウイルス流行前後で、国全体として

低下したかどうかを調べるための分析を行った。関係流動性を目的変数とし、調査時点を主

な説明変数とした階層線形モデルの適合結果は、表 3-1-2 の通りである。 

 

  



102 

 

表 3-1-2. 関係流動性を目的変数とした階層線形モデル a の結果 

  Model 3-1-1 Model 3-1-1 

Predictors b CI (95%) b CI (95%) 

Intercept -0.24 -0.43 – -0.05 -0.24 -0.43 – -0.04 

調査時点（１：流行後） -0.07 -0.20 – 0.05 -0.07 -0.19 – 0.06 

国（１：米国） 0.94 0.68 – 1.19 0.93 0.67 – 1.19 

性別（１：男性） -0.10 -0.32 – 0.13 -0.09 -0.32 – 0.13 

年齢 -0.02 -0.13 – 0.09 -0.03 -0.13 – 0.08 

出身都市規模 b -0.10 -0.21 – 0.02 -0.09 -0.21 – 0.01 

出身経済階層 0.05 -0.06 – 0.17 0.05 -0.06 – 0.16 

調査時点×国 0.22 0.00 – 0.44 0.21 -0.02 – 0.44 

新型コロナ蔓延度   0.02 -0.08 – 0.11 

Random Effects     

σ2 0.28  0.28  

τ00 0.49 ID  0.49 ID  

ICC 0.64  0.64  

N 209 ID  209 ID  

Observations 
418  418  

Marginal R2 / Conditional R2 0.258 / 0.727  0.257 / 0.727  

ELPDb -457.5  -460.6  

a ダミー変数以外の連続変量は標準化を行った。なお、年齢や関係流動性など 2 時点分のデータを用いる

変数は、異なる時点における係数のスケールを合わせるため、2 時点合わせたときの平均と分散を用いて標

準化を行っている。b 表 3-1-1 で示した通り、高い数字ほど都市規模が小さいことに注意。c Expected log 

predictive density from K-fold cross-validation (k=5)。 

 

  

まず、２つのモデルについて比べる。コロナ蔓延度認知を説明変数としてもたない Model 

3-1-1 と、説明変数としてもつ 3-1-2 では、推定される係数の値の傾向に大きな差はなく、ま

た Model 3-1-2 においてコロナ蔓延度は有意味といえるだけの大きな偏回帰係数をもたない

ことがわかる(β=0.02, 95%CI=[-0.08, 0.11]、表 3-1-2)。また、クロスバリデーションにより

計算された２つのモデルの ELPD(expected log predictive density) は、Model 3-1-2(-460.6)より

も Model 3-1-1(-457.5)の方が大きく、より説明力と倹約性のバランスに優れるものであると

いえるが、その差は 3.2 であり、あまり大きな差はないとも言える (Sivula et al.,, 2020; Vehtari 
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2022)36。以上を踏まえ、関係流動性の調査時点による変化は、Model 3-1-1 における結果を

主に示すこととする。 

調査時点による関係流動性の変化について、Model 3-1-1 の推定結果（表 3-1-2）に基づき

確認する。関係流動性の調査時点による変化は、国による交互作用があると仮定して推定を

行ったため、調査時点による平均値の違いは、調査時点の係数推定値だけでなく、調査時点

と国の交互作用項の推定値がどのように同時分布するかを考える必要がある。そこで、係数

の事後分布からのサンプリングにて、日米それぞれにおける、標準化された関係流動性にお

ける、平均値の変化の事後確率分布がどのようになるか計算した（図 3-1-3）。 

まず国ごとに、標準化された関係流動性の、平均値の変化についての推定結果を確認する。

日本における関係流動性平均変化量の推定値の分布は、平均-0.07, 95%CI = [-0.20, 0.05]であ

った。また、この変化量が０より大きいか小さいかについての、事後確率を確認すると、日

本にて関係流動性の平均値が上昇したという事後確率は 0.11, 下降したという確率は 0.89

であった。米国においては、関係流動性平均変化量の推定値は、平均 0.15, 95%CI = [-0.04, 

0.33]であった。米国にて関係流動性の平均値が上昇したという事後確率は 0.94, 下降したと

いう確率は 0.06 であった。 

 

  

                                                        

36 Sivla et al., (2020) および Vehtari (2020)によると、ELPD のモデル間の差が４以下である場

合は、モデル間の差はあまりないといえる。 
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図 3-1-3. 国ごとに推定された、標準化関係流動性平均変化量の同時分布 

それぞれの国における、標準化された関係流動性の、平均値の変化量についての同時分布を示す。これは、Model 3-1-1

において推定された、調査時点および調査時点×国の偏回帰係数の事後分布について、R の posterior パッケージの

as_drawn() を用いて、4 chain、2000 回ずつ、合計 8000 回のサンプリングを行うことで計算された。関係流動性の標準化

については、本文及び表 3-1-2 も確認されたい。破線の補助線は、横軸および縦軸の０の位置を表している。また、それ

ぞれの象限において、赤色で示した数値は、全体を１としたときにその象限に存在するプロットの割合である。すなわ

ち、標準化関係流動性平均の変化量がその象限内に収まることの事後確率を示している。 

 

次に、関係流動性の増減について、２つの国を同時に考えたとき、どのようなことが起こ

っていた可能性が高いか、事後確率の同時分布をみて確認する。日本にて関係流動性が下降

し、かつ米国にて関係流動性が上昇した確率が 0.84 と、他の組み合わせと比べ一番高かっ

た(図 3-1-3, 第 4 象限)。一方、予測においては、新型コロナ流行後、どちらの国でも関係流
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動性が低下したと考えていたが、日本および米国にてともに関係流動性が減少したという

事後確率は 0.05 であった(図 3-1-3, 第 3 象限)。 

以上の結果から、コロナウイルスの流行後、関係流動性は平均的に低下したとは言い難い

ことが示された。日本においては、もとの水準よりも減少した事後確率は 89％であり、減

少した傾向はあるものの、上昇をした確率も 11％あり、平均的に下がったとは言い切りが

たい。米国においては、関係流動性はむしろ上昇していたという事後確率が 94％と高い値

であったが、減少したという事後確率も 6%あり、明らかに減少したとも言い難い。 

一般的信頼の変化. 次に、一般的信頼が、新型コロナウイルス前後において、国全体で低

下したかどうかを検討した。一般的信頼を目的変数とし、調査時点を主な説明変数とした階

層線形モデルの適合結果は、表 3-1-3 の通りである。なお、この分析においては関係流動性

の影響をいったん無視するため、関係流動性は説明変数として含まれない。まず、２つのモ

デルについて比べる。コロナ蔓延度を説明変数としてもたない Model 3-1-3 と、説明変数と

してもつ Model 3-1-4 では、推定される係数の値の傾向に大きな差はなく、また Model 3-1-

4 においてコロナ蔓延度は有意味といえるだけの大きな偏回帰係数をもたないことがわか

る ( β =0.00, 95%CI=[-0.08, 0.08]) 。 ま た 、 交 差 検 証 よ り 計 算 さ れ た ２ つ の モ デ ル の

ELPD(expected log predictive density) は、Model 3-1-4(-411.4)よりも Model 3-1-3(-395.0)の方が

大きく、またその差は 16.4 であったため、より説明力と倹約性のバランスに優れるもので

あると考えられる（Sivula et al.,, 2020）。以上を踏まえ、関係流動性の調査時点による変化

は、Model 3-1-3 における結果を主に示すこととする。 

関係流動性の調査時点による変化を調べた時と同様に、一般的信頼の時期による変化に

ついて、日米それぞれにおける、標準化された一般的信頼の値における平均値の変化の事後

確率分布がどのようになるか計算した(図 3-1-4）。なお、ここでの変化量は、標準化された

一般的信頼の値に対するものである。まず、国ごとの一般的信頼の平均値変化量について述

べる。日本における分布は、平均 0.11, 95%CI=[0.01, 0.20]であった。また、この変化量が０

より大きいという事後確率は 98％, 小さいという確率は 2％であった。米国においては、平
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均 0.11, 95%CI=[-0.03, 0.25]であり、この変化量が０より大きいという事後確率は 0.94％, 0

より小さいという事後確率は 6％であった。 

 

表 3-1-3. 一般的信頼を目的変数とし、関係流動性を説明変数に含まない階層線形モデル a の結果 

  Model 3-1-3 Model3-1-4 

Predictors Estimates CI (95%) Estimates CI (95%) 

Intercept -0.35 -0.56 – -0.14 -0.35 -0.55 – -0.14 

調査時点（１：流行後） 0.11 0.01 – 0.20 0.11 0.00 – 0.21 

国（１：米国） 0.73 0.47 – 1.01 0.74 0.45 – 1.00 

性別（１：男性） 0.10 -0.13 – 0.34 0.11 -0.13 – 0.35 

年齢 0.10 -0.03 – 0.22 0.10 -0.02 – 0.21 

出身都市規模 b -0.12 -0.24 – 0.01 -0.12 -0.24 – 0.00 

出身経済階層 0.07 -0.06 – 0.19 0.07 -0.06 – 0.19 

調査時点×国 0.01 -0.16 – 0.18 0.01 -0.18 – 0.20 

新型コロナ蔓延度   0.00 -0.08 – 0.08 

Random Effects 

σ2 0.18 0.18 

τ00 0.69 ID 0.69 ID 

ICC 0.79 0.79 

N 
209 ID 209 ID 

Observations 418 418 

Marginal R2 / Conditional R2 
0.166 / 0.820 0.168 / 0.820 

ELPDc  -395.0  -411.4  

a ダミー変数以外の連続変量は標準化を行った。なお、年齢や一般的信頼など 2 時点分のデータを用いる

変数は、異なる時点における係数のスケールを合わせるため、2 時点合わせたときの平均と分散を用いて標

準化を行っている。b 表 3-1-1 で示した通り、高い数字ほど都市規模が小さいことに注意。c Expected log 

predictive density from K-fold cross-validation (k=5)。 
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図 3-1-4. 国ごとに推定された、標準化一般的信頼平均変化量の同時分布 

それぞれの国における、標準化された一般的信頼の、平均値の変化量についての同時分布を示す。これは、Model 3-1-3

（表 3-1-3）において推定された、調査時点および調査時点×国の偏回帰係数の事後分布について、R の posterior パッケ

ージの as_drawn() を用いて、4 chain、2000 回ずつ、合計 8000 回のサンプリングを行うことで計算された。一般的信頼

の標準化については、本文及び表 3-1-3 も確認されたい。破線の補助線は、横軸および縦軸の０の位置を表している。ま

た、それぞれの象限において、赤色で示した数値は、全体を１としたときにその象限に存在するプロットの割合である。

すなわち、標準化関係流動性平均の変化量がその象限内に収まることの事後確率を示している。 

 

 

次に、一般的信頼の増減について２つの国を同時に考えたとき、どのようなことが起こっ

ていた可能性が高いか、事後確率の同時分布(図 3-1-4)をみて確認する。すると、日本におい

ても、米国においても、一般的信頼が上昇したという確率が 0.92 と、他の増減の組み合わ

せと比べたとき一番高かった(第 1 象限)。一方、予測においては、新型コロナウイルス流行

後、どちらの国でも一般的信頼が減少したと考えていたが、日米ともに一般的信頼が低下し

たという事後確率はわずか 0.002 であった(第 3 象限)。 

 以上より、一般的信頼は、２回目の調査において低下したとは考えにくいことが示された。
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むしろ、日本においても米国においても、平均的には一般的信頼は上昇していた可能性が高

い。なお、本調査において、関係流動性の値が一般的信頼の値に影響を与えていたかどうか

は、次の分析で改めて検討を行う。 

まとめ. 新型コロナ流行前と流行後において、同一人物に対して関係流動性と一般的信頼

の計測を行い、その変化を分析した。予測においては、新型コロナ流行によって関係流動性

は低下し、また一般的信頼も低下すると考えられていた。しかし、関係流動性は、低下した

と言い切ることはできず、米国においてはかえって増加した傾向さえ見られた。一般的信頼

についても、両国においてともに低下した可能性は低く、むしろ両国において増加した可能

性のほうが高かった。 

 以上より、本研究の調査では、新型コロナウイルスの流行が社会全体に対して関係流動

性を低下させることを観察できなかった。しかし、個人ごとに２つの調査間でどのように関

係流動性および一般的信頼が変化したかを示す図 3-1-2 を改めてみると、個人によって、関

係流動性や一般的信頼が減少した者もいれば、増加した者もいることがわかる。本調査にお

ける、回答者内での関係流動性の値の変化量は、最小値-1.42, 最大値 2.33 であった。研究

１、２で述べた通り、先行研究では関係流動性の値が 0.15 違う場合でも、環境に差がある

として扱っている(Yuki et al., 2014)。また、関係流動性尺度による環境の測定は、実際の環

境を反映した妥当なものであることが先行研究によって示されている(Schug et al., 2010; 

Thomson et al., 2018)。これらのことから、この変動は個人にとっての環境変動を反映した有

意味なものであると推測される。 

本研究の主な目的は、関係流動性の変化が、一般的信頼の変化を引き起こしうるかどうか

調べることである。すなわち、関係流動性がある人にとって増加した場合、一般的信頼も高

くなるのかどうかを調べることである。２時点間の計測値について、個人の対応がない調査

データからでは、集団における平均値の変化以上の情報について調べることは困難だが、個

人の対応がある本研究のデータを用いれば、国全体の平均値以上の情報を得ることができ

る（樋口ら, 2006）。次に、個人が経験した関係流動性の変化が、当該個人の一般的信頼の変
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化とどのような関係があったのかについて、結果を示す。 

 

関係流動性の変化と一般的信頼の変化の関係 

 関係流動性が変化することで、一般的信頼の変化が生じたかについて知るため、２種類の

分析を行った。ここでは、差分の差分法による結果を示したのちに、階層線形モデルの結果

を示す。 

差分の差分法による分析結果. まず、差分の差分法によって、関係流動性の変化量が一般

的信頼の変化量と正の関連を示すかどうかを調べた。ひとりひとりの関係流動性及び一般

的信頼のデータについて、２回目の計測値から１回目の計測値を引いて作成した差分変数

(図 3-1-2)に対して、ベイジアンロバスト相関係数(Mirman et al., 2021; Baez-Ortega, 2018; Kurz, 

2019) を計算したところ、r = .16, 95%CI=[0.02, 0.31]であった。すなわち、関係流動性の変化

量と一般的信頼の変化量には、予測通り正の相関があることが分かった。 

階層線形モデルによる分析結果. 次に、一般的信頼が、どちらの計測時点においても関係

流動性と関連していたかを調べるために、一般的信頼を目的変数、関係流動性を主な説明

変数とした、交互作用項が異なる複数の階層線形モデルの適合を行った（表 3-1-4）。ま

ず、これらのモデルについて見比べると、推定された係数の大きさについて、モデル間で

大きな相違はみられないことがわかる。また、これらのモデルの ELPD は、Model 3-1-6 が

最大であり、次点の Model 3-1-7 との差は 23.3 と比較的大きなものであった（Sivula et al.,, 

2020）。よって、以下では、Model 3-1-6 の結果を主に示す。Model 3-1-6 は、関係流動性と

調査時点の交互作用をモデルに含むため、関係流動性の効果を知るためには調査時点ごと

に場合分けしながら考える必要がある。Model 3-1-6 の結果を用いて、２つの異なる調査時

点にて、それぞれある値の関係流動性が一般的信頼にどれほどの影響を与えていたかにつ

いて、図 3-1-5 に示した。推定された回帰直線を見ると(図 3-1-5 b)、流行後の２回目の調

査のほうが、関係流動性の一般的信頼に対する傾きが大きくなっている様子がわかる。以

下に、この傾きの具体的な値について記述する。 
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図 3-1-5. 関係流動性が一般的信頼に与えた効果 

関係流動性が一般的信頼に与えた効果に関して、Model 3-1-6（表 3-1-4）によって推定された結果を示す。a: モデルにて

推定された関係流動性および関係流動性×調査時点の係数から、関係流動性が一般的信頼に与えた効果量の同時事後分

布について示した。なお、係数は、標準化された関係流動性および一般的信頼に対するものである（本文および表 3-1-4

参照)。同時事後分布は、R の posterior パッケージの as_drawn() を用いて、４chain、2000 回ずつ、合計 8000 回のサンプ

リングを行うことで計算された。破線の補助線は、横軸および縦軸の０の位置を表している。また、それぞれの象限に

おいて、赤色で示した数値は、全体を１としたときにその象限に存在するプロットの割合である。すなわち、関係流動

性の効果がその象限内に収まることの事後確率を示している。b: 推定された一般的信頼に対する関係流動性からの回帰

直線を表す条件付きプロットである。この図は、R の brms パッケージの conditional_effects()を用いて描写された。複数

の説明変数が含まれるモデルに基づきながら、その中のひとつの説明変数を横軸にした回帰直線を描画するにあたって、

関係流動性および計測時点以外の説明変数は、連続変量である場合は平均値、カテゴリカルな場合は参照水準にあたる

値が代入されている。直線は、推定された回帰直線の最頻値を表し、影は、その 95％CI を表している。回帰線の傾きは、

a における効果量の値と同じである。 

 

まず、それぞれの調査時点での、関係流動性が一般的信頼に与える効果について考える。

初めに、１回目の調査における関係流動性の効果について調べる。今回のモデルにおいては、

表 3-1-4 における関係流動性の偏回帰係数がこれに対応し、平均 0.08, 95%CI=[-0.03, 0.18] で

あった。この値が０より大きい事後確率は 92.8％であった。すなわち、第 1 回の調査におい

て、関係流動性が一般的信頼と正の関連をしていた可能性は高いが、言い切れるほどではな

い。次に、2 回目の調査における関係流動性の効果を考える。これは、表 3-1-4 における関

係流動性の偏回帰係数と、関係流動性と調査時点の交互作用項の偏回帰係数を足し合わせ

たものである。事後分布からのサンプリングによってその値を計算したところ、平均 0.14, 
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95%CI=[0.04, 0.24]であった(図 3-1-5 a)。この値が 0 より大きいという事後確率は 99.5%であ

った。2 回目の調査では、関係流動性が一般的信頼と正の関連をしていた可能性は高いとい

える。 

表 3-1-4. 一般的信頼を目的変数とし、説明変数に関係流動性を含む階層線形モデル a の結果 

  Model 3-1-5 Model 3-1-6 Model 3-1-7 Model 3-1-8 

Predictors b CI (95%) b CI (95%) b CI (95%) b CI (95%) 

Intercept -0.33 -0.55 – -0.12 -0.33 -0.54 – -0.11 -0.32 -0.53 – -0.11 -0.33 -0.53 – -0.11 

関係流動性 0.07 -0.05 – 0.20 0.08 -0.03 – 0.18 0.10 -0.01 – 0.21 0.11 0.02 – 0.20 

調査時点 

（1: 流行後） 
0.13 0.02 – 0.24 0.13 0.03 – 0.24 0.11 0.01 – 0.21 0.11 0.01 – 0.21 

国（1: 米国） 0.65 0.35 – 0.96 0.66 0.36 – 0.95 0.62 0.33 – 0.92 0.63 0.34 – 0.92 

性別（1: 男性） 0.13 -0.12 – 0.35 0.12 -0.13 – 0.36 0.12 -0.13 – 0.37 0.12 -0.12 – 0.36 

年齢 0.10 -0.02 – 0.22 0.10 -0.02 – 0.22 0.10 -0.03 – 0.22 0.10 -0.02 – 0.22 

出身都市規模 b -0.11 -0.23 – 0.02 -0.11 -0.23 – 0.02 -0.11 -0.23 – 0.01 -0.11 -0.23 – 0.01 

出身経済階層 0.06 -0.06 – 0.18 0.06 -0.06 – 0.19 0.06 -0.06 – 0.18 0.06 -0.06 – 0.19 

新型コロナ蔓

延度 
0.00 -0.09 – 0.08 0.00 -0.09 – 0.08 0.00 -0.08 – 0.08 0.00 -0.08 – 0.08 

調査時点×国 -0.09 -0.32 – 0.15 -0.07 -0.29 – 0.14 -0.01 -0.20 – 0.17 -0.01 -0.20 – 0.17 

関係流動性×

調査時点 
0.05 -0.07 – 0.17 0.06 -0.04 – 0.16     

関係流動性×

国 
0.02 -0.20 – 0.23   0.02 -0.17 – 0.21   

関係流動性×

国×調査時点 
0.02 -0.20 – 0.24       

Random Effects 

σ2 0.18 0.18 0.18 0.18 

τ00 0.69 ID 0.69 ID 0.69 ID 0.69 ID 

ICC 0.79 0.79 0.79 0.79 

N 209 ID 209 ID 209 ID 209 ID 

Observations 418 418 418 418 

Marginal R2 / 

Conditional R2 
0.178 / 0.822 0.177 / 0.824 0.176 / 0.823 0.175 / 0.823 

ELPDc 
-417.0  -391.0  -414.3  -416.1  

a ダミー変数以外の連続変量は標準化を行った。なお、年齢や関係流動性など 2 時点分のデータを用いる変数は、異なる

時点における係数のスケールを合わせるため、2 時点合わせたときの平均と分散を用いて標準化を行っている。b 表 3-1-

1 で示した通り、高い数字ほど都市規模が小さいことに注意。cExpected log predictive density from K-fold cross-validation 

(k=5) 

 

  

では、2 回の調査における関係流動性の効果を同時に考えたとき、どのような関係があっ



112 

 

ただろうか。2 回目の調査における関係流動性と一般的信頼の関連のほうが、1 回目の関連

よりも大きいという事後確率を計算したところ、その値は 86.9％であった。また、2 回の調

査両方において関係流動性と一般的信頼の関連が正である同時確率は、92.6%であった(図 3-

1-5 a, 第 1 象限)。すなわち、１回目も２回目も関係流動性と一般的信頼は正の関連があっ

た可能性が高いが、言い切れるほどではない。また、新型コロナ流行後の２回目の調査では、

関係流動性と一般的信頼との関連はより強まっていた。 

1 回目も 2 回目も関係流動性が一般的信頼と正の関連をしていた確率が、そのほかの可能

性と比べたときに一番高いという結果からは、個人においては、関係流動性が新型コロナウ

イルス流行後に高くなった場合は、一般的信頼が高くなり、関係流動性が低くなった場合は

一般的信頼も低くなるという傾向があることが示唆される。またここから、2 つの時点にお

ける関係流動性および一般的信頼についての、個人内で回答の変動は、全くのでたらめな方

向に起こっていたわけではないことが、再帰的ではあるが推論される。 

ただし、新型コロナウイルスが流行する前の、1 回目の調査において、関係流動性と一般

的信頼の関連は明らかに正であるとは言い切れず、先行研究（Yamagishi & Yamagishi, 1994; 

Yuki et al., 2007; Thomson et al., 2018）における一般的信頼と関係流動性の関係を完全には再

現しなかった。そこで、事後的な分析として、第 1 回目の調査のデータだけを用いて一般的

信頼を目的変数とした線形回帰を行った場合、先行研究と同様の、一般的信頼と関係流動性

の正の関連がみられるかどうかを調べた。この回帰モデルを 3-1-9 として、その結果を表 3-

1-5 に示す。関係流動性の偏回帰係数は 0.05, 95%CI = [-0.08, 0.20] であり、どちらかという

と正の関連があるものの、Model3-1-6 と同様に 95％CI は０をまたぎ、明らかに正の関連が

あると言い切れないことが分かった。 

 

  



113 

 

表 3-1-5. 新型コロナウイルス流行前のデータのみを用いた、一般的信頼を目的変数とし、説明変数に関係

流動性を含む線形モデル a 

  Model 3-1-9 

Predictors Estimates CI (95%) 

Intercept -0.28 -0.50 – -0.06 

関係流動性 0.05 -0.08 – 0.20 

国（1: 米国） 0.67 0.36 – 0.98 

性別（1: 男性） 0.12 -0.13 – 0.38 

年齢 0.09 -0.04 – 0.22 

出身都市規模 b -0.09 -0.22 – 0.04 

出身経済階層 0.05 -0.09 – 0.18 

Observations 209 

R2 Bayes 0.16 

ELPDc -289.1 

a ダミー変数以外の連続変量は標準化を行った。b 表 3-1-1 で示した通り、高い数字ほど都市規模が小さい

ことに注意。c Expected log predictive density from K-fold cross-validation (k=5) 

 

最後に、関係流動性以外の変数の効果、特に個人、国、調査時点、そしてコロナウイルス

の蔓延度の効果について触れておく。まず、今回の分析においては、モデルに用いたデモグ

ラフィック項目以外による安定的な個人差を、個人のランダム切片として組み込んでいる。

個人に関する級内相関係数（Intraclass Correlation Coefficient, ICC）の値は、Model 3-1-6 にお

いて.79 であった。すなわち、一般的信頼の高さは、個人差の要因が大きいといえる。また、

国の効果は、米国をダミー変数において１としたときの偏回帰係数において、0.66, 

95%CI=[0.36, 0.95]と推定された。すなわち、米国のほうが常に日本よりも一般的信頼が高か

った。調査時点の効果は、関係流動性を説明変数に入れた後も依然として残った（0.13, 

95%CI=[0.03, 0.24]）。すなわち、コロナ流行後、関係流動性の変化以外の要因によっても、

一般的信頼は上昇していた。最後に、第 2 回目の調査時点における、新型コロナ蔓延度の知

覚に関して、偏回帰係数は 0.00, 95%CI = [-0.09 , 0.08]と推定された。説明変数に関係流動性

を含まなかった場合の結果と同様（表 3-1-3）、少なくとも 2 回目の調査時点において、ウイ

ルス流行の度合いは一般的信頼の値にほぼ影響を与えていないことが示された。 

まとめ. 分析の結果、個人にとって関係流動性が変化した場合、それに合わせる形で一般

的信頼も変化した可能性が高いことが示された。まず、差分変数を用いた、関係流動性の変
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化量と一般的信頼の変化量の関係は、正の相関を示した（図 3-1-2）。つまり、2 時点間で関

係流動性が上昇した人は一般的信頼も上昇し、関係流動性が下降した人は一般的信頼も下

がる傾向があった。また、階層線形モデルの分析において、関係流動性と一般的信頼は、個

人の安定的な性質や年齢による影響を統計的に取り除いたとき、どちらの時点においても

相関関係がある可能性が高いことが示された（表 3-1-4、図 3-1-5）。一般的信頼は、個人の

安定的な性質によって説明される割合が高く、容易に変化するものではないと考えられる

一方で、関係流動性の変化に対する可塑性も、時点によらず常にありそうだということがい

える。 
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研究 3-2：新型コロナウイルスの流行に伴う関係流動性の変化と、促進焦点の変

化 

 

目的 

 

 本研究の主な目的は、関係流動性が変化したとき、人々のふるまいはその変化の方向に合

わせて、新たな環境に適した方向に変化するかどうかを調べることである。研究 3-2 では、

関係流動性と関連があるとされるふるまいの中でも、特に促進焦点の変化について調べる。

促進焦点とは、制御焦点のうち、利得や成功に焦点を当て、追い求めようとする動機のこと

である(Higgins 1997, 1998)。促進焦点は、社会の関係流動性と正に関連することが先行研究

にて示されており、これは社会の関係流動性に対する適応の結果だと解釈されている（日野, 

2017）。研究 3-2 では、研究 3-1 にて取り上げた一般的信頼のように、促進焦点もまた関係

流動性の変化に応じて変化しうるか、日本在住者において新型コロナウイルス流行前後に

て計測を行った、パネルデータを用いて調べる。 

 研究 3-2 のもう一つの検討課題は、新型コロナウイルスの流行によって、日本の関係流動

性が低下したかどうかである。研究 3-1 では、新型コロナウイルスの流行前後にて、平均的

に関係流動性が顕著に低下しているとは言えなかった。新型コロナウイルスの流行前後に

おいて、日本では関係流動性は顕著に低下していないのかどうかについて、本研究のデータ

においても改めて確認する。 

理論仮説と予測. 

新型コロナウイルスの流行前後にて、日本社会全体の関係流動性は顕著に低下していな

いという研究 3-1 の結果が頑健なものであれば、本研究のデータにおいてもこのことが再確

認されるだろう。また、研究 3-1 において調べた一般的信頼と同様に、促進焦点が関係流動

性の変化に順応的に変化するのであれば、個人における促進焦点は関係流動性の変化に伴

って変化しているだろう。 
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方法 

 

新型コロナウイルス流行前である、2016 年 10 月から 2019 年 12 月までに行われた、日

本在住の 18 歳以上の一般人を対象とした４つの有償オンライン調査の参加者計 672 名に

対し、2021 年 10 月新規調査参加を依頼した。どちらの時点においても、参加者募集はク

ラウドソーシングサービス Lancers において行われた。再調査においては、システムによ

って自動的に送られる通知だけでなく、個別のメッセージ機能にて参加を依頼した。参加

者らは、Qualtrics 上のオンライン質問紙に回答した。２回目の調査において報酬は、200

円支払われた。その結果、最終的に 216 名（女性 103 名、男性 112 名、その他 1 名、

Mage=42.9, SDage=10.3, 再参加率 32.1%）の有効な回答を得た(表 3-2-1)。 

 

質問紙 

2 回の調査においては、ともに関係流動性尺度（Yuki et al., 2007）、促進焦点尺度

(Lockwood et al., 2002)の日本語訳(日野, 2017)が尋ねられた。また、デモグラフィック項目

として、性別、生年、出身経済階層、主観的コロナ蔓延度（1 項目 6 点）が尋ねられた。

質問内容についての詳細は、付録 3-2-1 を参照されたい。 

関係流動性尺度. 関係流動性尺度（Yuki et al., 2007）は、参加者をとりまく社会環境のひ

とつ、関係流動性の、調査時点における程度を測定するために用いられた。尺度は 12 項目

から構成され（付録 3-2-1）、参加者はそれぞれの項目がどの程度自らの周りの人々に関し

て当てはまるかを６点尺度（１：全く当てはまらない～６：とても当てはまる）で回答した。

尺度の信頼性を表すクロンバック α 係数は、第 1 回目の調査において .86、第 2 回目の調

査において .88 であり（表 3-2-1）、十分な信頼性があった。 

促進焦点尺度. 制御焦点尺度(Lockwood et al., 2002)の日本語訳(日野, 2017)に含まれる促進

焦点尺度は、調査時の参加者自身の促進焦点を計測するために用いられた。制御焦点尺度は
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18 項目から構成された。これには制御焦点を計測するための 9 項目に加え予防焦点を計測

するための 9 項目も含まれているが、先行する調査(日野, 2017)において、低関係流動性社

会では予防焦点が高いほど対人関係における成功につながる適応的機能があるという仮説

を支持する結果が得られていないため、今回の分析には使用しなかった。また、促進焦点を

計測するための項目のうち、学生時代のふるまい方を尋ねる項目（例：「学生だった頃の私

の大切な目標は、勉強の上で自分の念願を果たすことだった」）が 2 項目含まれるが、本研

究の目的は、調査回答時のふるまい方と関係流動性との関係を調べることであるため、これ

らの項目は除外した。よって、本研究では制御焦点尺度のうちの７項目を促進焦点尺度とし

て合成し、分析に用いた。参加者は「どうやって自分の願いや希望を達成することができる

か、よく想像する。」といった項目について、それぞれどの程度自らに当てはまるかを６点

尺度で回答した（１：全く当てはまらない～６：非常に当てはまる）。尺度の信頼性を表す

クロンバック α 係数は、第 1 回目の調査において .89、第 2 回目の調査において.87 であり

（表 3-2-1）、十分な信頼性があった。 

主観的コロナ蔓延度. 主観的コロナ蔓延度は、２度目の調査時点における新型コロナの蔓

延度を計測するために、研究 3-1 と同じものが使用された。尺度は１項目「あなたのお住ま

いの地域では、どれくらい新型コロナウイルスが流行していますか︖」であり、参加者はこ

れについて自らがどう感じるかを 6 点尺度(1:まったく流行していない~6:とても流行して

いる)にて回答した。なお、１度目の調査時には、日米において新型コロナの流行は確認さ

れていなかったことから、階層モデルにて主観的コロナ蔓延度を共変量として統制する場

合は、１回目の計測を０、２回目の計測を１と表すダミー変数との交互作用項として組み込

み、主観的コロナ蔓延度の係数推定について、１回目の計測データの値が影響を与えないよ

うにした。 

 

データクリーニング 

北海道大学社会生態心理学ラボで予め定められた基準によってデータクリーニングが行
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われた。すなわち、質問紙全体への回答時間が短く中央値の 30％以下であった、質問紙を

よく読んでいないことがトラップ質問への回答によって発覚した、IP アドレスが重複し同

一人物であることが疑われた、居住地が日本以外であった、第 1 言語が日本語ではなかっ

た、のいずれかに該当する回答は、分析から除外した。また本研究では、追跡調査という特

性上、年齢について整合性を確認することができたため、1 回目の調査における回答と 2 回

目の回答が大きく矛盾する場合37は、信用できない回答としてデータから除外した。 

性別の回答について. 回答者において、1 回目の調査と 2 回目の調査で性別の回答が一致

しないサンプルが 1 名分あったが、他の回答に特に問題が見られなかったことからデータ

としては除外しなかった。当該サンプルの性別については、非典型的な性自認をもつという

意味で、「その他」として集計した。また、回帰分析の際には「その他」のサンプルが 1 名

だけであることは、特にモデルの適合を検証するためのクロスバリデーションを行う際に

問題が生じさせ得る。そのため、性別のカテゴリーを「男性」、「男性以外」の２つとし、当

該サンプルは女性を含む「男性以外」のカテゴリーに当てはまるものとしてコーディングし

た。 

 

分析方針 

データの分析には R（ver 4.2.1）を用いた。また、特に断りのない限り、モデル適合に

は MCMC によるベイズ回帰を、brms パッケージの brm()を用いて行った。 

                                                        

37 本研究における新型コロナ流行後の新規調査では、研究 3-1 での反省を踏まえ、年齢では

なく生年を西暦で尋ねた。一方、コロナ流行前の調査においては、年齢を直接訪ねていた。生

年から計算される年齢と、前回の回答と経過年数から計算される現在の年齢について比べる

と、誕生月日によって±1 の誤差があり得る。さらに、±2 の回答による誤差は許容し、差が[-

3, 3]の範囲に収まらないものを「大きく矛盾」する回答として除外した。データクリーニング

後、この差は最小値-1, 最大 3, M = 0.16, SD = 0.48 であった。 
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関係流動性もしくは促進焦点の平均値の変化. 研究 3-1 と同様に、1 回目の調査と 2 回目の

調査の間で、日本において、集団の平均として関係流動性もしくは促進焦点がどのように変

化したかを調べるため、関係流動性または促進焦点の値を目的変数（Y）、個人を階層とし、

調査時点を予測変数（X）として含むモデルを、2 パターン適合した。2 つのモデルのうち

の一つは、新型コロナ蔓延度を統制変数として説明変数に含んだ。それぞれのモデルの適合

結果および、推定された係数の事後分布を見ることによって、各変数において国全体で変化

があったといえるかどうかを判断した。なお、研究 3-2 では、3-1 と異なり、再調査の対象

となった調査が複数個あったため、参加者がもともとどの調査に参加していたかを表す変

数「コロナ前の調査」が統制変数として加えられた。また、出身都市規模は調査されなかっ

たため、回帰分析の変数に含まれなかった38。 

回帰分析において、連続変量は標準化された。なお、異なる調査時点間での係数のスケ

ールを一致させるため、標準化は 2 時点を合わせて考えたときの平均分散(表 3-2-1)を用

いて行われている。また、係数の事前分布は平均 0、分散 1 の正規分布として与えられ

た。k=5 の k-fold クロスバリデーションにより、どのモデルが予測性と倹約性に優れてい

るかモデル選択を行った。 

 

関係流動性の変化と促進焦点の変化の関係. 個人が経験した関係流動性の変化が、促進焦

点の変化を引き起こすかどうかについて、研究 3-1 と同様、2 種類の方法を用いて検討した。

ひとつは単純な差分の差分法、もうひとつは促進焦点を目的変数とし、予測変数として関係

流動性をもつ個人を階層とした線形モデルの適合である。 

本研究における差分の差分法の適用法. 研究 3-1 と同様に、関係流動性および促進焦点そ

                                                        

38 出身都市規模がどのようなものであったかは、個人の時点によらない特性なので、個人

を表すランダム切片中にこの効果は含まれるだろうと想定される。そのため、この変数が

欠けてしまったことが今回の分析に重大な影響を与えるとは考えにくい。 
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れぞれにおいて、各個人における２回目の測定値から 1 回目の測定値を引き算して差分値

とし、関係流動性の差分が促進焦点の差分を説明するかどうかで、関係流動性の変化が促進

焦点の変化を引き起こすかどうかを検討した。より具体的には、２つの差分変数の、ベイジ

アンロバスト相関係数を計算した。関係流動性と促進焦点は正の相関関係があることが知

られているため（日野, 2017）、関係流動性の低下が促進焦点の低下の原因となるのであれ

ば、差分値同士は正の相関関係が生じるはずである。 

本研究における階層線形モデルの適用法. 研究 3-1 と同様に、関係流動性の変化と促進焦

点の変化の関係に関して、階層線形モデルによる分析も行った。具体的には、促進焦点を目

的変数、個人を階層とし、関係流動性を主な予測変数とするモデルについて、関係流動性と

調査時期の交互作用があるものとないものの２パターンを作成し、その係数の推定パター

ンがモデル間で異なるかどうか検討した。また、k=5 の k-fold クロスバリデーションにより、

どのモデルが予測性と倹約性に優れているかモデル選択を行った。もし、人々の心理が関係

流動性に対して可塑的に反応するのであれば、各時点における関係流動性は常に促進焦点

と正の相関をしているだろう。 

 

結果と考察 

 

 以下に、今回の調査の結果を示す。まず、関係流動性および促進焦点が、新型コロナウイ

ルスの流行前後で日本全体として変化したかどうかについて述べる。次に、促進焦点の個人

内での変化が、関係流動性の変化と関連していたかどうかについて述べる。 

関係流動性もしくは促進焦点の、国レベルの変化 

 まず、新型コロナウイルス流行前後によって、国全体として関係流動性、または促進焦点

が一定の方向に変化したかどうか、特に減少方向に変化したかを検討した。新型コロナウイ

ルス流行前後における、関係流動性および促進焦点の代表値は表 3-2-1 に示した。また、関

係流動性と促進焦点が、個人ごとに２回の調査間でどのように変化したかを、図 3-2-1 に示
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した。図 3-2-1 からは、関係流動性や促進焦点は、減少した人もいる一方で、増加した人も

いることが見て取れる。個人が経験した関係流動性の差分値は、最小値-2.00, 最大値 2.58, 

平均 -0.05 であり、促進焦点では、最小で-2.14, 最大で 4.57, 平均-0.07 であった。では、関

係流動性もしくは促進焦点は、流行前後で集団全体として一定の方向へ変化したといえる

だろうか？これを調べるため行った、階層線形モデル推定の結果を以下に記述する。 

 

 

表 3-2-1. 変数の要約統計量 

Characteristic N = 216a Cronbach'sα 

性別   

男性 112 (52%)  

女性 103 (48%)  

その他 1 (0.5%)  

生年(西暦) 1,977(9)  

コロナ前の調査(実施年)   

Ab(2016) 32 (15%)  

B (2016) 26 (12%)  

Cb(2017) 31 (14%)  

D (2019) 127 (59%)  

出身経済階層   

1 : 下(下流層) 12 (5.6%)  

2 : 中の下 52 (24%)  

3 : 中(中間層) 120 (56%)  

4: 中の上 27 (12%)  

5 : 上(富裕層) 5 (2.3%)  

コロナ蔓延度   

1: 全く流行していない 60 (28%)  

2: 少し流行している 117 (54%)  

3: そこそこ流行している 34 (16%)  

4: 流行している 5 (2.3%)  

関係流動性 (流行前) 3.58(0.65) 0.86 

関係流動性 (流行後) 3.53(0.67) 0.88 

関係流動性 (通算) 3.56(0.66)  

促進焦点（流行前) 3.80(0.89) 0.89 

促進焦点（流行後) 3.72(0.84) 0.87 

促進焦点（通算） 3.76(0.87)  

a n (%); Mean(SD), b Facebook 使用者のみ 
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図 3-2-1. 関係流動性および促進焦点の変化量 

左下の散布図は、ひとりひとりの関係流動性および促進焦点の測定値が、コロナ前からコロナ後にかけてどれだけ変化

したかについてプロットしたものである。また、左上は関係流動性の変化量、右下は促進焦点の変化量についてのヒス

トグラムである。 

 

関係流動性の変化. 新型コロナウイルス流行前後で、関係流動性が国全体として変化し

たかを検討した。関係流動性を目的変数とし、調査時点を主な説明変数とした階層線形モデ

ルの適合結果は、表 3-2-2 の通りである。まず、２つのモデルについて比べる。コロナ蔓延

度を説明変数としてもたない Model 3-2-1 と、説明変数としてもつ 3-2-2 では、推定される

係数の値の傾向に大きな差はなく、また Model 3-2-2 においてコロナ蔓延度は有意味といえ

るだけの大きな偏回帰係数をもたないことがわかる(b = 0.00, 95%CI=[-0.11, 0.11])。また、交

差検証より計算された２つのモデルの ELPD は、Model 3-2-2(-554.6)よりも Model 3-2-1(-

524.9)の方が 29.7 大きく、より説明力と倹約性のバランスに優れるものであると言える

（Sivula et al., 2020）。以上を踏まえ、関係流動性の調査時点による変化は、コロナ蔓延度を
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説明変数に持たない Model 3-2-1 の結果を主に示すこととする。 

 調査時点による関係流動性の変化について、Model 3-2-1 の推定結果に基づき確認する。

関係流動性の調査時点による変化は、調査時点を表すダミー変数の係数によって表される。

標準化された関係流動性の、平均値の変化についての推定結果は b = -0.06, 95% CI = [-0.19, 

0.07]であった。また、この変化量が０より大きいか小さいかについての、事後確率を確認す

ると、関係流動性の平均値が上昇したという事後確率は 0.18, 下降したという確率は 0.82 で

あった。 

 

表 3-2-2. 関係流動性を目的変数とした階層線形モデル a の結果 

  Model 3-2-1 Model 3-2-2 

Predictors b CI (95%) b CI (95%) 

Intercept 0.10 -0.11 – 0.31 0.09 -0.12 – 0.30 

調査時点 (1: 流行後) -0.06 -0.19 – 0.07 -0.06 -0.19 – 0.07 

性別 (1: 男性) -0.08 -0.33 – 0.16 -0.08 -0.32 – 0.16 

年齢 -0.06 -0.18 – 0.06 -0.06 -0.17 – 0.06 

出身経済階層 0.08 -0.04 – 0.20 0.08 -0.04 – 0.20 

流行前の調査 (0: 調査 D)     

A -0.20 -0.54 – 0.14 -0.20 -0.54 – 0.15 

B -0.14 -0.52 – 0.24 -0.13 -0.51 – 0.23 

C 0.13 -0.22 – 0.48 0.15 -0.20 – 0.49 

新型コロナ蔓延度   0.00 -0.11 – 0.11 

Random Effects     

σ2 0.44  0.44  

τ00 0.57 ID  0.57 ID  

ICC 0.56  0.57  

N 216 ID  216 ID  

Observations 432  432  

Marginal R2 / Conditional R2 0.041 / 0.571 0.042 / 0.571 

ELPDb -524.9  -554.6  

a ダミー変数以外の連続変量は標準化を行った。なお、年齢や関係流動性など 2 時点分のデータを用いる変数は、異な

る時点における係数のスケールを合わせるため、2 時点合わせたときの平均と分散を用いて標準化を行っている。b 

Expected log predictive density from K-fold cross-validation (k=5)  
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以上の結果から、研究 3-1 と同様に、コロナウイルスの流行後、関係流動性は平均的に低

下したとは言い難いことが示された。日本において、もとの水準よりも関係流動性の平均値

が減少した事後確率は 82％であり、減少していた可能性の方が高いものの、上昇したとい

う事後確率も 18％と無視できない大きさであることから、平均的に下がったとは言い切り

がたい。 

促進焦点の変化. 続いて、新型コロナウイルス流行前後で、促進焦点が国全体として変化

したかどうかを検討した。促進焦点を目的変数とし、調査時点を主な説明変数とした階層線

形モデルの適合結果は、表 3-2-3 の通りである。なお、この分析においては関係流動性の影

響をいったん無視するため、関係流動性は説明変数として含まれない。 

表 3-2-3. 促進焦点を目的変数とし、関係流動性を説明変数に含まない階層線形モデル a 結果 

  Model 3-2-3 Model 3-2-4 

Predictors b CI (95%) b CI (95%) 

Intercept 
-0.1 -0.31 – 0.12 -0.1 -0.31 – 0.11 

調査時点 (1: 流行後) -0.06 -0.17 – 0.05 -0.06 -0.17 – 0.05 

性別 (1: 男性) 0.11 -0.14 – 0.35 0.11 -0.13 – 0.36 

年齢 -0.08 -0.20 – 0.05 -0.08 -0.20 – 0.05 

出身経済階層 0.2 0.08 – 0.33 0.2 0.08 – 0.32 

流行前の調査 (0: 調査 D)     

A 0.22 -0.12 – 0.57 0.23 -0.12 – 0.57 

B -0.05 -0.44 – 0.33 -0.05 -0.43 – 0.32 

C 0.29 -0.06 – 0.65 0.29 -0.06 – 0.65 

新型コロナ蔓延度   0.01 -0.08 – 0.11 

Random Effects     

σ2 
0.3  0.3  

τ00 0.67 ID  0.67 ID  

ICC 
0.69  0.69  

N 
216 ID  216 ID  

Observations 
432  432  

Marginal R2 / Conditional R2 
0.08 / 0.711 0.082 / 0.710 

ELPD*2 
-499.6  -507.9  

a ダミー変数以外の連続変量は標準化を行った。なお、年齢や関係流動性など 2 時点分のデータを用いる変数は、異なる

時点における係数のスケールを合わせるため、2 時点合わせたときの平均と分散を用いて標準化を行っている。b expected 

log predictive density from K-fold cross-validation (k=5) 
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まず、２つのモデルについて比べる。コロナ蔓延度を説明変数としてもたない Model 3-2-

3 と、説明変数としてもつ Model 3-2-4 では、推定される係数の値の傾向に大きな差はなく、

また Model 3-2-4 においてコロナ蔓延度は有意味といえるだけの大きな偏回帰係数をもたな

いことがわかる(β=0.01, 95%CI=[-0.08, 0.11])。また、交差検証より計算された２つのモデル

の ELPD は、Model 3-2-4(-507.9)よりも Model 3-2-3(-499.6)の方が大きく、またその差は 8.3

であったため、Model 3-2-3 より説明力と倹約性のバランスに優れるものであると考えられ

る（Sivula, et al., 2020）。以上を踏まえ、関係流動性の調査時点による変化は、Model 3-2-3 に

おける結果を主に示すこととする。 

 関係流動性の調査時点による変化を調べた時と同様に、促進焦点の調査時点による変化

について確認する。調査時点による平均値の変化は、調査時点を表すダミー変数の係数によ

って表される。標準化された促進焦点の、平均値の変化についての推定結果は b=-0.06, 

95%CI = [-0.17, 0.05]であった。また、この変化量が０より大きいか小さいかについての、事

後確率を確認すると、促進焦点の平均値が上昇したという事後確率は 0.14, 下降したという

確率は 0.86 であった。以上より、促進焦点は、２回目の調査において全体的に顕著に低下

したとは考えにくいことが示された。日本において、もとの水準よりも減少した事後確率は

86％であり、促進焦点の平均値が減少していたという確率の方が高いものの、上昇したとい

う事後確率も 14％あることから、平均的に下がったとは言い切りがたい。 

まとめ. 新型コロナ流行前と流行後において、同一人物に対して関係流動性と促進焦点

の計測を行い、その変化を分析した。関係流動性の平均値は、研究 3-1 と同様に、減少の傾

向はあるものの、はっきりと言い切れるほどではなかった。少なくとも、新型コロナ流行に

よる行動制限のピークを過ぎた場合、平均的な関係流動性はもとの水準と比べて大きく変

わらないことが再び示された。 

 促進焦点の平均値についても、はっきりとした減少は確認できなかった。促進焦点の値に

対して関係流動性が影響を与えたかどうかは、続く分析で検証する。 
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関係流動性の変化と促進焦点の変化の関係 

 ここでは、関係流動性が変化することで、一般的信頼の変化が生じたかについて知るため

に行った、２種類の分析についてそれぞれ示す。 

差分の差分法による分析結果. まず、差分の差分法によって、関係流動性の変化量が一般

的信頼の変化量と正の関連を示すかどうかを調べた。ひとりひとりの関係流動性及び一般

的信頼のデータについて、２回目の計測値から１回目の計測値を引いて作成した差分変数

(図 3-2-1)に対して、ベイジアンロバスト相関係数(Mirman et al., 2021; Baez-Ortega, 2018; Kurz, 

2019)を計算したところ、r = .06, 95%CI=[-0.08, 0.20]であった。差分同士の相関は、０と顕著

に異なるものとは言えなかった。 

階層線形モデルによる分析結果. 次に、促進焦点が関係流動性とどちらの時点において

も関連しているかどうか調べるため、促進焦点を目的変数、関係流動性を主な説明変数とし、

交互作用項が異なる階層線形モデルの適合を行った（表 3-2-4）。まず、これらのモデルにつ

いて見比べると、推定された係数の大きさについて、モデル間で大きな相違はみられないこ

とがわかる。また、これらのモデルの ELPD は、Model 3-2-5 のほうが Model 3-2-6 よりも 8.0

大きなものであった。よって、以下では、Model 3-2-5 の結果を主に示す。 

Model 3-2-5 は、関係流動性と調査時点の交互作用をモデルに含むため、関係流動性の効

果を知るためには調査時点ごとに場合分けしながら考える必要がある。Model 3-2-5 の結果

を用いて、２つの異なる調査時点にて、それぞれある値の関係流動性が促進焦点にどれほど

の影響を与えていたかについて、図 3-2-2 に示した。推定された回帰直線を見ると(図 3-2-2 

b)、流行前の調査のほうが、関係流動性の促進焦点に対する傾きが大きくなっている様子が

わかる。以下に、この傾きの具体的な値について記述する。 
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表 3-2-4. 促進焦点を目的変数とし、関係流動性を説明変数に含む階層線形モデル a の結果 

  Model 3-2-5 Model 3-2-6 

Predictors b CI (95%) b CI (95%) 

Intercept -0.11 -0.32 – 0.10 -0.1 -0.32 – 0.10 

関係流動性 0.14 0.03 – 0.24 0.13 0.04 – 0.22 

調査時点(1: 流行後) -0.05 -0.16 – 0.06 -0.05 -0.17 – 0.06 

性別(1: 男性) 0.12 -0.12 – 0.37 0.12 -0.12 – 0.35 

年齢 -0.07 -0.18 – 0.05 -0.07 -0.19 – 0.05 

出身経済階層 0.19 0.07 – 0.31 0.19 0.07 – 0.31 

流行前の調査 (0: 調査 D)     

A 0.24 -0.09 – 0.59 0.24 -0.10 – 0.58 

B -0.04 -0.42 – 0.34 -0.04 -0.41 – 0.34 

C 0.28 -0.07 – 0.61 0.28 -0.06 – 0.62 

新型コロナ蔓延度 0.02 -0.08 – 0.12 0.02 -0.08 – 0.11 

関係流動性×調査時点 -0.01 -0.13 – 0.11   

Random Effects     

σ2 0.3  0.3  

τ00 0.63 ID  0.63 ID  

ICC 0.68  0.68  

N 216 ID  216 ID  

Observations 432  432  

Marginal R2 / Conditional R2 0.102 / 0.706 0.100 / 0.707 

ELPDb -497.5  -505.5  

a ダミー変数以外の連続変量は標準化を行った。なお、年齢や関係流動性など 2 時点分のデータを用いる変数は、異なる

時点における係数のスケールを合わせるため、2 時点合わせたときの平均と分散を用いて標準化を行っている。b Expected 

log predictive density from K-fold cross-validation (k=5) 
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図 3-2-2. 関係流動性が促進焦点に与えた効果 

関係流動性が促進焦点に与えた効果に関して、Model 3-2-5（表 3-2-4）によって推定された結果を示す。a: 

モデルにて推定された関係流動性および関係流動性×調査時点の係数から、関係流動性が促進焦点に与え

た効果量の同時事後分布について示した。なお、係数は、標準化された関係流動性および促進焦点に対す

るものである（本文および表 3-2-4 参照)。同時事後分布は、R の posterior パッケージの as_drawn() を用い

て、４chain、2000 回ずつ、合計 8000 回のサンプリングを行うことで計算された。破線の補助線は、横軸お

よび縦軸の０の位置を表している。また、それぞれの象限において、赤色で示した数値は、全体を１とし

たときにその象限に存在するプロットの割合である。すなわち、関係流動性の効果がその象限内に収まる

ことの事後確率を示している。b: 推定された促進焦点に対する関係流動性からの回帰直線を表す条件付き

プロットである。この図は、R の brms パッケージの conditional_effects()を用いて描写された。複数の説明

変数が含まれるモデルに基づきながら、その中のひとつの説明変数を横軸にした回帰直線を描画するにあ

たって、関係流動性および計測時点以外の説明変数は、連続変量である場合は平均値、カテゴリカルな場

合は参照水準にあたる値が代入されている。直線は、推定された回帰直線の最頻値を表し、影は、その 95％

CI を表している。回帰線の傾きは、a における効果量の値と同じである。 

 

まず、それぞれの調査時点での、関係流動性が促進焦点に与える効果について考える。初

めに、１回目の調査における関係流動性の効果について調べる。今回のモデルにおいては、

表 3-2-4 における関係流動性の偏回帰係数がこれに対応し、平均 0.14, 95%CI=[0.03, 0.24] で

あった。この値が０より大きい事後確率は 99.4％であった。すなわち、第 1 回の調査におい

て、関係流動性が促進焦点と正の関連をしていたと言ってよいだろう。次に、2 回目の調査

における関係流動性の効果を考える。これは、表 3-2-4 における関係流動性の偏回帰係数と、

関係流動性と調査時点の交互作用項の偏回帰係数について、同時分布を考慮しながら足し

合わせたものである。事後分布からのサンプリングによってその値を計算したところ、平均

0.12, 95%CI=[0.02, 0.23]であった(図 3-2-2 a)。この値が 0 より大きいという事後確率は 99.0%
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であった。新型コロナ流行後の調査においても、関係流動性と促進焦点は正の関連をしてい

たといってよいだろう。ここから、個人においては、関係流動性が新型コロナウイルス流行

後に高くなった場合は、促進焦点が高くなり、関係流動性が低くなった場合は促進焦点も低

くなるという傾向があると考えられることが示された。 

では、2 回の調査における関係流動性の効果を同時に考えたとき、どのような関係があっ

ただろうか。1 回目の調査における関係流動性と促進焦点の関連のほうが、2 回目の関連よ

りも大きいという事後確率を計算したところ、その値は 56.5％であった。また、2 回の調査

両方において関係流動性と促進焦点の関連が正である同時確率は、98.4%であった(図 3-2-2 

a, 第 1 象限)。すなわち、１回目も２回目も関係流動性と促進焦点は正の関連があった可能

性が高い。また、2 回の調査において、関係流動性と促進焦点の関連の程度は、1 回目のほ

うが高かった事後確率と 2 回目のほうが高かった事後確率は同程度であり、はっきりとし

た傾向はみられなかった。 

最後に、関係流動性以外の変数の効果、特に個人、調査時点、そしてコロナウイルスの主

観的蔓延度の効果について触れておく。まず、今回の分析においては、モデルに用いたデモ

グラフィック項目以外による安定的な個人差を、個人のランダム切片として組み込んでい

る。個人に関する級内相関係数（Intraclass Correlation Coefficient, ICC）の値は、Model 3-2-5

において.68 であった。すなわち、促進焦点の高さは、個人差の要因が大きいといえる。調

査時点の効果は、関係流動性を説明変数に入れた後も、大きなものではなかった（-0.05, 

95%CI=[-0.16, 0.06]）。最後に、第 2 回目の調査時点における、新型コロナ蔓延度の知覚に関

して、偏回帰係数は 0.02, 95%CI = [-0.08 , 0.12]と推定された。説明変数に関係流動性を含ま

なかった場合の結果と同様、少なくとも 2 回目の調査時点において、新型コロナウイルス流

行の度合いは促進焦点の値にほぼ影響を与えていないことが示された。 

まとめ. 差分変数同士の顕著な正の相関は確認されなかったが(図 3-2-1)、階層線形モデル

において、関係流動性と促進焦点は時点によらず正の関連があることが示された（表 3-2-4, 

図 3-2-2）。もし仮に、個人において、時点ごとに関係流動性と促進焦点の回答の変化がラン
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ダムに生じるのであれば、階層線形モデルにおいて関係流動性と促進焦点に時点によらな

い正の関連は見られないはずである。よって、差分の差分法によって顕著な正の相関が観察

されなかったことは、研究 3-1 の分析方針部分で議論したように、差分変数を用いることや

時点によって異なる共変量の調整ができないことによる結果であり、実際には関係流動性

と促進焦点は連動して変化すると考えるのが妥当だろう。すなわち、促進焦点は、個人の安

定的な性質によって説明される割合が高く、容易に変化するものではないと考えられる一

方で、関係流動性の変化に対する可塑性も、研究 3-1 の一般的信頼と同様に、時点によらず

常にありそうだということがいえる。 

 

研究３のまとめと考察 

 研究３では、新型コロナウイルスの流行前後において、個人を単位とした追跡調査を行い、

1）流行前後において関係流動性が低下したかどうか、2）関係流動性と関連する心理戦略が

国全体において、低関係流動性社会において適応的とされる方向に変化したかどうか、3）

関係流動性の変化が、個人における心理戦略の変化と関連したかどうか、について検証を行

った。なお、研究 3-1 では、日本および米国の成人一般人サンプル、研究 3-2 では日本の成

人一般人サンプルが対象であり、調べられた心理戦略はそれぞれ、一般的信頼と促進焦点で

あった。予測においては、新型コロナウイルスの流行は、国全体の関係流動性の低下を引き

起こし、一般的信頼もしくは促進焦点は、このことに合わせて低下したと考えられていた。 

関係流動性の国全体としての変化. 新型コロナウイルスの流行によって、国全体として関

係流動性が低下したという予測は、研究 3-1 では日本と米国、3-2 では日本において、完全

には支持されなかった。特に、米国においては、関係流動性はむしろ上昇したという事後確

率の方が高かった。それでは、先行研究で、新型コロナウイルス流行後、個人内で流行前と

流行後の関係流動性を同時に評価したとき、流行後の関係流動性は低く評価されたのとは

異なり（Yuki et al., 2021）、本研究ではなぜ新型コロナ流行後において明らかな関係流動性

の低下が確認されなかったのだろうか。第 1 の解釈としては、２回目の調査が、新型コロナ
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ウイルスの流行や行動規制のピークから遅れたことが考えられる。２回目の調査が行われ

た 2021 年 2 月には、米国においてはワクチン接種がすでに開始されており、強制的な外出

禁止令は解除されていた（中島, 2021）。また、日本においては調査が行われた 2021 年 2 月

に、優先順位が高い者に対するワクチン接種が開始され、外出自粛要請は、地域によっては

解除された時期であった（中山, 2021; 内閣官房, 2021）。このため、特に米国において、関

係流動性が新型コロナウイルス流行前のもとの水準に近づいていたことが考えられる。第 2

の解釈としては、オンラインによる対人交流ツールが普及したことの影響が考えられる。新

型コロナウイルスの流行後、対面における交流の代替手段として、オンライン会議に用いる

ことのできる Zoom などのサービスが急速に普及した（総務省, 2020）。このことによって、

新型コロナウイルス流行によって関係流動性が低くなった参加者と、新型コロナウイルス

流行前よりもかえって関係流動性が高まった参加者が集団中に混在した状況になり、全体

としてははっきりとした減少傾向が観察されなかったのかもしれない。 

一般的信頼または促進焦点の国全体としての変化. 新型コロナウイルスの流行によって、

一般的信頼または促進焦点が国全体として低下するという予測も、強い支持が得られなか

った。一般的信頼は、日本および米国において、ともに上昇傾向が見られた。促進焦点は、

日本においてどちらかというと下降した傾向があるものの、言い切れるほどではなかった。

なぜ、このような予測と異なる結果になったのだろうか。一つには、関係流動性の変化が予

測と異なっていたことと同じ要因、すなわち新型コロナウイルス流行のピークから２回目

の調査が遅れたことが要因として考えられる。新型コロナ流行後、一般的信頼や促進焦点が

低下しただろうという予測は、関係流動性が低下したことを前提としていた。流行のピーク

から調査が遅れたことにより、関係流動性が全体としては元の水準に戻ったことで、一般的

信頼や促進焦点も低くならなかったのかもしれない。他者一般に対する信頼については、韓

国(Kye & Hwang, 2020)またはノルウェー(Thoresen et al., 2021)において、国全体としては

低下していなかったという先行研究の結果と一貫した。 

個人の経験した関係流動性の変化と、一般的信頼または促進焦点の関連. 一方で、個人内で
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関係流動性が変化した場合は、一般的信頼もしくは促進焦点が、それぞれの関係流動性にお

いて適応的と考えられる方向へ変化する可能性が示された。一般的信頼や促進焦点といっ

た心理戦略は、18 歳以上の成人においても、環境の変化を反映してある程度可塑的に変化

する可能性が高いことが示された。ただし、一般的信頼、および促進焦点の分散はそれぞれ、

個人における時点によって変化しない特性によって説明される度合いが高かった。また、一

般的信頼はアメリカの方が日本よりも高いという一貫した傾向が観察された。このことは、

個人の生まれ持った遺伝特性や、生まれ育った環境ですでに身につけた心理戦略の影響が、

突然の環境変化があっても持続をするという、可塑性の限界の存在を示唆する。 

 ただし、階層線形モデルの分析結果では、心理傾向と関係流動性の関連について奇妙な現

象が見られた。すなわち、新型コロナウイルス流行前は一般的信頼と関係流動性の関連は正

であると言い切れないものであった一方で、新型コロナ流行後においては、一般的信頼と関

係流動性の関連はより強まり、かつ正であった可能性が高いことが分かった。一方で、促進

焦点と関係流動性の関連は、新型コロナウイルス前後において変化したというはっきりし

た傾向は見られなかった。なぜこのようなことが生じたのだろうか。 

一般的信頼と関係流動性との関連については、次の可能性が考えられる。まず、第 1 回目

の調査において、関係流動性と一般的信頼との関連が低かったことの原因について考える。

関係流動性と一般的信頼の関連は、先行研究および研究２において繰り返し確認されてい

るため、そもそも関連が低いということは考えにくい。ここで、考えられる一つの可能性は、

新型コロナウイルスが日本および米国で流行し始める前に、中国での流行がすでに報道さ

れていたことによって、感染症への忌避感から、他者への信頼が低下していたということで

ある。第 1 回目の調査は、研究 3－1 の方法部分で述べた通り、日米における新型コロナウ

イルス蔓延が本格化する前であったが、その前の 2019 年 12 月末ごろから、中国において

深刻な感染症が流行しており、他の国にも伝播する可能性が報道されていた(岡部 2020)。こ

のことが、特に普段見知らぬ他者と接する機会が多かった高関係流動性社会において、他者

への信頼を低下させたために、関係流動性と一般的信頼の関連が弱まった可能性が考えら
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れる。 

次に、第 2 回目の調査では、関係流動性と一般的信頼の関連が高くなり、先行研究と同様

に正である可能性が高いと言い切れる水準に戻った原因について推測をする。これは、新型

コロナウイルス流行後には、向社会的行動に接する機会が増えたことによって、関係流動性

と一般的信頼の関連が高まったことによるものではないだろうか。新型コロナウイルスの

流行は、他者の向社会的行動に出会う機会を増やした可能性があることが、先行研究におい

て考察されている(Thoresen et al., 2021)。同時に、関係流動性が高い社会ではもともと向社

会的行動が見られやすいという傾向が知られている(Thomson et al., 2018)。これらのことか

ら、関係流動性の高い社会では、向社会的行動を受ける機会の増加がより生じやすかったた

めに、より一般的信頼の水準が高くなりやすかったのかもしれない。 

他方で、促進焦点の新型コロナウイルス流行前時点として用いたデータは、一般的信頼に

関する第 1 回目の調査よりも、さらに前の時点において計測されていたものを用いた。一般

的信頼のデータとは異なり、新型コロナウイルス流行の兆しによる影響を受けていないた

めに、流行前においても先行研究と同様、はっきりとした正の関連がみられたのだろう。ま

た、促進焦点は個人の内的な行動指針である。そのため、仮に新型コロナウイルスの流行に

よって、高関係流動性社会においてより向社会的行動を受ける機会が増加したとしても、そ

のことの直接的な影響は受けにくいと予測される。これらのことは、心理戦略がどのような

ものかによって、環境への順応の速さが異なることを示唆する。 

 

研究３の限界と将来の展望 

 研究 3-1 および研究 3-2 では、人々の一般的信頼や促進焦点は、個人固有の値が保たれや

すい一方で、関係流動性の変化に対してもある程度は可塑的に変化する可能性が高いこと

が示された。すなわち、関係流動性の変化に対して、人々はある程度順応することができる

ことが示唆された。 

一方で、本研究には調査時点が 2 点しかないことが、限界のひとつとして挙げられる。例
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えば、感染症の蔓延によって理論的に予測され(Thomson et al., 2018)、個人内の想起におい

ても観測されていた（Yuki et al., 2021）関係流動性の全体的な低下は、本調査においては観

察されなかった。もしかしたら、関係流動性が流行や行動制限のピークにおいて一度下がっ

た後、ワクチン接種の開始や行動制限の緩和、リモートによる交流ツールの普及などの要因

によって、本研究における調査開始までに、もとの水準まで回復したのかもしれない。ある

いは、関係流動性は流行によって実際には低下しておらず、先行研究(Yuki et al., 2021)にお

いて観測された関係流動性の低下はサンプルの入れ替わりや過去を想起したことによるバ

イアスの結果であったのかもしれない。追跡による観測時点が 2 点しかない本研究のデー

タからは、これらのどちらが生じていたかは判別できない。今回の調査においては、研究 2

のように、2 つの時点の関係流動性に相関がないことは想定できないため、研究 2 と同様の

方法を用いて、過去の関係流動性が、次の時点における心理傾向にどれほど影響を与えてい

るか調べることは不適当である。また今回用いた調査データは、詳しい時系列分析を行える

ほどの測定回数もないので、変化する前のもとの関係流動性が新しい環境における一般的

信頼の変化にどれほど影響を与えていたか知ることもできない。今回、一般的信頼や促進焦

点の大きさについて、個人の時点によって変化しない性質や国から説明されると推定され

た効果は、例えば人々が子供時代に過ごした環境の関係流動性によって決まっているのか

もしれない。個人を単位として追跡調査を行うことは、実行にコストがかかるが、関係流動

性が変化するタイミングだけを狙って調査を行うこともまた困難である。関係流動性が

人々の一生におけるふるまいにどのように関連するのかを詳細に調べるためには、やはり

定期的な追跡調査が望まれる。 

 また、今回の調査においては、一般人が対象であったため、参加者の所属社会の変化につ

いての条件が比較的揃えられていた研究２ほど、関係流動性の変化の程度や、その方向に関

して、妥当性の確信をもちにくいことが、もう一つの問題として挙げられる。このことによ

って、本研究で得られた関係流動性の変化と心理戦略の変化は関連して生じるという結果

は、疑似相関によって生じた見せかけのものであるという懸念が生じる。なぜかというと、
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関係流動性と一般的信頼、および促進焦点は、共に質問紙により計測された値であり、その

値には参加者の主観がどうしても入り込み得る。そのため、研究 3-1 および 3-2 においてと

りあげた関係流動性と関連する心理傾向は、2 時点において常に相関していた可能性が高い

という結果は、社会環境と適応的ふるまいの因果関係によるものでなく、調査回答時の人々

の気分のような本研究で測定しなかった第 3 の変数によって説明されるものである可能性

がある。つまり、ある気分（例えば、ポジティブ-ネガティブな気分）は、関係流動性と今

回測定した心理傾向両方の原因であり、調査時点によって気分が変化すれば、関係流動性と

心理傾向は連動して変化するということが生じていたことによって、関係流動性と心理傾

向は 2 つの時点において関連をしていたのかもしれない。 

このように因果関係にあると想定した 2 の変数に対して、観測しておらず統制もできな

い変数が同時に影響を与えていた場合、疑似的な因果関係が観察されてしまう。今回の場合、

手元のデータから、この可能性を検証する分析を行うことは不可能である(McElreath, 

2020)。今後この問題を乗り越えるためには、研究２のように、関係流動性が変化すると強

く予測されるような、移住や新しい法律の施行などのタイミングについて焦点を絞った調

査や、参加者間の属性がある程度揃えられた調査についても、行う必要があるだろう。ある

いは、質問項目回答前に、気分を方向づけするような刺激を提示する実験を行うことで、一

時的な気分によって関係流動性や関連するふるまいの値が変わりにくいことを示すことも、

別の方策として考えられる。 
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第 3 部 第 6 章：総合考察 
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 本論文の目的は、個人を取り巻く社会の関係流動性が変化した場合、個人の心理が順応的

に変化するのか否かを知ることであった。先行研究からは、社会環境が変化したとき、その

変化に応じて個人の心理は適応的なものに変化するとも、しないとも考えられたが、このこ

とが直接的に調べられたことはなかった。そのため、本論文では実証的な調査を行い、個人

の心理における可塑性の存在について調べた。目的の背景には、先行要因の変化からは関係

流動性が高くなっていたとしてもおかしくない、現代化が進んだ日本のような社会におい

て未だに低関係流動性が維持されることに対する疑問があった。心理戦略の可塑性とその

限界の存在を示すことは、社会全体としての性質が維持される機構の解明に貢献すること

が期待される。 

本研究においては、心理傾向の可塑性について調べるため、１）人々は自らをとりまく社

会環境が変わった際、それぞれの社会について関係流動性が異なると知覚するかどうか、２）

人々の心理戦略には、社会環境が変化したとしても、その変化前に経験した関係流動性の影

響が残るという可塑性の限界が見られるかどうか、３）社会の関係流動性が変化した際、心

理傾向は適応的方向に変化するかどうか、について検討することを主な目的とする３つの

実証研究を行った。 

研究 1 では、人々が、自らが経験した社会の間における関係流動性の違いについて、どの

ように評価するかを調べた。同一の大学に通う大学生に対し、小中高大それぞれの学校段階

で経験した関係流動性についてそれぞれ質問を行い、分析をした。なお、小中高等学校の関

係流動性については、回顧法による評価であり、データは疑似的な個人の追跡データであっ

た。 

研究２では、社会間を移動した際、社会を移動する前の関係流動性が、移動後の適応戦略

としての心理傾向や、社会環境への順応の結果としてよりよい対人関係を得たという主観

的な成功に、影響を与え続けるかどうかを調べることが主な目的であった。この研究では、

研究 1 と同じ大学に通う大学生の中でも、転居を伴う進学を経験した 1 年生のみを対象と

することで、参加者間の条件がより斉一化された。社会間の移動、すなわち進学の前および
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後の関係流動性と、進学後における３つの対人関係に関わるとされる心理戦略（一般的信頼、

自尊心、自己開示）、および対人関係満足度について質問紙調査を行い、これらの関係を調

べた。 

研究 3 では、関係流動性が変化した際、適応戦略としての心理傾向が共に適応的な方向へ

変化するかどうかを調べることが主な目的であった。新型コロナウイルスという感染症の

流行前に行った、一般人対象のオンライン調査の参加者に、流行後に再度調査の参加を依頼

することで、２つの時点における関係流動性と、心理戦略についての個人を単位とした追跡

データを得た。新型コロナウイルスの流行は、社会全体において関係流動性の低下を招くこ

とが、事前に予想されていた。研究 3－1 では一般的信頼、研究 3－2 では促進焦点がそれぞ

れ関係流動性に関連する心理戦略として、関係流動性の変化に伴って変化をするかどうか

調べられた。 

 これらの研究に共通する特長は、いずれも“just minimal difference paradigm”(Sato & Yuki, 

2014; Talhelm et al., 2018; Uskul et al., 2008)に則った調査デザインを用いていたことである。

すなわち、すべての調査は同一国内における社会環境の変化について焦点を当てる形で行

われた。そのため、言語や文化的慣習などの混交要因は、国際比較研究や国をまたいだ移民・

留学生を対象とした方法と比べると、比較的統制されていた。 

また、これらの調査は、個人を単位とした回顧法による疑似的な追跡データ（研究１，２）、

あるいは実際の追跡データ（研究３）を得ることによって、すでに行われていた横断面研究

（Zhang & Li, 2014; Sato & Yuki, 2014）よりも、より解像度が高い分析を行うことができた。

すなわち、研究 1～３では関係流動性の個人内における変動、加えて研究 3 では心理傾向の

個人内における変動を観察することができ、条件間で含まれる個人サンプルが異なる調査

デザインにおいて懸念される、本来なかった変動があったかのように見えたり、逆に本来あ

った変動がなかったかのように見えたりするような、見せかけの結果が生じる可能性が抑

えられた(樋口 et al., 2006, Angrist & Pischke, 2008)。また、同一個人を対象とすることによっ

て、個人の評価傾向や性格といった固有の性質による分析への影響が抑えられた(樋口 et al., 
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2006, Angrist & Pischke, 2008)。 

 以上を踏まえ、第 3 部では、3 つの検討課題に対して本研究ではどのような結果が得られ

たかを、それぞれ議論する。また同時に、それぞれの課題に関して、本研究における実証研

究の方法論的な限界を述べ、今後どのようにすれば乗り越えうるかを議論する。最後に、社

会全体の性質の変化および維持に対して、個人の可塑性の限界が及ぼしうる影響について、

本研究によって得られた結果に基づき考察を行い、将来の展望について述べる。 

 

関係流動性の変化は知覚されるか 

 第 1 の検討課題は、人は社会環境が変化した場合、そこでの関係流動性の変化を知覚でき

るかである。本研究の結果からは、人の関係流動性認知には可塑性があり、社会環境の変化

を妥当に評価できることが示唆された。また、人々は、一般的な生活においても、所属社会

の移動などにより関係流動性の変化を経験することが示された。 

まず研究 1 では、小中高大という異なる学校段階の関係流動性について、大学生の参加者

らは過去（すなわち、小中高）の経験を回顧しながら同時に評価した。この研究においては、

関係流動性の計測において、関係流動性尺度(Yuki et al., 2007)を一部改変して用いた。この

研究で用いられた関係流動性を計測する質問紙は、それぞれの社会環境について一覧でき

る形式であった。参加者らはそれぞれ、異なる社会に対する自らの回答を比べながら回答で

きる質問紙にて、自らが経験したそれぞれの社会に対して異なる関係流動性の評価を行っ

ていた。このことから、社会間における関係流動性の差を人々は少なくとも感じていたとは

言ってよいだろう。 

また、多くの参加者に共通する、それぞれの学校段階における関係流動性の違いのパター

ン（小学校≒中学校＜高校＜大学）があることも示された。特に大学については、予測通り

高関係流動性社会であるという結果が得られた。本調査が行われた大学は人数規模が大き

く、また大規模な都市である札幌市の中心地に位置し、趣味のグループや講義など、対人関

係や社会集団の選択肢が多い環境であった。そのため、大学生らにとって関係流動性が相対
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的に高い社会であることが想定されていた。調査の結果、調査が行われた大学は高関係流動

性社会であり、参加者らもそう感じていることがデータからも支持された。ここから、人々

は社会環境の移動による関係流動性の変化を、妥当に評価できることが読み取れた。 

ただし、研究１の調査における大学における関係流動性の評価が、過去に同じ大学の大学

生を対象に行われた研究(Sato & Yuki, 2014)やアメリカの大学生(Yuki et al., 2013)と比べて、

明らかに高値になるなど、回答された値についてバイアスが生じていたことが強く疑われ

る結果ではあった。これは、関係流動性を測定するための質問の配置による問題と考えられ

たため、研究２においては、これを抑える工夫を行った。 

 研究 2 でも、研究 1 と同じ大学の大学生は、進学による社会移動の前と後では、自らが暮

らす社会環境の関係流動性が異なることを、妥当に知覚していることが示された。研究 2 で

は、研究 1 において生じていたと疑われる関係流動性尺度における回答バイアスを抑える

ため、調査時点（大学進学後）における関係流動性を先に質問するという工夫を行った。そ

の結果、大学における関係流動性評価の平均は、研究１における大学の関係流動性評価の平

均ほど、明らかな高値は示さなかった。ここから、研究２における移動後の関係流動性は、

通常の測定、つまり調査当時の関係流動性について尋ねる通常の関係流動性尺度(Yuki et al., 

2007)を用いた他の研究における測定と、ほぼ同じ水準で行われたと考えることができる。 

また、この調査において計測された、社会移動前と移動後の関係流動性は、現実における

社会環境を反映したものと考えられる。このことは、これら２つの変数のデータが、以下で

述べる通り、事前の予測と一貫する分布を示したことからいえた。この調査において、参加

者らの社会移動後の社会環境は、同一の大学という共有されたものであったのに対し、社会

移動前の環境は多様なものであった。具体的には、移動前の社会環境における関係流動性の

分散は、移動後のものよりも広かった。また、調査 1 と同様に、移動後の大学における関係

流動性は、移動前のものよりも平均値が高かった。さらに、関係流動性は大きな都市ほど高

く、小さな町では低くなりやすいと理論的に予測されていたが(Yamagishi et al., 2012; Yuki & 

Schug, 2012)、本研究ではこれと一貫して、参加者らの報告した移動前の居住地の都市度が
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高いほど、移動前の関係流動性が高くなっていた。移動前後の関係流動性得点間には、有意

な相関は見られなかった。これらのことから、この調査において計測された二つの関係流動

性は、参加者らがそれぞれの社会において経験した環境特性を反映した妥当なものである

と推測された。 

 研究 3 の結果からは、新型コロナウイルス流行前と流行後に、社会全体として関係流動性

が変化したとは言い切れなかった。特に、感染症の蔓延に伴って起こると予測された、社会

全体における関係流動性の低下は観察されなかった。しかし、個人内における関係流動性の

変化を調べると、流行によって上昇した人々と下降した人々が標本内に同程度存在したこ

とで、全体としての変化が見られなかったということが分かった。このことから、個人ごと

に、おかれた状況によっては関係流動性が上昇したり下降したりし、そのことが知覚されて

いたと推測される。ただし、これらの変動が、実際の個人を取り巻く真の社会環境の変化を

反映したものであったのか、それとも回答の揺らぎであったのかは、今回のデータからは判

別できなかった。 

特に、新型コロナウイルス流行後の関係流動性と、新型コロナウイルスの主観的な蔓延度

は関連が見られなかった。このことは、研究３における新型コロナウイルス流行後の調査が、

パンデミックが宣言され社会的に防疫のための様々な措置が講じられ移動が最も制限され

た時期から遅れたことによって、社会状況及び関係流動性が元の水準に戻ったことによる

のかもしれない。あるいは、新型コロナウイルス流行に伴うオンライン交流ツールの普及が、

流行によって減った対面での交流を補完したことによるのかもしれない。特に、自身や周囲

の人々がオンライン交流ツールをよく使う人々は、このことによってより容易に見知らぬ

人々とも交流できるようになり、流行前よりもむしろ関係流動性が上がったのかもしれな

い。 

まとめると、研究 1 と２の結果からは、人々は少なくとも社会状況によって関係流動性が

異なると感じていることが分かった。その認知は、少なくともある程度は実際の関係流動性

を反映した妥当なものだと推論された。なぜなら、関係流動性が高いと予測される、調査対
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象とされた大学環境について、参加者らが関係流動性を実際に高いと評価した。加えて、研

究 2 における大学への移動前の環境から予測される移動前の関係流動性の分布が、予測通

り観測された。ただし、調査時点よりも前の環境に関する尺度得点は、回顧による評価であ

る。このことによって、通常の方法で計測する関係流動性尺度と同じように社会の環境が評

価されていないかもしれないという懸念は残る。 

研究 3 では、実際に環境変化が起ったと考えられる出来事（新型コロナウイルスの感染拡

大）の前後２時点でデータ収集を行った。2 回のデータ収集は共に、通常の関係流動性尺度

（Yuki et al., 2007）、すなわち調査時点における社会環境について尋ねる方法を用いて、社

会環境の変化の計測を試みた。しかし、関係流動性を下げると予想された当該の出来事の後

に関係流動性の低下は観察されず、個人内における関係流動性の値の変動は、実際の社会環

境を反映したものであるかどうか確信がもちにくい結果となった。 

人々は社会環境が変化したとき、関係流動性は変化すると少なくとも知覚をしていたこ

とは本研究の調査から示された。また、その環境変化の知覚は妥当なものであると推論され

た。これは、先行研究における関係流動性尺度の妥当性の確認や(Schug et al., 2010; Thomson 

et al., 2018)、本研究における質問形式、および理論的に予測される関係流動性の大小関係や、

他の変数との関連が実際に見られたことによる。また、関係流動性尺度は、参加者自身では

なく社会の様相について答えさせることで、参加者自身の個人的な事情を極力排除するよ

うに設計されている（Yuki et al., 2007）。しかしそれでも、尺度の値が正確に真の社会環境を

反映したものかどうかに関してはどうしても疑念が残る。これは、関係流動性の測定が、気

温等誰が計測しても同じになるような物理概念の測定や、転居回数など客観的な指標を用

いたものではないことによる(c.f. Thomson et al., 2018)。そのため、関係流動性の測定値は客

観的社会環境を十分に反映せず、個人内における気分などの要因から揺らぎうるものであ

る可能性を完全には排除できない（山形, 2022）。 

この限界を乗り越えるためには、二つの方法が考えられる。第 1 の方法は、理論的に関係

流動性の変動が予測される社会間の移動をする人々に対して、移動の前後において調査を
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行い、それぞれで調査時点における関係流動性について尋ねることである。こうすることに

よって、関係流動性が実際に社会環境を反映したものであることの確証度を高めることが

できるだろう。例えば、研究１，２において高関係流動性社会であることが示された大学へ

移動してくる人々や、この大学から他の多様な環境に移動する人々を対象に、移動の前後で

調査を行うことが考えられる。さらに、このような調査を行うにあたって、移動の対象とな

るひとつひとつの社会に対して、複数人のサンプルが確保できればより望ましい。社会を階

層として扱う、社会単位の分析が可能となり(Thomson et al., 2018)、より人々の個人間の感

覚の差や、回答のゆらぎによる不確かさを排除できるようになるだろう。 

第 2 の方法は、個人を長期間にわたり追跡し、継続的に測定するパネル調査を行うことで

ある。継続的に複数回の調査を行うことによって、個人の回答の時点によるランダムな変動

と、研究 3 で扱った感染症の流行のような具体的なきっかけにより生じたシステマティッ

クな変動とを判別しやすくなるだろう。特に、感染症の感染拡大などの突発的なイベントが

及ぼす影響については、事前に行われた調査データの蓄積がなければ、それが生じた後で収

集し始めたデータのみで評価することは難しい。定期的な調査を同一の対象に対して継続

的に行えば、研究 3 のような、環境の急な変動の影響を調べるための調査がより容易に行え

るようになり、さらに関係流動性の変化についてより多くのことを知ることができるよう

になるだろう。 

 

心理に対する過去の環境の関係流動性の影響は、関係流動性の変化後にも残るか 

 第 2 の検討課題は、人々の心理傾向には、社会環境が変化したとしても、果たしてその変

化前に経験した関係流動性の影響が残るという可塑性の限界が見られるかであった。本研

究の実証研究からは、心理の可塑性の限界は存在することが示された。研究２の結果は、個

人を取り巻く社会環境の性質が変化しても、それまで過ごしていた環境の関係流動性によ

る影響が人々の心理傾向に残ることを示唆している。また、研究 3 の結果も、間接的にこの

可能性を示唆するものである。 
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研究 2 においては、大学進学という社会間移動前の関係流動性が、移動後の高関係流動性

社会における、少なくとも 2 つの心理戦略（一般的信頼と自尊心）を左右することが示され

た。また、移動前の関係流動性が低いほど、移動後の高関係流動性社会である大学において、

より良い対人関係を得にくいということが示された。移動前の関係流動性が、移動後の対人

関係における成功に与える影響は、移動後の心理戦略（一般的信頼）の高さを媒介するもの

であることが統計的に示された。 

ただし、研究２において、高関係流動性社会においてより良い対人関係を得るための適応

的機能を持つ心理傾向と考えて計測を行った心理傾向は一般的信頼、自尊心、自己開示の３

つであったのに対し、移動前の関係流動性との関連や、移動後の対人関係における成功との

関連が観察されないものがあった。具体的には、自己開示は移動前および移動後の関係流動

性と、対人関係における成功度のどれもと有意な関連を示さなかった。また、自尊心は、移

動前の関係流動性とは予測通り関連したものの、対人関係における成功とは関連しなかっ

た。このことは、カエルの鳴き方の異なる要素では、環境変化への可塑性が異なったという

事例(Halfwerk et al., 2019) のように、心理形質ごとに環境変化に対する可塑性が異なること

によって生じたのかもしれない。すなわち、移動前の関係流動性と関連がなかった自己開示

は、環境変化に応じてすぐに変化する一方で、一般的信頼や自尊心は変化しにくいものであ

る、という可能性も考えられる。一方で、質問項目が心理戦略について狙い通りの測定を行

えてなかったという可能性も捨てきれなかった。特に、自己開示については、もともとの狙

いは社会環境移動後の心理傾向に関して調べることであったが、質問項目においては最も

親しい友人を想起するという教示が行われたため、参加者によっては移動前の環境で作っ

た友人関係における自らの心理傾向（行動）を想起した者も含まれうるものであった。 

また、研究 2 では参加者らの社会移動前の心理傾向については調べられなかった。そのた

め、移動後における一部の心理傾向（一般的信頼および自尊心）と移動前の関係流動性が関

連した本当の理由は、本研究の想定と異なる可能性がある。本研究では、移動前の環境にお

いて身につけた心理傾向が、可塑性の限界により、環境移動後にすぐには変化しなかったた
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めに、移動前の関係流動性と移動後の心理傾向が関連すると想定した。しかし、移動前の関

係流動性と移動前の心理傾向は実は関連がない一方で、移動後の心理傾向の変化の仕方が、

移動前の関係流動性によって異なったためにこのような結果が得られたという可能性も捨

てきれない。例えば、高関係流動性社会出身者と低関係流動性社会の出身者の元々の自尊心

や一般的信頼は同程度であったにもかかわらず、移動後において、低関係流動性社会出身者

ほど自尊心や一般的信頼が低下したのかもしれない。第 2 の解釈通りのことが実際に生じ

ていた可能性は、参加者らの移動前の心理傾向が調べられなかった研究 2 からは、完全に否

定できない。 

 研究３において、適応的心理に対して、国や個人といった、時点によって変わらない条件

が効果を持っていたことは、心理の可塑性の限界によるものかもしれない。研究３では、2

時点において、関係流動性および、関係流動性と関連する２つの心理戦略（一般的信頼と促

進焦点）を共に計測した。研究 2 と同様に環境変化後の心理戦略について環境変化前の関係

流動性との関連を調べる分析は、2 時点間の関係流動性が強く相関する可能性が高く、多重

共線性の問題が生じることが懸念されたため行われなかった。なぜなら、大学進学という、

これまで過ごした環境がどのようなものであったかとは独立に社会環境が一新されるよう

な移動を扱った研究２と異なり、研究３ではいままでいた社会における生活が継続されな

がらも、そこでの関係流動性が変化したという人々に対して行った調査だったからである。

しかし、個人を階層とした分析により、調査当時の関係流動性の影響を統計的に取り除いて

も、個人が生まれ育った国や、個人の２つの時点によって変わらない性質が心理傾向に効果

を与えていることを示す結果が得られた。このことは、国ごとにおける言語の違いや、人々

の遺伝によって心理傾向が決定されることによる効果かもしれない。一方で、関係流動性が

全体的に高い国（米国）や低い国（日本）で生まれ育ったり、個人が長く身を置いていた関

係流動性によって心理傾向が強く方向づけられたりしたことによって生じた効果である可

能性もある。 

 第 2 の検討課題に関して今回行った実証研究には、2 つの限界が挙げられる。第 1 に、今
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回の実証研究は、心理の可変域がどこからどこまでなのかを完全に明らかにするものでは

ない。例えば、経験した環境における関係流動性が、環境が変化した後の心理傾向に永続的

に影響を与え続けるのか、それとも時間が経過するにつれて影響が減衰していくのかは、判

断できない。このことについて調べるためには、やはり個人を単位として、長期間にわたっ

て追跡データを得ることが一番望ましいだろう。例えば、調査 2 においては大学 1 年生の

みを対象として 1 回だけ調査を行ったが、大学入学直後から大学 2 年生に至るまでに定期

的に調査を行ったとすれば、移動前の関係流動性が心理傾向に与える効果の程度が、次第に

減衰する様子が観察できるかもしれない。しかし、このような調査を今後行うにあたっては、

所属する社会が同じであっても、時間の経過によって関係流動性が変化するかもしれない

ことには注意すべきだろう。例えば、同じ大学に所属していても、大学 1 年生と 2 年生では

社会的文脈が変化し関係流動性が低下するという先行研究（Sato & Yuki, 2014）がある。そ

のため、社会間の実際の関係流動性の差を固定のものとみなし、個人の変化を調べるための

追跡調査を行う場合、社会間の移動前後では、関係流動性がしばらく変化しにくいような期

間や対象となる社会を選ぶ必要があるだろう。  

継続的な追跡調査を行うことには、得られる情報が増えるという利点の一方で、調査に必

要な労力や資金といったコストが大きいという難点がある。社会が変化する前の関係流動

性が変化後のふるまいにいつまで影響を与えるのか調べるための、より調査のコストが低

い方法としては、移民に関する先行研究 (Zhang & Li, 2014) と同様に、ある社会へ移動した

者を対象に横断調査を行い、移動してから経過した時間が長い者ほど、移動前の関係流動性

が心理傾向に対して与える効果が小さくなることをもって、このことを検討できるだろう

（ただし、繰り返しになるがこのような調査方法では、もともとの心理傾向がどんなもので

あったか知ることができないという弱点がある）。 

 第 2 の限界は、第 2 の検討課題に関して行った実証研究において、環境変化の方向が、特

定の状態から別の特定の状態への一方向的なものであったことである。具体的には、今回の

調査では、移動前の関係流動性がそこでの心理傾向に影響を与え続けるかどうかについて、
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高関係流動性社会へ移動した人々を対象に検討された一方で、低関係流動性社会への移動

については直接的に検討されなかった。研究 2 では、高関係流動性社会であると考えられる

大学への移動のみを扱った。研究 3 では、被験者内において相対的に関係流動性が低くなっ

た参加者らが含まれ、関係流動性の変化の程度と適応戦略としての心理の変化の関連が調

べられた。関係流動性の変化の方向が、心理傾向の変化の方向と程度を明らかに左右してい

るような様子は、差分同士のプロットからは確認できなかった一方で、先述の通り、もとも

との関係流動性の高さの効果が関係流動性変化後も残るかどうかについての統計的な検証

は断念された。関係流動性と関連の深い、規範の厳しさと緩さという環境要因39の異なる国

間での留学生の環境順応について扱った先行研究では、規範の厳しい国へ移動すると、どの

ような環境出身であってもその国になじみにくいということが示されている(Geeraert et al., 

2019)。このことを考えると、関係流動性が低い地域への移動や、社会全体の関係流動性が

低下した際は、関係流動性が上昇したときよりも順応が起こりにくい可能性がある。今後は、

関係流動性が低い社会への移動後の行動・心理傾向が、移動前の社会の関係流動性による影

響を受け続けるかどうかについても検討を行うことで、人間の心理・行動傾向の可塑的な環

境への順応のしやすさについての理解が深まるだろう。もし、低関係流動性社会に適応戦略

として対応する心理・行動傾向の順応が、高関係流動性社会への順応よりも生じにくいので

あれば、社会全体をみたときの人々の心理・行動傾向の変化のしやすさも、このことによっ

て左右され、結果として社会の変化の方向は一定の方向に向かって生じやすいといった現

象を予測することができるかもしれない。 

しかしながら、低関係流動性社会における順応または適応について調べるのは容易では

ないかもしれない。なぜならば、研究 2 でも議論した通り、これまでの研究で用いられてき

                                                        

39 39 の国と地域を対象とした研究により、関係流動性が高いほど規範は緩くなりやすく、関係

流動性が低いほど、規範は厳しくなりやすいという関連があることが示されている(Thomson 

et al., 2018)。 
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た人生満足度や対人関係満足度といった主観的な幸福感尺度を、低関係流動性社会におけ

る、適応論的な意味での適応度の近似指標として用いることは不適切かもしれないからで

ある。関係流動性が低い社会において、そこで予測される適応的心理・行動傾向を持つ人々

が、より対人関係において成功したり幸福になったりしていることは、これまでの研究にお

いて示されていない（e.g. Sato & Yuki, 2014; 日野, 2017）。これは、低関係流動性社会の人々

には自己批判傾向があるため(Heine et al., 2000; Falk et al., 2009)、自らの実際の成功について

高く評価することを避けることによって生じているのかもしれないし、社会における関係

流動性が高いという認知自体が、自己効力感を上昇させることによって、幸福だと人々に思

わせる効果をもっている（Zhang & Zhao, 2021）ことによるのかもしれない。今後は、低関

係流動性社会にて適応戦略と想定されるふるまいが、本当に適応的なものであると示すた

めに、低関係流動性社会で適応度の近似指標として用いることができる指標の開発が望ま

れる。あるいは直接、人々自らおよびその子供の繁殖成功という包括的適応度を計測する研

究を行うことも必要であろう。 

  

社会の環境が変化した際、心理傾向は適応的な方向に変化するか 

 

 第 3 の検討課題は、人々の一生の間に社会の環境が変化した際、心理傾向が新しい環境に

おいて適応的なものに変化するかである。研究 3 の結果からは、社会の関係流動性が変化し

た場合、心理傾向は新たな関係流動性に対して順応しうることが示された。 

研究 3-1 では一般的信頼、研究 3-2 では促進焦点について、新型コロナウイルス流行前後

における、2 回の調査における変動が調べられた。研究 3 では、まず関係流動性の変化量と

心理戦略の変化量の関係を直接調べる、差分の差分法（Schiozer et al., 2021;安井, 2020; 

Angrist & Pischke, 2008）による分析が行われた。その結果、一般的信頼の変化量は関係流

動性の変化量と顕著な相関がある一方で、促進焦点の変化量はそうではなかった。このこと

から、少なくとも、関係流動性が変化すれば、一般的信頼もこれに伴って変化をすることが



149 

 

考えられた。 

研究 3 で用いた差分の差分法は、直感的に理解しやすいという利点の一方で、差分変数を

作って分析に用いるという統計的な問題点（Edwards, 1995；Cafri et al., 2010）と、差分の

差分法を行うために必要な平行トレンド仮定（Schiozer et al., 2021;安井, 2020; Angrist & 

Pischke, 2008）が満たされていない可能性が考えられた。このことから、研究 3 では、差分

の差分法に加えて、個人を階層とする線形モデルによって、心理傾向が 2 つの時点において

常に関係流動性と同方向の関連をしているかどうかも検証した。2 つの時点において関係流

動性と心理傾向が関連をしているのであれば、個人において関係流動性の変動を経験すれ

ば、新たな環境における心理傾向に変化すると言える。 

分析の結果、関係流動性と促進焦点は、計測の時点に関わらず同程度の正の関連をしてい

た。一方、一般的信頼は、どちらの時点においても関係流動性と正の関連をしていたという

事後確率が一番高いものの、そうではなかった可能性も無視しきれないという結果になっ

た。これは、新型コロナウイルス流行前において、関係流動性と一般的信頼の関連が低くな

っていたことによる。 

分析前には、新型コロナウイルス流行前のデータ計測時は、他の先行研究（e.g. Yuki et al., 

2007; Thomson et al., 2018) と同様の社会状況であり、先行研究同様に、関係流動性と一般的

信頼が正の関連をするという仮定を置いていた。しかしながら、研究 3-1 では、流行前のデ

ータでは、先行研究で見られた関係流動性と一般的信頼の関連は再現されなかった。この原

因は、研究 3-1 における新型コロナウイルス流行前の調査が、日米ともに本格的な流行は始

まっていないものの、中国での爆発的な流行がすでに報道されていた時期に行われていた

ために、他者への不安が高まって生じたものと推測される。しかし一方で、仮に関係流動性

が変化した際に一般的信頼の変化が大幅に遅れるのであれば、2 回目の調査においては、関

係流動性と一般的信頼の関連は普段よりも弱くなると考えられるが、このようなことは生

じていなかった。 

以上のことから総合的に判断すると、関係流動性が変化すれば、それに対応する心理戦略
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も順応的に変化するという、心理傾向の可塑性はあるということが考えられた。一方で、心

理傾向の可塑性の限界についての議論で述べた通り、今回分析したデータセットにおける

一般的信頼や促進焦点の分散は、計測時点での関係流動性の効果よりも個人の安定的な特

性によって説明される割合が高く、可塑性は無限ではないことも同時に示唆された。 

 第 3 の検討課題に対する本研究の限界は、次の４点が挙げられる。１点目の限界は、関係

流動性と心理傾向が２つの時点において常に関連することは、環境の変化とそれに対する

順応が生じていたことによるものではなく、回答時の気分などの、第 3 の要因から説明され

る可能性が否定できないことである。このことは、関係流動性と心理傾向が共に参加者らの

自己報告による心理尺度に基づいて計測されていることによる。これは、第 1 の検討課題に

対する考察で述べた限界と同様の問題である。 

 ２点目の限界は、今回の実証研究は、心理が可塑的に変化できることは示したものの、そ

の範囲がどこからどこまでなのかを具体的に示したわけではないことである。これは、第 2

の検討課題における本研究の実証研究の限界として述べた１点目の問題と同じである。 

 ３点目の限界は、本研究では具体的にどのような個人における安定的な特性が、心理傾向

の可塑的な変化のしやすさと関連するかについては検討を行っていないことである。例え

ば、先行研究においては、個人の特性によって、新規環境に対する応答性や順応性が異なる

ことが示唆されている（Nishina et al., 2015; Geereart et al., 2019; Ward et al., 2004）。性格特性

はまた、先行研究において関係流動性とも関連することが示されており、個人固有の特性が

関係流動性の感じ方、あるいは所属する社会の選択に影響を与えている可能性が指摘され

ている（山形, 2022）。今後、個人のどのような特性が、関係流動性変化に対する応答性と関

連するかを調べることにより、新規環境を経験する人々に適切なサポートを施したり、個人

の安定的特性があること自体の適応的意義についての理解をより深めたりすることが可能

となるだろう。 

 ４点目の限界としては、今回の調査は新型コロナウイルスの流行という特殊な状況下に

対して行われたことである。分析上は、新型コロナウイルス流行自体の効果は、流行経験の
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ありなしや、流行程度を表す変数によって統制された。しかし、心理の変化のしかたや程度

は、通常の社会生活における関係流動性の変化とは異なっていたかもしれない。例えば、

人々は新型コロナウイルス流行による社会環境の変化は一時的なものでありすぐに元に戻

るものだと予期していていて、研究１，２で扱ったような所属社会が入れ替わることによる

環境変化の場合よりも、心理戦略を変えないようにふるまったかもしれない。 

 

心の可塑性の限界は社会の性質の維持に再帰的に影響するか 

 本研究は、一生の間に生じる関係流動性の変動に対して、人々の性質が可塑的に変化しう

ること、一方でもとの社会の関係流動性などによる可塑性の限界もあることを実証的に示

した。このことは、社会全体における性質の変化について、個人の可塑性の限界が影響を与

えている可能性が、少なくとも否定されないことを示している。すなわち、社会の関係流動

性に対する先行要因である条件が変化しても、個人の可塑性の限界によって個人のふるま

い方の変化は生じにくいため、社会全体としての関係流動性や人々の心理・行動傾向はすぐ

には変化をしない、ということが実際に生じている可能性がある。 

個人は少なくとも同一国内における環境条件の変化においては、関係流動性の変化を少

なくともある程度は知覚できることが本研究では示された。ここから、先行する要因が変化

したとしても関係流動性の変化について全くもって知覚できないせいで、関係流動性の実

際の変化に関わらず、計測された関係流動性の尺度値については国間の差が維持される、と

いう可能性は否定された。一方で、心理戦略に関しては、高関係流動性社会へと移動をする

前の関係流動性の影響が、移動後にも、少なくともある期間は残存するということが研究 2

から直接示された。また、研究３の結果も、間接的にそのことを示唆した。もといた低関係

流動性環境において適応的なふるまい方として身につけられた心理・行動傾向が、新しい社

会環境においても継続されれば、このことによって対人関係の移動が生じにくくなるだろ

う。その結果、関係流動性の先行要因から予測されるよりも社会における関係流動性が低く

なる、ということが生じてもおかしくはない。 
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図らずも、本研究の実証調査からは、これまで異なる国の間で観察されてきた関係流動性

の差は安定的であることが、改めて示された。研究 3-1 では、感染症の流行という共通のイ

ベントを日米ともに経験したにも関わらず、関係流動性の値には国間で安定的な差が観察

されること、またどちらの国でも全体としての関係流動性の水準は流行前後で大きくは変

わらないことが示された。社会全体としての関係流動性は、なんらかの要因によって一定に

保たれている可能性がある。このことの原因は、自然環境要因の影響が現代化にも関わらず

未だ無視できないことによるのかもしれないし、また法律や制度など、人々が決めるもので

はあるがすぐに変えられるものではない社会環境的な要因によるのかもしれない、あるい

は社会の成員の生態学的相互作用によって維持されているのかもしれない。これらの可能

性に加えて、個人の心理傾向が変化しにくいことからも生じる可能性があることを、本研究

の結果は示している。 

 本研究は、社会を構成する個人の心理・行動傾向には、社会環境の変化に応じた順応が

認められる一方で、もといた環境がどのようなものであったかによって個人の順応が十分

起こらないという、可塑性の限界もあることを実証的に示した。このことは、日本において

低関係流動性が維持されるといった、社会集団の性質が維持されることの原因のひとつで

ある可能性がある。ただし、本研究で行った調査の対象は、限られたものである。すなわち、

調査対象者や、環境変化の種類、調査対象とした変化の期間などが限定的なものであった。

今後は、本研究にて得られた結果の一般化可能性を探ること、また可塑性の範囲や、可塑性

を決める条件の特定を行うことが課題として考えられる。そのためには、より広範な対象や

期間について、関係流動性そのものや、その先行要因となる環境条件の変化と、個人の心理・

行動傾向の変化との関係が調査されることが望まれる。 

観察的データを集めることに加え、個人の可塑性の限界の問題を考慮に入れながら、社会

集団を構成する個人の心理や行動が集合的に相互作用することによって、関係流動性その

ものという社会環境に対してどれほど再帰的に影響を及ぼしうるかに関して、数理モデル

を用いた理論的研究を進めることは、有意義なことと考えられる。これらの研究を行うこと
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によって、現在観察される社会全体の性質はどのように形成され、どのように変化していく

かについて、より精密な説明や予測が可能となるだろう。 
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付録 1：研究１. 質問項目 

質問順は本付録における質問項目の掲載順と同じであった。 

＜関係流動性尺度＞ 

現在あなたの周囲にいる人たち、また過去にあなたの周囲にいた人たちについてお尋

ねします。以下のそれぞれの文は、あなたの小・中・高校生時代にあなたの周囲にい

た人たちにどのくらい当てはまりますか？また、現在通っている大学であなたの周囲

にいる人たちどのくらい当てはまりますか？1 から 6 までの数字に○をつけてお答え

ください。  

 

注 1：文中に「集団」とある場合は、友人グループ、趣味やスポーツのサークル、部活動など、互い

に個人的な関係を持つ、もしくは目標を共有した複数の人の集まりを指します 

注 2：海外に住んでいたなどの事情で、日本の一般的な学制と異なる環境で過ごしていた場合は、

学校の区分ではなく、ご自分が日本の一般的な学校区分にあたるそれぞれの年齢のとき、周囲の

人々がどうであったかをお答えください。 

 

選択肢 

1 2 3 4 5 6 

まったく当て

はまらない 

当てはまらな

い 

どちらかとい

えば当てはま

らない 

どちらかとい

えば当てはま

る 

当てはまる 非常に当ては

まる 

 

 質問 

小学生 

（7～12 歳）の

ころ 

中学生 

（13～15 歳）の

ころ 

高校生 

（16～18 歳）

のころ 

現在（大学） 

1 

彼ら（当時あなたの周囲に

いた人々／現在あなたの周

囲にいる人々）には、人々と

新しく知り合いになる機会

がたくさんあった（たくさ

んある）。   

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

 4 5 6 
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2 

彼らは、初対面の人と会話

を交わすことがよくあった

（よくある）。  

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

 4 5 6 

3 

彼らは、ふだんどんな人た

ちと付き合うかを、自分の

好みで選ぶことができた

（できる）。  

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

 4 5 6 

4 

彼らには、新しい友人を見

つける機会があまりなかっ

た（あまりない）。  

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

 4 5 6 

5 

彼らにとって見知らぬ人と

会話することはそうあるこ

とではない（なかった）。  

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

 4 5 6 

6 

もし現在所属している集団

が気に入らなければ、彼ら

は新しい集団に移っていっ

ただろう（いくだろう）。 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

7 

彼らにとって、付き合う相

手を自由に選べないことは

よくあった（よくある）。  

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

8 

彼らが新しい人たちと出会

うのは簡単なことだった

（ことだ）。 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

9 

たとえ所属する集団に満足

していなかったとしても、

彼らはたいていそこに居続

けることになった（なる）。 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

1 2 3 

4 5 6 

 



5 

 

＜年齢＞ 

あなたの年齢をお答えください。（数字を記入） 

回答：     才 

 

＜性別＞ 

性別を教えてください。（一つに○、もしくは記入） 

        回答：男・女・その他 

＜国外での居住経験＞ 

問 11 これまでに 3 ヶ月以上日本国外に住んだことがありますか？「いいえ」か「はい」

のいずれかを選んだ上で、「はい」の場合は、住んでいた国の名前と滞在時期をお答

えください。 

回答： いいえ・はい 

はいの場合（国①：           期間：    歳から    歳までの    

年間） 

（国②：            期間：    歳から    歳までの    

年間） 

（国③：            期間：    歳から    歳までの    

年間） 
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付録 2：研究２. 質問項目 

質問順は本付録における質問項目の掲載順と同じであった。 

 

＜一般的信頼尺度＞ 

以下の文が、あなたの考えにどれほど当てはまるか、お答えください。 

 まったく 

当てはまら

ない 

1  

当てはまら

ない 

2  

どちらかと

いえば 

当てはまら

ない 

3  

どちらかと

いえば 

当てはまる 

4  

当てはまる 

5  

非常に 

当てはまる 

6 

ほとんどの

人は基本的

に正直であ

る   

o  o  o  o  o  o  

ほとんどの

人は信頼で

きる a   

o  o  o  o  o  o  

ほとんどの

人は基本的

に善良で親

切である   

o  o  o  o  o  o  

ほとんどの

人は他人を

信頼してい

る  

o  o  o  o  o  o  

私は、人を信

頼するほう

である   

o  o  o  o  o  o  

たいていの

人は、人から

信頼された

場合、同じよ

うにその相

手を信頼す

o  o  o  o  o  o  
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a 山岸（1998）の尺度では、「信頼」ではなく「信用」の語を用いているが、本調査におい

ては写し間違いがあり、「信頼」と表記された。山岸の一般的信頼理論では信用と信頼は区

別される概念だが、一般的にはあまり区別されず、また尺度の信頼性も高いことから、得点

に大きな問題を与えたとは考えにくいため、この項目はそのまま分析に含められた。 

＜対人関係満足度尺度＞ 

現在住んでいる地域 (札幌市) において、あなたの周囲にいる人 （々友人や先輩・後輩など）

との対人関係に対してあなたがどの程度満足しているかをお尋ねします。次のそれぞれの

内容に関するあなたの満足度を考え、該当する数字を選んでください。 

る  

 

非常に 

不満 

1  

不満 

2  

どちらか

といえば 

不満 

3  

どちらと

も 

言えない 

4  

どちらか

といえば 

満足 

5  

満足 

6  

非常に 

満足 

7  

その人た

ちとのコ

ミュニケ

ーション

の質や量  

o  o  o  o  o  o  o  

その人た

ちともめ

事や口論

になった

ときの解

決の容易

さ、また

その解決

過程  

o  o  o  o  o  o  o  

お互いへ

の愛情や

思いやり  
o  o  o  o  o  o  o  

お互いへ

の親密な o  o  o  o  o  o  o  
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＜自尊心尺度＞ 

現在のあなた自身についてお尋ねします。次のそれぞれの文がどれくらいあなたに当ては

まるか、お答えください。 

感情  

それらの

関係の中

において

自分が果

たしてい

る役割  

o  o  o  o  o  o  o  

それらの

関係の中

において

他の人々

が果たし

ている役

割  

o  o  o  o  o  o  o  

それらの

関係に対

するあな

たの全般

的満足度   

o  o  o  o  o  o  o  

 

まったく

当てはま

らない 

1  

当てはま

らない 

2  

どちらか

といえば

当てはま

らない 

3  

どちらか

といえば

当てはま

る 

4  

当てはま

る 

5  

非常に当

てはまる 

6  

私は、自分

自身にだい

たい満足し
o  o  o  o  o  o  
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ている。   

時々、自分

はまったく

ダメだと思

うことがあ

る。   

o  o  o  o  o  o  

私にはけっ

こう長所が

あると感じ

ている。  

o  o  o  o  o  o  

私は、他の

大半の人と

同じくらい

に物事がこ

なせる。  

o  o  o  o  o  o  

私には誇れ

るものが大

してないと

感じる。  

o  o  o  o  o  o  

時々、自分

は役に立た

ないと強く

感じること

がある。  

o  o  o  o  o  o  

自分は少な

くとも他の

人と同じく

らい価値の

ある人間だ

と感じてい

る。  

o  o  o  o  o  o  
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＜自己開示尺度＞ 

あなた自身に一番あてはまるものを選んでください。 

自分のこと

をもう少し

尊敬できた

らいいと思

う。   

o  o  o  o  o  o  

よく、私は

落ちこぼれ

だと思って

しまう。  

o  o  o  o  o  o  

私は、自分

のことを前

向きに考え

ている。  

o  o  o  o  o  o  

 
全くない 

1 (1) 

ほんの少し

ある 

2 (2) 

多少ある 

3 (3) 

かなりある 

4 (4) 

非常にある 

5 (5) 

あなたの最大

の秘密を親友

に打ち明ける

可能性はどれ

くらいです

か？ (1)  

o  o  o  o  o  

今までにあな

たに起こった

最も恥ずかし

い事を親友に

打ち明ける可

能性はどれく

らいですか？ 

o  o  o  o  o  
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＜移動前の都市規模＞ 

出身地（複数ある場合は、高校生時代 (16-18歳頃) に一番長い間住んでいた場所）で、あな

たが住んでいた場所の周辺は現在住んでいる札幌市と比べて都会でしたか、それとも田舎で

したか？ 

出身地のほうが・・・ 

とても田舎    

どちらかというと田舎   

同じくらい    

どちらかというと都会   

とても都会   

 

(4)  

あなたの最大

の失敗事を親

友に打ち明け

る可能性はど

れくらいです

か？ (5)  

o  o  o  o  o  

あなたの最大

の心配事を親

友に打ち明け

る可能性はど

れくらいです

か？ (6)  

o  o  o  o  o  

今までにあな

たに起こった

最悪の事態を

親友に打ち明

ける可能性は

どれくらいで

すか？ (7)  

o  o  o  o  o  



12 

 

 

＜移動後の関係流動性＞ 

あなたが現在暮らしている札幌市についての意見をお尋ねします。     あなたの周囲にい

る人々（学校の友人や知人、職場の同僚、近隣の住民など）についてお尋ねします。次のそ

れぞれの文が、それらの人々にどれくらい当てはまるかを、想像してお答えくださ

い。      ※文中に「集団」とある場合は、友人グループ、趣味やスポーツのサークルや部

活動、職場など、互いに個人的な関係を持つ、もしくは目標を共有した複数の人の集まりを

指します。 

 

全く そう

思わない 

1 (1) 

そう 思わ

ない 

 2 (2) 

どち らか

とい えば

そう 思わ

ない 

3 (3) 

どち らか

とい えば

そう思う 4 

(4) 

そう思う 

5 (5) 

とて もそ

う思う 

6 (6) 

彼ら（あな

たの周囲の

人たち）に

は、人々と

知り合いに

なる機会が

たくさんあ

る。 (1)  

o  o  o  o  o  o  

彼らは、初

対面の人と

会話を交わ

すことがよ

く あ る 。 

(2)  

o  o  o  o  o  o  

彼らは、ふ

だんどんな

人たちと付

き 合 う か

を、自分の

好みで選ぶ

o  o  o  o  o  o  
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ことができ

る。 (3)  

彼らには、

新しい友人

を見つける

機会があま

り な い 。 

(4)  

o  o  o  o  o  o  

彼らにとっ

て見知らぬ

人と会話す

ることはそ

うあること

ではない。 

(5)  

o  o  o  o  o  o  

もし現在所

属している

集団が気に

入らなけれ

ば、彼らは

他の集団に

移っていく

だ ろ う 。 

(6)  

o  o  o  o  o  o  

彼らにとっ

て、付き合

う相手を自

由に選べな

いことはよ

く あ る 。 

(7)  

o  o  o  o  o  o  

彼らが新し

い人たちと o  o  o  o  o  o  
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出会うのは

簡単なこと

だ。 (8)  

たとえ所属

する集団に

満足してい

なかったと

しても、彼

らはたいて

いそこに居

続けること

に な る 。 

(9)  

o  o  o  o  o  o  

彼らは、ど

の集団や組

織に所属す

るかを自分

の好みで選

ぶことがで

きる。 (10)  

o  o  o  o  o  o  

たとえ現在

の対人関係

に満足して

い な く て

も、彼らは

そこに留ま

り続けるし

かないこと

が よ く あ

る。 (11)  

o  o  o  o  o  o  

たとえ現在

所属する集

団から離れ

たいと思っ

o  o  o  o  o  o  
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＜移動前の関係流動性＞ 

あなたが過去に暮らしていた社会についての意見をお尋ねします。     出身地 において、

あなたの周囲にいた人々（学校の友人や知人、職場の同僚、近隣の住民など）についてお尋

ねします。次のそれぞれの文が、それらの人々にどれくらい当てはまっていたかを、想像し

てお答えください。  ※文中に「集団」とある場合は、友人グループ、趣味やスポーツのサ

ークルや部活動、職場など、互いに個人的な関係を持つ、もしくは目標を共有した複数の人

の集まりを指します。 

ても、彼ら

はそこに留

まらざるを

得ないこと

が よ く あ

る。 (12)  

 

全くそう思

わない 

1 (1) 

そう思わな

い 

 2 (2) 

どちらかと

いえばそう

思わない 

3 (3) 

どちらかと

いえばそう

思う 4 (4) 

そう思う 

5 (5) 

とてもそう

思う 

6 (6) 

彼ら（あなた

の周囲の人

たち）には、

人々と知り

合いになる

機会がたく

さんあった。 

(1)  

o  o  o  o  o  o  

彼らは、初対

面の人と会

話を交わす

ことがよく

あった。 (2)  

o  o  o  o  o  o  

彼らは、ふだ

んどんな人 o  o  o  o  o  o  



16 

 

たちと付き

合うかを、自

分の好みで

選ぶことが

できた。 (3)  

彼らには、新

しい友人を

見つける機

会があまり

なかった。 

(4)  

o  o  o  o  o  o  

彼らにとっ

て見知らぬ

人と会話す

ることはそ

うあること

ではなかっ

た。 (5)  

o  o  o  o  o  o  

もし現在所

属している

集団が気に

入らなけれ

ば、彼らは他

の集団に移

っていった

だろう。 (6)  

o  o  o  o  o  o  

彼らにとっ

て、付き合う

相手を自由

に選べない

ことはよく

あった。 (7)  

o  o  o  o  o  o  



17 

 

彼らが新し

い人たちと

出会うのは

簡単なこと

だった。 (8)  

o  o  o  o  o  o  

たとえ所属

する集団に

満足してい

なかったと

しても、彼ら

はたいてい

そこに居続

けることに

なった。 (9)  

o  o  o  o  o  o  

彼らは、どの

集団や組織

に所属する

かを自分の

好みで選ぶ

ことができ

た。 (10)  

o  o  o  o  o  o  

たとえ現在

の対人関係

に満足して

いなくても、

彼らはそこ

に留まり続

けるしかな

いことがよ

くあった。 

(11)  

o  o  o  o  o  o  

たとえ現在

所属する集

団から離れ
o  o  o  o  o  o  
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＜性別＞ 

・男性  (1)  

・女性  (2)  

・その他  (3) 

 

＜年齢＞ 

あなたの年齢は？ 

半角数字で入力してください。    

 

＜海外居住経験＞ 

これまでに海外に住んだことはありますか？ 

・はい  (1)  

・いいえ  (2)  

 

上記の質問で「はい」と答えた方は、国名（複数回答可）とその居住総年数をお書きくださ

い。書ききれない場合は、居住総年数が長い順にお答えください。国名・年数（例、アメリ

カ 2年） 

国名・年数  (1) ________________________________________________ 

国名・年数  (2) ________________________________________________ 

国名・年数  (3) ________________________________________________ 

 

  

たいと思っ

ても、彼らは

そこに留ま

らざるを得

ないことが

よくあった。 

(12)  
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付録 3-1-1：研究３-1. 質問項目（日本語） 

＜関係流動性尺度＞ 

あなたの周囲にいる人々（学校の友人や知人、職場の同僚、近隣の住民など）についてお尋

ねします。次のそれぞれの文が、それらの人々にどれくらい当てはまるかを、想像してお答

え下さい。注:文中に「集団」とある場合は、友人グループ、趣味やスポーツのサークルや部

活動、企業など、互いに個人的な関係を持つ、もしくは目標を共有した複数の人の集まりを

指します。 

 

全く当て

はまらな

い 

1 (1) 

当てはま

らない 

2 (2) 

あまり当

てはまら

ない 

3 (3) 

少し当て

はまる 

4 (4) 

当てはま

る 

5 (5) 

非常に当

てはまる 

6 (6) 

⊗1. 彼 ら

（あなたの

周囲にいる

人々）には、

人々と新し

く知り合い

になる機会

がたくさん

あ る 。 

(rm_1)  

o  o  o  o  o  o  

⊗2. 彼 ら

は、初対面

の人と会話

を交わすこ

とがよくあ

る。 (rm_2)  

o  o  o  o  o  o  

⊗3. 彼 ら

は、ふだん

どんな人た

ちと付き合

うかを、自

o  o  o  o  o  o  
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分の好みで

選ぶことが

で き る 。 

(rm_3)  

⊗4. 彼 ら

には、新し

い友人を見

つける機会

があまりな

い。 (rm_4)  

o  o  o  o  o  o  

⊗5. 彼 ら

にとって見

知らぬ人と

会話するこ

とはそうあ

ることでは

な い 。 

(rm_5)  

o  o  o  o  o  o  

⊗6. も し

現在所属し

ている集団

が気に入ら

なければ、

彼らは新し

い集団に移

っていくだ

ろ う 。 

(rm_6)  

o  o  o  o  o  o  

⊗7. 彼 ら

にとって、

付き合う相

手を自由に

選べないこ

とはよくあ

o  o  o  o  o  o  
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る。 (rm_7)  

⊗8. 彼 ら

が新しい人

たちと出会

うのは簡単

なことだ。 

(rm_8)  

o  o  o  o  o  o  

⊗9. た と

え所属する

集団に満足

していなか

ったとして

も、彼らは

たいていそ

こに居続け

ることにな

る。 (rm_9)  

o  o  o  o  o  o  

⊗10. 彼ら

は、どの集

団や組織に

所属するか

を自分の好

みで選ぶこ

と が で き

る 。 

(rm_10)  

o  o  o  o  o  o  

⊗11. たと

え現在の対

人関係に満

足していな

くても、彼

らはそこに

留まり続け

るしかない

o  o  o  o  o  o  



22 

 

 

＜一般的信頼尺度＞ 

あなたがどれくらい次のそれぞれの文に賛成するか、適切な数値を選んでお答えください。 

ことがよく

あ る 。 

(rm_11)  

⊗12. たと

え現在所属

する集団か

ら離れたい

と 思 っ て

も、彼らは

そこに留ま

らざるを得

ないことが

よくある。 

(rm_12)  

o  o  o  o  o  o  

 

1. 全

くそう思わ

ない (1) 

2. そう思

わ な い 

(2) 

3. ど

ちらかとい

えばそう思

わない (3) 

4. ど

ちらかとい

えばそう思

う (4) 

5. そう思

う (5) 

6. とても

そう思う 

(6) 

1. ほ と ん

どの人は基

本的に正直

で あ る 

(trust_1)  

o  o  o  o  o  o  

2. ほ と ん

どの人は信

用 で き る 

(trust_2)  

o  o  o  o  o  o  

3. ほ と ん

どの人は基 o  o  o  o  o  o  
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＜性別（１回目調査）＞ 

性別 

・1. 男性  (1)  

・2. 女性  (2)  

 

＜性別（２回目調査）＞ 

性別をお選びください 

 

・男性   

本的に善良

で親切であ

る 

(trust_3)  

4. ほ と ん

どの人は他

人を信頼し

て い る 

(trust_4)  

o  o  o  o  o  o  

5. 私 は 人

を信頼する

ほうである 

(trust_5)  

o  o  o  o  o  o  

6. た い て

いの人は、

人から信頼

さ れ た 場

合、同じよ

うにその相

手を信頼す

る 

(trust_6)  

o  o  o  o  o  o  
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・女性    

・どちらでもない    

・その他 (具体的に)  _____________ 

 

＜年齢＞ 

年齢を記入してください（半角数字） 

 

 

＜調査参加時の居住国＞ 

現在の居住国をお選びください 

 

・日本  (81)  

・USA  (1)  

・その他（国名を記入してください）  (999) 

 

＜主観的新型コロナウイルス蔓延度＞ 

あなたのお住まいの地域では、どれくらい新型コロナウイルスが流行していますか？ 

 

・全く流行していない  (1)  

・少し流行している  (2)  

・そこそこ流行している  (3)  

・流行している  (4)  

・とても流行している  (5) 

 

＜第一言語＞ 

母国語をお選びください 

・日本語  (81)  

・English  (1)  

・その他 (言語名)   
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＜出身都市規模＞ 

あなたの出身地をもっともよく表しているものを一つ選んでください。 

 ※大都市＝東京や政令都市、中都市＝15万人以上の市、小都市＝15 万人以下の市町村 

・1. 大都市  (1)  

・2. 中都市  (2)  

・3. 小都市  (3)  

 

＜出身経済階層＞ 

あなたが育った家庭の経済水準(世帯収入の程度)をお選びください 

・下(下流層)  (1)  

・中の下  (2)  

・中(中間層)  (3)  

・中の上  (4)  

・上(富裕層)  (5)  
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付録 3-1-2：研究３-1.  質問項目（英語） 

＜関係流動性尺度＞ 

How much do you feel the following statements accurately describe people in the immediate 

society in which you live (such as your friends and acquaintances, colleagues in your 

workplace, and people in your neighborhood etc.)? Regarding those people around you, 

please indicate to what extent you agree or disagree with the following statements.      

NOTE: The term "groups" in some items refers to collections of people who know each 

other or who share the same goals, such as friendship groups, hobby groups, sports teams, 

and companies. 

 

Strongly 

disagree 

1 (1) 

Disagree 

2 (2) 

Slightly 

disagree 

3 (3) 

Slightly 

agree 

4 (4) 

Agree 

5 (5) 

Strongly 

agree 

6 (6) 

⊗1. They (the 

people 

around you) 

have many 

chances to 

get to know 

other people. 

(rm_1)  

o  o  o  o  o  o  

⊗2. It is 

common for 

these people 

to have a 

conversation 

with someone 

they have 

never met 

before. 

(rm_2)  

o  o  o  o  o  o  

⊗3. They are 

able to o  o  o  o  o  o  
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choose, 

according to 

their own 

preferences, 

the people 

whom they 

interact with 

in their daily 

life. (rm_3)  

⊗4. There are 

few 

opportunities 

for these 

people to 

form new 

friendships. 

(rm_4)  

o  o  o  o  o  o  

⊗5. It is 

uncommon 

for these 

people to 

have a 

conversation 

with people 

they have 

never met 

before. 

(rm_5)  

o  o  o  o  o  o  

⊗6. If they 

did not like 

their current 

groups, they 

could leave 

for better 

o  o  o  o  o  o  
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ones. (rm_6)  

⊗7. It is often 

the case that 

they cannot 

freely choose 

who they 

associate 

with. (rm_7)  

o  o  o  o  o  o  

⊗8. It is easy 

for them to 

meet new 

people. 

(rm_8)  

o  o  o  o  o  o  

⊗9. Even if 

these people 

were not 

completely 

satisfied with 

the group 

they 

belonged to, 

they would 

usually stay 

with it 

anyway. 

(rm_9)  

o  o  o  o  o  o  

⊗10. They are 

able to 

choose the 

groups and 

organizations 

they belong 

to. (rm_10)  

o  o  o  o  o  o  



29 

 

 

＜一般的信頼尺度＞ 

Please indicate to what extent you agree or disagree with each of the following statements. 

⊗11. Even if 

these people 

were not 

satisfied with 

their current 

relationships, 

they would 

often have no 

choice but to 

stay with 

them. 

(rm_11)  

o  o  o  o  o  o  

⊗12. Even 

though they 

might rather 

leave, these 

people often 

have no 

choice but to 

stay in 

groups they 

don’t like. 

(rm_12)  

o  o  o  o  o  o  

 

Strongly 

Disagree 

1 (1) 

Disagree 

2 (2) 

Slightly 

Disagree 

3 (3) 

Slightly 

Agree 

4 (4) 

Agree 

5 (5) 

Strongly 

Agree 

6 (6) 

1. Most 

people are 

basically 

honest. 

o  o  o  o  o  o  
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＜性別（１回目調査）＞ 

Sex 

・Male  

・Female 

(trust_1)  

2. Most 

people are 

trustworthy. 

(trust_2)  

o  o  o  o  o  o  

3. Most 

people are 

basically 

good and 

kind. 

(trust_3)  

o  o  o  o  o  o  

4. Most 

people are 

trustful of 

others. 

(trust_4)  

o  o  o  o  o  o  

5. I am 

trustful. 

(trust_5)  
o  o  o  o  o  o  

6. Most 

people will 

respond in 

kind when 

they are 

trusted by 

others. 

(trust_6)  

o  o  o  o  o  o  
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＜性別（２回目調査）＞ 

Please select your gender 

・Male  (1)  

・Female  (2)  

・Non-binary  (3)  

・Another identity (Please specify)  (4) 

 

＜年齢＞ 

Please write in your age (Please answer in numerals) 

 

＜調査参加時の居住国＞ 

Please select the country where you live currently 

・日本  (81)  

・USA  (1)  

・Other (Please specify) 

＜主観的新型コロナウイルス蔓延度（２回目調査のみ）＞ 

How prevalent is the COVID-19 virus in your area now? 

・Not at all  (1)  

・Slightly prevalent  (2)  

・Somewhat prevalent  (3)  

・Prevalent  (4)  

・Extremely prevalent 

＜第一言語＞ 

Please select your native language 

・日本語  (81)  

・English  (1)  

・Other (Please specify)   

 

＜出身都市規模＞ 

What sort of area did you grow up in? Please select the choice that best describes the place 
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where you grew up: 

・1. Urban area  (1)  

・2. Suburban area  (2)  

・3. Rural area  (3)  

 

＜出身経済階層＞ 

How would you characterize the economic level of the household you grew up in? 

・Low income  (1)  

・Lower middle class  (2)  

・Middle class  (3)  

・Upper middle class  (4)  

・Wealthy  (5)  
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付録 3-2：研究 3-2.  質問項目 

＜関係流動性尺度＞ 

あなたの周囲にいる人々（学校の友人や知人、職場の同僚、近隣の住民など）についてお尋

ねします。次のそれぞれの文が、それらの人々にどれくらい当てはまるかを、想像してお答

え下さい。注:文中に「集団」とある場合は、友人グループ、趣味やスポーツのサークルや部

活動、企業など、互いに個人的な関係を持つ、もしくは目標を共有した複数の人の集まりを

指します。 

 

全く当て

はまらな

い 

1 (1) 

当てはま

らない 

2 (2) 

あまり当

てはまら

ない 

3 (3) 

少し当て

はまる 

4 (4) 

当てはま

る 

5 (5) 

非常に当

てはまる 

6 (6) 

⊗1. 彼 ら

（あなたの

周囲にいる

人々）には、

人々と新し

く知り合い

になる機会

がたくさん

あ る 。 

(rm_1)  

o  o  o  o  o  o  

⊗2. 彼 ら

は、初対面

の人と会話

を交わすこ

とがよくあ

る。 (rm_2)  

o  o  o  o  o  o  

⊗3. 彼 ら

は、ふだん

どんな人た

ちと付き合

うかを、自

o  o  o  o  o  o  
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分の好みで

選ぶことが

で き る 。 

(rm_3)  

⊗4. 彼 ら

には、新し

い友人を見

つける機会

があまりな

い。 (rm_4)  

o  o  o  o  o  o  

⊗5. 彼 ら

にとって見

知らぬ人と

会話するこ

とはそうあ

ることでは

な い 。 

(rm_5)  

o  o  o  o  o  o  

⊗6. も し

現在所属し

ている集団

が気に入ら

なければ、

彼らは新し

い集団に移

っていくだ

ろ う 。 

(rm_6)  

o  o  o  o  o  o  

⊗7. 彼 ら

にとって、

付き合う相

手を自由に

選べないこ

とはよくあ

o  o  o  o  o  o  
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る。 (rm_7)  

⊗8. 彼 ら

が新しい人

たちと出会

うのは簡単

なことだ。 

(rm_8)  

o  o  o  o  o  o  

⊗9. た と

え所属する

集団に満足

していなか

ったとして

も、彼らは

たいていそ

こに居続け

ることにな

る。 (rm_9)  

o  o  o  o  o  o  

⊗10. 彼ら

は、どの集

団や組織に

所属するか

を自分の好

みで選ぶこ

と が で き

る 。 

(rm_10)  

o  o  o  o  o  o  

⊗11. たと

え現在の対

人関係に満

足していな

くても、彼

らはそこに

留まり続け

るしかない

o  o  o  o  o  o  
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＜制御焦点尺度＞ 

以下のそれぞれの文章は、あなた自身にどの程度当てはまりますか？ 

ことがよく

あ る 。 

(rm_11)  

⊗12. たと

え現在所属

する集団か

ら離れたい

と 思 っ て

も、彼らは

そこに留ま

らざるを得

ないことが

よくある。 

(rm_12)  

o  o  o  o  o  o  

 

全く 

当て はま

らない 

1 (1) 

当て はま

らない 

2 (2) 

どち らか

と言えば 

当て はま

らない 

3 (3) 

どち らか

と言えば 

当て はま

る 

4 (4) 

当て はま

る 

5 (5) 

とても 

当て はま

る 

6 (6) 

どうやって

自分の願い

や希望を達

成すること

が で き る

か、よく想

像 す る 。 

(1)  

o  o  o  o  o  o  

生きていく

うえで、嫌

なことが起
o  o  o  o  o  o  
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きないよう

によく注意

している。 

(19)  

私はよく、

将来自分が

何を成し遂

げたいかを

考 え て い

る。 (20)  

o  o  o  o  o  o  

どうやった

ら生きてい

く上で失敗

を 防 げ る

か、よく考

える。 (21)  

o  o  o  o  o  o  

私は、希望、

願望、切望

を 満 た す

「理想の自

分」に近づ

くために励

んでいる人

間だ。 (22)  

o  o  o  o  o  o  

自分の責任

や義務を果

たせないの

ではないか

と不安だ。 

(23)  

o  o  o  o  o  o  

自分の身の

上におこる

かもしれな
o  o  o  o  o  o  
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いと恐れて

い る こ と

が、実際に

起こってし

まうのをよ

く 想 像 す

る。 (24)  

全体的に、

自分の人生

の中で良い

結果を出す

ことを考え

て い る 。 

(25)  

o  o  o  o  o  o  

学生だった

頃の私の大

切 な 目 標

は、勉強の

上で自分の

念願を果た

すことだっ

た。 (26)  

o  o  o  o  o  o  

学生だった

頃の私は、

どうやって

学業で成功

をおさめる

かよく考え

て い た 。 

(27)  

o  o  o  o  o  o  

私は、義務、

責任、責務

を 果 た す

「あるべき

o  o  o  o  o  o  
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自分」に近

づくために

励んでいる

人 間 だ 。 

(28)  

自分が将来

こうなりた

いというの

をよく考え

る。 (29)  

o  o  o  o  o  o  

学生だった

頃、自分の

学業の目標

に到達でき

な い か も

と、よく心

配になって

いた。 (30)  

o  o  o  o  o  o  

全体的に、

自分は失敗

をしないこ

とよりは成

功すること

に重点を置

いている。 

(31)  

o  o  o  o  o  o  

起こってほ

しいと願っ

ていること

が、実際に

起こってい

るところを

よく想像す

る。 (32)  

o  o  o  o  o  o  
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＜性別（１回目調査）＞ 

性別 

・1. 男性  (1)  

・2. 女性  (2)  

 

＜性別（２回目調査）＞ 

性別をお選びください 

 

・男性   

・女性    

・どちらでもない    

学生だった

頃の私の大

切 な 目 標

は、勉強の

上で失敗を

しないこと

であった。 

(33)  

o  o  o  o  o  o  

自分が将来

こうはなり

たくないと

いうのをよ

く考える。 

(34)  

o  o  o  o  o  o  

何かを得る

こ と よ り

も、何かを

失うのを防

ぐことに重

点を置いて

いる。 (35)  

o  o  o  o  o  o  
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・その他 (具体的に)  _____________ 

 

＜年齢（１回目調査）＞ 

年齢を記入してください（半角数字） 

 

＜年齢（生年：２回目調査）＞ 

生まれた年を西暦で記入してください（半角数字） 

 

 

＜調査参加時の居住国＞ 

現在の居住国をお選びください 

 

・日本  (81)  

・USA  (1)  

・その他（国名を記入してください）  (999) 

 

＜主観的新型コロナウイルス蔓延度＞ 

あなたのお住まいの地域では、どれくらい新型コロナウイルスが流行していますか？ 

 

・全く流行していない  (1)  

・少し流行している  (2)  

・そこそこ流行している  (3)  

・流行している  (4)  

・とても流行している  (5) 

 

＜第一言語＞ 

母国語をお選びください 

・日本語  (81)  

・English  (1)  

・その他 (言語名)   
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＜出身経済階層＞ 

あなたが育った家庭の経済水準(世帯収入の程度)をお選びください 

・下(下流層)  (1)  

・中の下  (2)  

・中(中間層)  (3)  

・中の上  (4)  

・上(富裕層)  (5)  

 


